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助日本地域開発センターでは、昭和6   3年度東京都板橋区から「コミュニティ

推進調査」の委託をうけ、当センター内に奥田道大立教大学教授を委員長とする

委員会も設置し、調査研究をすすめた。

当センターでは、昭和6    1年度から板橋区から継続して調査研究をおこなった。

初年度は、「地域白書作成調査」としてr 地域からのメッセージ'86 －いたば

しコミュニティ白書』を発行した。翌年度は、「コミュニティ活動推進調査」と

して、報告書およびその成果をまとめたr コミュニティ活動の推進にむけてj と

題するパンフレットを作成した。今年度はこうした調査の蓄積のうえに、板橋区

のコミュニティ組織のあり方とそれを支援する人材バンク等について調査、検討

をおこなったものである。

この報告が板橋区のコミュニティ活動を推進するうえで、参考に資すれば幸い

である。委員会の委員長をはじめとする委員の方々および板橋区地域振興課の方

々、そして調査にご協力をいただいた区民の方にお礼を申し上げる。

財団法人日本地域開発センター

理事長　高　山　英　華
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I. 糾 づくりセンターH 構想一一］ミュニテイn 則 のあ勁とに

レ　はじめに

昨年度の当委員会による報告書（「」ミュニティ活動推進調査報告書』昭和63年3 月）

においてヽ 行政と地域を結ぶ中間組織のあり方としてヽ川地区町会連合会方式から(2)地区

協議会方式、そして（3）センター方式への流れが認められ、この流れに対応した中間施設と

して（1)出張所中心、（2)地区センター、コミュニティ・センター中心、(3)まちづくりセンタ

ー中心がそれぞれ指摘された。図一1 に示されるとおり、「人」中心のネットワーク型と

結ぶセンター方式では、その中間組織のありかたとして、まちづくりセンター中心がとり

あげられ、とくに「板橋方式としての「組織」中心の地区協議会方式を土台とする「人」

中心の市民生活会議、コミュニティ・フォーラムとの回路づくりにおいて、まちづくりセ

ンターのもつ意味と機能は大きい」（P114 ）とし、「まちづくりセンター購想づくり」が

提言されることになった。

今年度は、こうした提言の具体化、指針づくりを研究課題とし、調査活動をおこなった、

もちろん昨年度の提言のなかですでに、その機能、運営のあり方、また人材バンク、行政

組織職員の問題、ワークショップなども含んで「まちづくりセンター構想づくり」のアウ

トラインが示されているが、とくにここでは「まちづくりセンター」の運営、機能、ハー

ド面に絞って調査を進めてきた。こうした視点から現在、公共・民間にかかわらず活発に

活動を展開しているコミュニティ関連施設のいくつかをとりあげケーススタディを実施し

た。

以下では、まずこうした様々な施設タイプの事例報告をし、つづいて各事例について川

組織・運営体制、(2)機能、（3)施設のハード面、(4)行政との接点・対応、（5課題・問題点、

将来構想のそれぞれからまとめ、板橋区の「まちづくりセンター構想づくり」の指針とし

た い 。
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「 コ ミュニ ティセ ンター」参考事 例の 特性一覧 そ叫

事　例　タ　ィ　プ1

プ ログラ ム迅営に よ る

ネットワ ーク求 心型

世剛 谷 �

組 織 お よ び 運 営 体 制 � イメ ージ図

�区の用地内に仮施設として公費で設

置

全区 から 公葬の迅営 委員20 人( ボ ラ

ンテ ィア ）によ る運 営委貝会で 自主

管 理、ア ルバイト常 駐 スタッフ

�'^^

☆/O
ノa*　o

II

公と 民の バラ ンス運営 型rid

 粕 ■  奈 良 �

任意団 体およ び社団法人 の民間組織

専任 スク ヅフ1  ~ 2 名, 他 地域との

ネ ット ワ ーク化， アルバイト数 名

会 費収入，受 託 調査・自主 事業 によ

る収 入

�
○犬上

�

民間ピジ ョン先行 の

公民 ジョイントワ ー ク型

荒川 �

株式 会 社（ 民間21 人 の出資 により資

本 金1000 万 円 で 設立）

専 任研 究員2 名 ，学生ア ルバイト

�
酋千

IV

シン ボル事業 によ る

地域運営 への浸 透型

大阪 ■川 崎 �

民 間の設 立ま たは 行政の設 置

運 営はい ずれ も社会福i±法 人

専任 スタ ッフ1 ～2 名， ア ルバ イト �

地域 社会
⑤

V

従 来型 ］ミュニ八・センターの

リニ ュ ーア ル型

■r ru ・ 三 鷹 �

公 設，住 民協議 会によ る自 主運営

�ノ○
-

人 と 組 織 を つ な ぐ

］ilニf ( ・ シ) 7プ 型

断us    ・   5S 川 �

民閻 の飲 食店 または企業の モデル シ

ョップ

本 業以外 のア ンテナ隨能， 周辺 ネッ

ト ワ ークの活 性化の 狙い

�

⑤ ‾皿
万）＼
≫
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「 コ ミュニ テ ィ セ ンタ ー」 参考 事例 の特 性一 覧 モの2

タ イプ � 諸　　 機　　 能 � 施 設 の ハ ー ド 面 � 行 政側 の対 応

新 基本 計 画の 事業として

の 「1 ちづくI)  iンター構想」の

実験 拠点 と して 位置づけ

主 管 課 一街づ くり 推進課

I �

田 パ ーク ショップ(2)

ま ち づ くり コ ン クー ル(3)

運 営 委員 によ るプ ロ グラ ム運営 �

区 の 再開 発準 備組 合の プ

レ ハブ に間 借り

会 議 作業 スペ ー ス， 広 場

まちづ くり 関 係資 料

n �(l)

自 主 イベ ント( シ ン ポジウ ム， 映

画会， バ ザ ー， まちづ くり 学習)(2)

調 査 研究 機能(3)ts

報 の 収 集と 発ft. 出 版(4)

サ ロ ン， た まり 場 �

鉄骨2 階 建 ，民 家を 改 造

事 務室 ， 会議 室， �~

独自 活 動

理事 会・ 運営プログラムには

非 公 式 に行政 も参加

Ⅲ �

住 宅 事業の 実践を 民 間 ベ ースで 賤動

的 に， かつ 公共的 性 格を 重視 す る(l)llOPE

計 画 ， 地区 整 備 計画(2)

荒 川 探偵団 － ま ちづ くり シ ンポ，

「銭 湯探 偵物語丿 刊行など �

民 間の マ ンシ ョン2 室

作 業 スペ ース， 会 議サ ロ

ン �

独自 活動

受 託 事業 ・イ ベントを通

じて協 力関 係 にある

IV �

川 共同 作業を 通 じた 民族 文化 の確 認

と日 本人 との共 生関 係 づ くり

一 民族 文化 祭， ふ れあい 塾(2)

各 種 サ ー クル・ 教室(3)

集 会 スペ ース提 供 �

鉄 筋 コ ンクリ ート建 て

事 務 室，集 会 作業 スペ ー

ス，図 轡 室 �

独自 活動 ・行 政援助なし

公設・ 職 員（ 館長）派遣

一

V �(l)

コ ミ ュニ テf    ・ イ ペ ンI-{2)Ui

会 スペ ー ス. 体 育 施設 �

鉄 筋 コ ンクリ ート 建て

会Jil室, ホ ー ル， プ ール

体 育 館，図 書 室など �

公I'i.  各 種 の 事彷委託や

プ ロ グ ラム運 宮を要請

予 算5QU0 万 円 ／年

予 算 なし ，改 築要求中

独自 活 動

，　　VI �

田 サロ ン・た まり 唄機 能(2)tf?

報 交 換機 能, 情 報 パ ンフレ ット(3)

飲 食 サービ ス �

ピ ル に間 借り1 ～2 室

可 動 式間 じ きり ， テ ーブ

ル椅 子,   0  A  隨3S
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「コ ミュニ ティセ ンタ ー」 参考 事例の特性 一n  モの3

/

タイ プ

／I �

課 題 ・ 問li  ，点 � 将　 来　 構　 想

�既存の住民組織との調整が未解決

実 験を継 続し なが ら住民 参加で構想を 形 作

って い くので ，機 能・組 織* 財 政 などの 最

終 イ メー ジは未定 �

区内 数ヶ所に展開の予 定

諸機 能 一・①専門家 派it. ② 相 談機 能

③学 習． 教育機 能， ④まちづ くり の

芽の 堀り おこ し, ⑤ 情報の 収集提・供

といった機能を 構想

n ��

近隣・県内 の他組織と のネ ットワ ーク化

Ⅲ �

実際的 コ ンサルテ ィ ングの現場 と公的 まち

づ くり 活動 のバ ラン スを ，業 務・行政と の

関係 のなか でど うバ ラン スして いくか �

周辺 活Si) （ 探 偵団 活Si), シ ン ポジウ ム，1

ス タ ッフ等 ）の拡大

IV �

基 本的 課題の解 決に は息の 艮い活 動が必 要

地 域社 会の全般 にど う漫透 していけ るか

V �

施設が 手狭 になり 老朽 化→増改 築の時 期に

さしか かって い る

単な る官製プ ロ グラ ムの迅用隨 関化の 懸念

管理 体制の 硬直 化

VI

べ �

運営の 財源問 題 →独立 採算に は耐え られず �単 なるサロ ンに終 わらず，中 のlilln を 社

してい く方 策

-40-

5 ㈲



2 . 事例 調査とまちづくりセンターの機能

－1 「プ・ グラム運営によるネットワーク求心型」・・---・-d・¥-・-・・〃4●　世田谷区まちづくりハウス

すで にあ る程度のコ ミュニティ活動や人 材の蓄積のある地域で、それ らを横断的にっな

ぐまちづ くり活動と、 その拠点 となる新しい コミュニティ施設を作ろうとする場合、その

なかに既 存の組織やリーダーを単純に入 れ込むだけでは、円滑な運営は望 めないだろう、

まず、 実質的 レベルでの人と人の交流や、そこ から派生す る新たな人の 発掘をともなう活

気あ る運営のためには、あ る種のイベ ント、それも議論だけ留 まらない、 「身 体を動かし

ながらアイデアを出しモノを作っていく」ワーク ショップ の手 法が有 効だと考えられる。

このワ ークショップ の手法とまちづくり拠点 づくり とを ミックスする、新しい試みの中

から世田谷区「まちづくりハウス」の 事例を紹介しよう。

(1)組織・運営体制

昭和63年7 月、まちづくりセンター構想の実験拠点として、太子堂4 丁目の再開発候補

地内にオープン。区内全域から公募した運営委員20人で構成される運営会議による自主運

営のかたちを取る。開館時間は月曜～土曜の9 時～22時迄、16時～20時迄は常駐スタッフ

（学生アルバイトによる当番制）が常駐（月・木は休み）。その時間帯には、誰もがフリ

ーに出入りしてサロン的に利用したり、付属の備品を使える。常駐スタッフのいない時間

帯の利用は、原則として運営会議メンバーとその関係者に限るが、現在わくの拡大を検討

中。一日の最終利用者が戸締りや施錠をして、鍵は近所の金融機関の保管場所にあずける

（2）諸機能

まちづくりハウス（まちづくりセンター構想）が目指す4 つの方向性が検討されている

が（資料1 参照）、初年度の活動の柱は、①パークショップ、②まちづくりコンクール、

③運営委員によるプ・ グラム運営の3 本に絞られた。

①パークショップ ー ワークショップとポケットパーク造成の合成語。まちづくりハウ

ス活動の目玉である。区が買収済みのポケットパーク用地（太子堂2 丁目）50 mで、ワー

クシ？7 プ方式による公園計画づくりを行9 ている（ 資料2 参照および第Ⅲ章参照）0

②まちづくりコンクール ー まちづくりハウスのPR 、人材発掘を狙った、プログラム

運営の一環として行われた。絵地図づくり（住まい・職場・学校などの生活の場を手作り

の絵地図にするコンクール）、まちづくり活動の記録（世田谷区内の身近な環境に関わる

活動の記録）の2 部門で作品を募集し、まちづくりハウスが事務局と応募作品に関する相

談受付窓口となった。期間中（昭和63年9 月）に約180 人が応募、各作品と一緒に゛`ウス

ヘの提言を挙げてもらった。

佃
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学習の場を参加者と共につくる。
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・専門家等を招いて学習会をする。
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ま ち づく り セ ンタ ー

‥‘'1.1' バ　　　 ゛ち・住 民
住民活動団 体　　 こ

ちの点検
プ 専門 家,.　　It

画づ'<D
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資金的≪助

長

姐ミ業;r.;
行 政　　s

市 民 等
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■
 流 と
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世田谷区内外の各地で行われている、住民/雌モ休

となつたまちづくり活動との、I?i報交換や交流を

行う。

圖具体的には………

・全国的なまちづくり活動交流会、シンポジウ

ムの開催。

゜各地の事m 視察

�
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みんなで公回を作つてみよう ／

パークショップs ヵ、n
rわが町の公園に、目分のアイデアが唇り込めた

らなあ」。そんな夢を冥現してくれるイベントが、

たくさんのぢ加者を綿て逡められています。

題して「パークショップ」。皆で何かを作るという

意味の「ワークショップ」と「パーク」を合わせ

たill!です。とりまとめ役はr 高野ランドスケー

プj というiS園設計の会社で、もう各地で住民参

加による公園を作ってきたベテランです。

対象地は、太子堂の「ひろば×（仮称）」と「あめ

んぼ広場」と呼ばれるいずれも小さな空地です。

参加者は、造園等を学ぶ学生、地域でまちづくり

活動にたずさわっている方、ひろばの近隣の万、

自主参加の区の褒貝、八ウスの運宮を手伝ってい

るコンサルタントなとなど、年齢の幅も^ り楽し

い会になりました。人の入れかわりもありながら。

毎回25 人ぐらいが∠1つのグループに分れて作菓を

進め、模型を作り、発表をするまでに至りました。

「学校では、・決してこんなこと学べません。ソフ

トな発想が持ててよかった」とは、学生さんの感

想。「若い人と一^ に、何か作るのは楽しい」と言

うお年寄りもいました。

今後は、それらの案を取り込んで「高野」で冥距

計画に向けての累をいくつか作ることになってい

ます。その案を見ながらの焙し合いが、lQ 月上旬

に持たれる予足です。どうぞ、ご参加下さい ／

'タ‾'・` 　・一説 総 炎
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Ë
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③運営委員20人によるプログラム運営 － 「ハウスの運営方法は、関わる人みんなで決

めていく。活動は、運営会議に参加する人がやりたいことを持ち込み、運営会議で認めら

れたプログラムに関してハウス（区）が援助をするj という運営方針に則って、パークシ

ョップやその報告会の参加者に自由な提言をあげてもらい、提案のあった企画を運営会議

にかけた結果、すべて実施することになった。まちづくり活動マップづくり、老人給食の

シンポジウム＆展示会、街の暮らしの変化を記録しよう、きつねまっり、まちづくり学校

（学習謙座）、地図による「まちの世界の体験」展示＆講演会などである。

(3)施設のハ ード面

(4)行政側の対応
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昭和61年の世田谷区新基本計画のなかで、「まちづくりセンター構想」が掲げられた。

主管課は都市整備部街づくり推進課 一 担当職員は課長以下4 名である、関連セクション

との調整を図るため課長クラスの「庁内検討委員会」を設置。また、パークショップには

主管課のほか、土地調整課（都市整備部）、公園課（土木部）が共同で対応している。

(5)課題・問題点

まちづくりハウスに関しては、実験段階の今は、街づくり推進課のルートのみで区民に

働きかけているが、来年度以降は庁内m 整や既存住民組織との調整が必要になってくるこ

と。が予想される。例えば、地域振興課の所管する地域活動団体連絡協議会、町会を中心と

した身近なまちづくり推進制度の活動との連携など。

(6)将来構想

将来は区内数ケ所にセンターを展開し、それらのネットワークとワークショップで多彩

な催しの展開をはか
っていく予定。機能としては、①専門家派遣、②専門家相談( 住宅、

公園に9 いて等）、
③学習会・プログラム運営、④職員又は専門家による市街地整備の芽

のほりおこし、⑤資料収集・情報提供、といったものが考えらてれる。
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-  2 「 公 と 民 の バ ラ ン ス 運 営 型 」 ●・・・----・--ψ・●●-●-・・-●・-・・--・丿・4・-・4-・■■■●・・・●・●・●　浦 和 市 ・ 市 民 文 化 セ ンタ。

囲 奈 良 ま ち づ く り セ ンタ、

コ ミ ュ ニ テ ィ 活 動 や ま ち づ く り 活 動 を 継 続 し て い く う え で 、 と く に 民 間 の ボ ラ ンタリ、

な 活 動 が 往 々 に し て か か え る 課 題 と し て
ヽ
リ ー ダ ー 養 成

ヽ
人 材 発 掘

ヽ
資 金 の 確 保

ヽ 地域住

民 や 行 政 と の 関 係 な ど が あ げ ら れ る 。 例 え ば 新 た な 人 材 発 掘 と い っ て も、 運 動 が ボランテ

ィ ア 的 な 活 動 に 支 え ら れ て い る 所 が 多 く 、 実 際 に は 余 裕 が な い 。 そ こ で 、 最 近 は 行 政の支

援 協 力 を 得 て 、 民 間 の 運 動 成 果 を 事 業 化 す る た め に 、 ま ち づ く り 活 動 の 法 人 化 を はかる動

き が 出 は じ め て い る 。

そ の 中 で も、 内 容 が コ ミ ュ ニ テ ィ 活 動 や 文 化 活 動 を 中 心 と し た ソ フ ト な 面 に 広 く展開し

て い る 事 例 と し て 、 浦 和 市 の 市 民 文 化 セ ン タ ー と 囲 奈 良 ま ち づ く り セ ン タ ーを 紹 介 する、

(1）組織・運営体制

浦和市の市民文化センターは民間の任意団体である。「自主・自立を旨とすること、従

ってどこからも財政援助を受けず、かつ、特定の政治・宗教・営利を目的としないことj

を大原則として、昭和53年11月、3 人の有志が資金300 万円をもって発足した。活動は以

下に紹介するように多岐にわたっているが、それぞれの趣旨を明確にするために独立した

名称と会則を持っている。市民文化センターは、それらの活動に関して、①あらゆる活動

の対外的責任を負い、②各地域に、地域住民が主体性をもった活動を行う“場”づくりを

手伝い、③悄報と経験を提供する、といった総合事務局の役割を果たす。「誰もが無理の

ない時間を使って参加できる組織づくり」の仕掛けとして、「常任スタッフ」（代表1名

十主婦5 名）、定例開催地の推進スタッフである「地域スタッフ」、催し物のつど任意に

必要に応じて参加する「フリースタッフ」がある。企画運営は、常任スタッフと地域スタ

ッフの定例ディスカッションで決めていく。活動費用は、活動を通じての入場料収入と月

謝で賄っている。

奈良まちづくりセンターは、地域在住の会社員、商店主、公務員、建築家や都市計画コ

ンサルタント、弁護士、会計士、主婦などが幅広く参加した市民運動団体である「奈良地

域社会研究会」を前身として、7 年の活動m 績を禎んだ後、まちづくり運動の実践とシン

クタンクの両面の顔を持つ、まちづくりに携わる市民運動団体としては全国で初めての公

益戻人（社団法人）として昭和59年に設立された。現在、会費収入150 万円／年（会員合

計は約180  名）と、受託調査収入、事業収入で、年間経費約400 万円を賄っている、

（2)諸機能

市民文化センターの活動プログラムは、「埼玉子ども映画会」「埼玉むかしむかしの

会j 「浦和市民寄席j    r街かどに文化とふれあいの場をつくる運動I   r埼玉常民大刹

「文化教室」など地域に密着した活動を原則に展開してる。例えば、「埼玉子ども映
画

刊5-
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会」は昭和54年以来140 回以上の上映会をかさねると共に、浦和・春日部・久喜・蕨り

山など県内12都市に展開し、それぞれの都市の地域スタッフ4 ～5 名や、開催地の学校

子供会とち緊密な関係を作っている。また、上映会後には、子供たちの感想を絵や丈ぐり

してもらって「グリンピース」という文集を発行して、原作本の涜71出郷し行っている。

奈良まちづくりセンターの機能は、①まちづくりに関わる調査・研究. ②住民による

まちづくりの推進・支援、に大別できるが、事業としては①－まちづくりに関わる受託

調査研究・自主調査研究、出版、②－まちづくりサロン、まちづくり瓦版、奈良町フェ

ステf バル、まちづくり情報誌と資料公開、などがある。

闇施設のハード面

鉄骨2 階建の事務所(1  階が事務スペース、2 階は小ホール）や、民家を改造した事i

所スペースなど、小規模である。

(4)行政則の対応

「街かとに文化とふれあいの場をつくる運動」では、浦和市と市民文化センター事務l

が共同して実現した経緯もあり、行政との協力関係は良好のようである。

奈良デザイン会議、21世紀ネットワーク協会など、行政・経済界■学会をも巻き込ん;

かたちでの、まちづくり運動を幅広く仕掛けている。

(5)課題・問題点

いずれも財政的に豊かとは言えない、資金難はつねに課題である。しかし反対に、奈」

まちづくりセンターを視察したある自治体の幹部はF 当自治体では制度としてのまちづ・

りは整った、しかし具体的な事業を押し進めようとするとき、行政が表に出るとどうじ

も住民の反発かおる。住民と行政の中間的位置づけの中で、住民によるまちづくりを唯x

する行政外組織は必要だ」との感想を残したという。

(6）将来構想

市民文化センターは、冒頭に挙げた大原則にのっとり、行政と地域住民のはざまを行（

独自の路線を現状のまま継続していく考えのようである．

奈良まちづくりセンターでは、将来的には「市民、行政、経済界、学会の四位一体に.、

る強力な体制づくり」を目指して、積極的に提案・提言活動を展開するとともに、昭和5

年設立した、奈良デザイン協会につづくニューパワー団体、例えば、国際コンベンショ：

協会
ヽ21世紀ネットワーク協会などの設立を仕掛けている

．
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- 3 「民 間 ビ ジ ョ ン先 行 の 公民 ジ ョイ ント ワ ー ク型 」

調 整

計 画 づくり

力提供

ループ

依頼

住まい手

地所有者

荒川 すまいづくりセンタ，

協力

支援

力 依頼

支援等

荒川区

ンサルタント派遣

7Fパイザ

μ-プ

前述の-  2 と同様の動きのなかから現れてきたタイプであるがヽ内容が住宅や街区等の

環境改善運動を中心として、ハードな面を中心に展開している例が見られる。

㈱荒川すまいづくりセンターはこうした特色を持゜ほかにヽまちづくり活動を株式会社

形態ですすめようとするユニークな例といえよう。

田組織・連営体制

㈱荒川すまいづくりセンターは組織上は純然たる民間会社である。荒川区では、建設省HOPE

計画の計画策定の過程で、住まい手、寺院、青年会議所、土地所有者、建築業関

係者、設計業者、不動産業者、金融機関など、さまざまの立場の人々との情報交換の場と

して「住まいづくり懇談会」「異業種交流会」を数多くもった。この話し合いのなかで、

土地所有者、住まい手それぞれから、悩みを相談でき、問題や対応策について街のスヶ－

ルで荒川区の将来を議論できる場、隣近所との協力のための話し合いの調整役の機能を期

待する意見が多く出された。それに対応して、。-いち早く民間レベルから、地元の若手有志

が結集し、「荒川の街を愛し、荒川の街を少しでも良くしたい情熱を持った住民が、自分

達の責任と努力で、自分達の街・荒川を変えようJ という決意のもと、21人の出貧者が合

計1000万円の資本金を集め、昭和59年7 月㈱荒川すまいづくりセンターを設立した。専従

スタッフは2 人である。　㈱荒川すまいづくりセンターの会社機構図

㈱ 荒 川it いづくり

センター

(i ちづくり推 進 母 体

言

(2)|g機能　　　　　　　　　　　　　　　　づ ・　・・

荒川すまいづくりセンターに求められる組織の性格は、単なる情報交換の場ではなくヽ

住まい・まちづくりに主体的に取り組む性格であった。しかむ、さまざまの関係者の主体

的な地元参加により、機動力と実践力にとみ、建て替え時の相談や誘導等、きめの細かい

すまいづくりを進める民間感覚のある組織性格である。このため、組織づくりにはヽ 責
任

の所在の明確化、区民からの納得の得られやすさ、設立期間の短さなどの理由から、株
式

会社形態が採用された。機能としては、①住まいづくり・まちづくりにかかわる調査゛
計-4
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画づくりヽ ②住まいづ くり ’まちづくりの シンポジウムやイベントの企画ヽ 運営
ヽ ③それ

に関連したパ ンフレ ■yト ’刊行物の編集と出版（ 「銭湯探偵団 物語」など）、④住宅 相談

やまちづくり 協議会など住宅 組織にかかわる調整活動・運営などである。

(3)行政上の位置づけ

行政は、公式的には一民間会社としての対処をとっているが、設立の経緯・その公益白'

公共的性格を、どう認知するかが定まっていない。

(4)施設のハード面

マンション1 室を事務所にあて、さらにもう1 室を会議・作業スペースにあてている．

(5)課題・問題点

株式会社としての採算の取れる事業と、探偵団活動などのまちづくりの仕掛けとして(

活動のバランスがこれからの課題である。行政との連携をもっと密にとることも必要。

圓将来構想

①すまいづくり活動 一 都心性の高い、便利で歴史文化のある都市・荒川に、その文

を継承しうる都会人たちが住みつづける住宅を供給していく努力a    （ 銭湯日本一の風土

活かす、〈 住まい学〉の講座、住宅シンポジュームの継続、荒川体験学会議、コーポラ

イブ住宅の建設、安定した賃貸住宅の建設）、②まちづくり活動 － センターは住宅零

の実践が主たる業務であるが、まちづくりに関わる他の組織との連携や発掘、養成も大

であり、また、荒川のまちづくりを進めていくためのコンセプトづくりも重要である。

在の体制では、これらの対応に限界があり、まちづくり推進に向けての新たな体制づく

を考えている。（公益法人化の検討、まちづくりスタッフの拡大＝家庭の奥さんなどを

える、寺社のまちづくりこ参道や境内の環境づくり、荒川探偵団の継続、荒川まんたス

荒川のすまいとまちを考える会の充実）。
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W　4 「 シンボル事業による地域運営 への 浸透型」　……………………………’大阪市‘ 聖和社会館

川崎市‘ ふれあい
鮪

地域の コ ミュニティ・レベルでは従来から、公民館、児童館、社会教育 会館、福祉セッ

ターヽ 消 費者セ ンターヽ 小中学校等がヽ それぞ れの立場から活動を蓄 積して きた・ これも

コミュニ ティの周辺施設にあ たる施設で も、地域での新 たな展開を求めて積極的に地域の

自主運営あ るいはまちづくりを志向す る活動をはじ めた。

大阪市 生野区の 「聖和社 会館」と川崎 市桜本地区の 「川崎市ふ れあい館」は、設立叫

緯こ そ私設・公設と 異な ってい るが、運営 は地元の 社会福祉法人が 行い、施設的にはやや

系統の ことな る法人格が コミュニティ活 動・地域運 宮にのり だして きた例として注目され

る。 また独自 の地 域性を もり こんだ、 在日外国 人と日本人の共生関 係を も模索する文化事

業 の展開 の経緯 は、 「たがいに異質な ものを 認めあって共に生きていく」コミュニティの

精神を 最先端 の部分で実験しているとも言える。

田組織・運営体制

聖和社会館は、セツルメント運動の時期に大阪毎日新聞社が設立した「大毎善隣館」を

前身として、キリスト教会団体が設立した社会福吐法人であり、その経営は教会関係の募

金と館の貸室事業でまかなわれている。行政からの援助はない。社会館の専任として館艮

と主事2 名、パート1 名がいる。300 坪の敷地内には、社会館のほかに保育園とキリスト

教会があるが、それぞれ運営は独立である。

川崎市ふれあい館は、昭和63年夏に川崎市が開設した新しい施設である。館の職則略

のうち館長に市職H をおいた他は、その運営のほとんどを地元で留守家庭児童の保育・非

行問題などを日本人と在日韓国人・朝鮮人の協力で運営・指導してきた実績のある「社会

福祉法人青丘社j に委託している。

(2)諸機能

聖和社会館の定例活動としては、子供の教室（子供会活動、ピアノ習字教室）、地域活

動への協力（オモニ学校、生野民族文化祭）文化サークル活動（社交ダンスクラブ、バレ

エ教室、おどり、子育て教室、英語教室）などであるが、最大の事業は「生野民族文化

祭」、である。これまで7 回の「民族文化祭」の開催により同館の地域活動は住民に認知さ

れ始め、地元住民の意識をじわじわと変えてきた。また出演者等のイベントをささえる動

きも大阪市内全域に拡がった。

川崎市ふれあい館は、「川崎市こども文化センター」との続き施設として建設されてい

る。定例活動としては、「ふれあい講座」を始めとして、「成人学習サークル」　にど
も

文化学習サークル」等と、図書貸し出しや会議室提供を行っている。
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(3)施設のノヽ ―ド面

建築年月にかなり の違 いはあるが、両館と ち鉄筋コンクリート2 ～3 階 建施設であ る。

(4)行政側の対応

大阪市では社会福祉法人に対する行政措置はない。したがって行政組織とは離れたとこ

ろで活動している。川崎市の場合は、積極的に行政が援助している。

(5)課題・問題点、(6)将来構想

今後の課題として、日本人とのおりあいの具体的模索、一世と二・三世との意識の違い

一世の影響力低下といった問題に10年～20年のスパンでの地域の問題として取組んでいく

行政としても、日本人と外国人の両方を政策の射程に入れざるを得なくなってきた。
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－5   r従来型コミュニティセンターのリニューアル型」………三鷹市コミュニティセンタ。

町田市玉川学園文化センタ、1970

年代には大都市郊外の自治体を先駆として全国の自治体で多くのコミュニティセッ

ターが建設された。それらの施設はそれまでの出張所｀集会所等の小規模な施設から一歩

すすんで、地域の住民協議会にささえられたより多機能・大規模な施設として、それなり

の評価を得てきた。

東京の「三鷹市コミュニティ・センター」や「町田市玉川学園文化センター」は、そう

した施設の比較的はやい事例として注目を集めてきたが、開設からそれぞれ10年以上たっ

た現在、それらの維持管理や運営体制あるいは機能・施設がどう変化してきているのか、

検討しておく必要があると考える。

田組織・運営体制

三鷹市コミュニティセンターでは、施設建設の段階から住民参加をシステム化し、完成

後は地区の住民協議会へその管理運営を全面的に委託している。年間予算＝助成金5000万

円のうちコミュニティ・センター職員の人件費、運営費までは行政が管理するが、それ以

外の活動費については、民主性・開放性・宗教営利目的の排除を原則として「住民活動」

にまかせる。第1 号の大沢では、運営委員の選出を各団体からの推薦によっていたが、住

民全員のなかから自由に公募する形に改変したところ応募者が集まらず、また団体からの

推薦にもどした経緯もある。現在1 センターあたり平均して100 程度の登録団体がある。

多摩川学園文化センターは、昭和49年町田市コミュニティ・センターの嘆矢として設置

され、現在その運営は第8 期の運営委員会に引き継がれている。市職員は係長と主事の2

名が常駐している。運営委員会は住民懇談会の中から自薦他薦により選出され、定員は20

人、2 年1 期で2 期迄の限定。運営委員の改選は住民懇談会へ諮る。運営委員会の独自予

算はない。

(2)諸機能

三鷹市コミュニティセンター設置は昭和'10年の大沢コミュニティセンターから始まった

が、最新の昭和59年オープンの迎雀コミュニティセンターで6 ヶ所が完成した。当初の集

会室、図書室、体育館、プール等の枚合機能が利用者の増加でやや手狭になってきたのに

対応して、連雀ではそうした機能を継承しながら、駅近くの好立地に大きな用地を確保し

近所の住民がより立ち寄りやすい雰囲気の玄関ホールを持つサロン的なスペースを内包す

る「ターミナル的」なものとして、その機能・規模はゆるやかに変化している。

多摩川学園文化センターでは、運営委員会で、映画部会、研修部会、広報部会の各部会

の活動予定を調整する他、センター使用団体の部屋割りを決める。映画部会は年2 回映画

会を開催、研修部会は学習会・研修会を運営、広報部会は毎月広報を発行。
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(3)施設のハード面

??S二三〃 ぞ7 ＜
連 雀コミ ュニテ ィ・センター全景

(4)行政側の対応

三鷹市では市内コミュニティセンターアヶ所構想を展開。ほかにコミュニティ施策と｜

て町会自治会が管理運営している「地区市民館」もある。

町田市では、昭和57年地域センター条例を設置。行政はまず施設づくり＝地区によっ］

特色のある施設が必要、次に住民リーダーの養成、財政援助が領分と考える。

(5)課題・問題点

三鷹市では、3 ミュニティ・センターの行政の下請化の傾向が問題となっている。住E

協議会の活動プログラムも行政に依存しがちである。活動内容で営業目的は不許可だが、

華道・絵画教室などの先生への雅代、材料費の負田のしかたは微妙な問題。また年閻平り

して5000万円の行政の経費負担が妥当か、有料化・基金・ボンド等をふくめて、現在自才i

ニ'ミュニティ専門部会で検討中。

玉川文化センターでは、部屋貸しの定例制を実施している。定例利用サークルを半年?1

度登録して固定し、2 期(1 年) の間月1 度の利用を保障する制度であるが、部屋が/

いための苦肉の策であ
る。サークルの数は当初20団体ほどだったのが、昭和60年代に急i

しヽ 現在は100 近いサー
クルがひしめいている。コミュニティ活動の充実に比して圧倒白

に器が足りない。
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6 「人 と組 織 を つ な ぐ コ ミ ュニ テ ィ・ シ ョ ップ 型 」 新橋・都市小屋YU、集

墨田区モデルショップ

いままで見てきた施設とはまったく別に、民問の飲食店あるいは工場・工房などのなか

から、ネットワークをつなぐ拠点・事務局として、あるいは企業活動のP  R やアンテナシ

ョプとしてヽ 独自に地域住民のサロン的な機能やネットワークの結節点となる可能性を含

んだ試みが現れてきた。

そのような例として、港区新橋の喫茶店「都市小屋YU ・ 集」や墨田区の「モデルショッ

プ制度（龍波硝子、梅鉢屋）」を紹介する。

巾組織・運営体制

都市小屋「YU ・ 集」は、都心に働くサラリーマン等の自主グループが、会場難の解消を

自ら店を持つことによって恒久的に解決しようとして設置したサロンである。会員は年会

費￥10,000  (原則として2 年分前納）を納める。法人会員は年会費￥30,000で3 人迄の登

録可能。事務局からは毎月の会合日程を知らせるサロン誌が配られ、興味のある人間が自

由に参加する。もちろん会員以外も当日参加料（＼3500）を支払えば自由に参加できる。

事務局は会員の主催するサークル活動に場所を提供し、会場のセッティング・軽食のサー

ビスを行う。サークル数100 程度。

墨田区では、昭和63年度からモデルショップを開設しようという事業者には、店の設計

や商品づくりの専門家を派遣して支援している。また店舗の新築・改装費用などの経費の

半額を200 万円を上限として補助している。今年度その第1 号指定が2 件誕生した。

(2)諸機能

都市小屋「YU ・ 集」の機能はサロン機能であり、人と人の結節機能である。各サークル

には積極的に外部の講師を招いて人と人のであいの場を演出している。また不定期には、

サークルの合同シンポジウムやセッションを開催するが、その際には事務局がコーディネ

イトの役割を果たす。。

墨田区モデルショップ ー 瀧波硝子ではモデルショプ内に自社工場のガラス製品の製造

工程の様子を映しだすモニターを3 台設置し、通りすがり或いは買物をしながら、その様

子を`見てもらえる工夫をしている。自社のより幅広いP  R を目的としている。梅鉢屋は、

和菓子の店であるが、店内の一角に立礼式（りゅうれいしき）と呼ばれる茶室を据えヽ来

店したお客さんにギャラリーとしても開放している。

(3)施設のハード而

晶心部のビルの一室をYUと集でそれぞれ間借り。

モデルショップの施設は事業者によってさまざまであるが、小規m なものである、-53
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(4)行政m の対応

都市小屋と地元自治体とは特に連携していない。

モデルショップは行政が積極的に支援して推進している。その動きは未だ完全に民間の

自主性を誘発するには至っていない。

(5)課題・問題点、(6)将来構想

都市小屋は会員からの会費収人にたよって運営しているため、資金不足を解消ずるため

の会員拡大がっねに課題である。

墨田区では、区内の事業者の活動や技術をモデルショップで紹介してもらうことによっ

て、まず地域住民に愛されるF すみだブランド」を創り、地域の活性化に結びけけようと

している。
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3 「板橋型まちづくりセンター」構想の施策化へ向けての指針

－ それぞれの事例から学ぶ「まちづくりセンター」の諸側面 －

ここで はヽ これ まで みてきたI  ~VI の タイプの各施設の 事例を、板橋型の「まちづくり

センター」構想（ ＝行政（ 公）と民間（ 私）とつ なぐ新しい中間施設（ 共）の仕組みづく

り ）の指 針として役立てるために、田 組織・運 営体制、(2)機能（ 事業内容・運営プログラ

ム）、(3）施設の ハード面、(4）行政との 接点 ・ 行政 の対応、（5）課11 ・問題点、及び将来構想

のそれぞれから まとめることと したい。

（1 ）組織・運営体制

行政（ 公）、民間（私）という軸から、組織・運営体制について整理すると、主に以下

の四つにまとめることができよう。

その第一は、施設は公設であるが、運営は住民委託（住民組織による自主運営）の運営

体制によるもの。これにあたるのがI とV の施設タイプであった。前者のI タイプの事例

では、行政区域の全域というかなり広域の範囲で住民のボランティアを募り、これによっ

て運営委員会が組織され、施設が自主運営・自主管理されていた。現段階においては広域

のレベルでの参加であるので地域的には限定されないで誰もが個人の資格で自由に参加で

きうる。またこのタイプの事例の大きな特徴ともいえるが、その参加メンバーは固定メン

バーというよりもむしろ様々な事業プ・ グラムによって参加メンバーが組織されているこ

とである。後者のV のタイプの事例では、いわゆる既存のコミュニティセンターの運営方

式に多くみられる施設利用団体の代表者、個人（公募）からなる住民協議会への運営委託

をとっていた。しかし、このタイプの事例が前者のそれと相違している点は、その構成メ

ンバーがやや狭域で地域的な限定性をもっていることである。その点では、既存のコミュ

ニティ施設のもつ日常的な生活圏から逃れられない煩わしさが存在することも否定できな

い。この二つのタイプの住民組織による運営のあり方は、板橋型の二層式の住民組織の組

織化に大きな示唆を与えてくれている。

第二は、施設が公設であるか払設であるかにかかわらず、その施設が「公」と「私」の

中間`にある「公益法人」の委託または自主運営によるもの。　しかも、この法人は長いあい

だ地域の中で活動をしてきた既存住民組織の施設運営あるいは委託であり、これは地域住

民による自主管理体制ともいえよう。　したがって、当然施設とのつながりは充分あるし、

行政との対応からいっても、まさに地域住民と行政との媒介的役割を果たす位置にある
、

これがⅣのタイプである。　しかも、このタイプの二つの事例は、ともに公益法人であり
、

その点では、まさに「共」の位置にある民間の組織といえよう。
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第三はヽまったく独立の経営組織体である民間組織による迅営であるが、事業・イベこ

トその他によって行政と協力をもっているもの。その点では、行政と民間の接点的役割づ

施設それ自体が担っている。　これにあたるのが、u やm のタイプの事例である。　しかし、

その協力体制は、行政とのスタンスの取りかたいかんによって微妙な違いがみられる。f＼

者のn のタイプの事例では、やや行政よりの運営体制、後者のm のタイプの事例では民[1

主導型の運営体制になっていた。このタイプでは、後述する事業内容をみるとあきらかタ

ように、プログラムそのものが幅広く多様なものとなっている。これは民間組織特有のg

由度の高い運営体制によるところが大きいと思われる。また、事業が行政との協力を要り

る公共的なものが多いことも特徴的であり、それ故、n のタイプの事例のなかには、公丿

法ん化を将来溝想としてもっているものがある。

第四は、全くの民間の個人、経営者人による「店」をF サロン」として開放するもの、

これにあたるのがVIのタイプの施設である。ここでは、運営そのものが個人の、あるい|

企業経営者の才覚によっている。したがって、これは不特定多数の人々にひらかれてお

興味を持つ人なら誰でも気軽に立ち寄れる性格をもっている。むしろ、こうした自由さ

気軽さが「まちづくりセンター」の運営体制に求められよう。

さて、これらの事例は、Ⅵのタイプを除きいずれもいわゆる「公」と「私（民間）」

中間的施設の性格をもっている。昨年度の提言において、行政と地域を結ぶ中間組織と

て「人」中心のネットワーク型と結ぶセンター方式が取り上げられ、これにみあった中

施設として「まちづくりセンター中心」が提言された。運営にあたっては、「さしあた

行政系列の公共施設としてスタートするのが望ましいJ    （P114）とあり、しかも「とく

板橋方式の「組織」中心の地区協議会方式を土台とする「人」中心の市民生活会議、コ

ユニティ・フォーラムとの回路づくり」（P114）を意味する二層式の住民組織が提言さ

た。この運営体制のあり方は、第一番目に指摘した「施設は公設、迅営は住民組織」か

考となろう。　しかし、この住民組織による遠営体制も、1 のネットワーク型の住民組織v

の既存住民協議会型の住民組織のニクィプがあったが、板橋型の二層式住民組織は、

さに両者の接合であると考えられよう。では、いかなる方向性が考えられるのか。この

にっいては後述する「(5)課題 ■問題点、及び将来構想」によって両者の問題点・課題が

きらかにされるので、そこで具体的に考えてみたい。

とはいえ、次に述べる施設のもつ機能であきらかにされるとおり、民間組織による施

運営の在り方もまた、多様な事業プログラムを自由に運営しているという点において阪

型の「まちづくりセンター」の施設運営のおり方におおいに参考となろう。

(2 ）機能（事業内容・運営プログラムから）

1 からVIのタイプの施設から、それぞれのもっ機能をまとめると次のようになる。-56-
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まず第一に指摘できる点は、これまでのような地域諸団体゜住民の結節的機能に加え、

そうした組織を超える形での出会いの場ヽすなわち様々な人々が出会う「ザ ン」「溜り

場丿的機能＾ヽ の展開がみられるのである。これを可能にしているのがヽ様々な事業・イベ

ントである。こうした巧みな演出を介在させながらそれぞれの事業毎にメンバーが組織化

されている。こうした動きが最近顕著にな’ニ）てきておりヽここで紹介した事例においても

共通にみられた傾向であった。つまり施設の様々な事業 イ゙ベントによ゜て人‘ 組織が集

まりヽ むしろ施設の事業を介してのみ人々が組織されヽネットワーク化かはがられている

ともいえる。　しかもそのプログラムは、そこに集う人々に関心に応じたものであるため－9

の領域に限らず実に多様なものになっている。したがって、従来の比較的地域に密着し

た固定メンバーとプログラムから運営されていた日常的施設の限界を超え、またいわゆる

専門的施設にはない多様な人とプログラムをもつ「サロン」「溜り場i 的機能がここに見

出せることになる。その先端的かつ典型的事例が、ワークショップ方式をもちいたプ・グ

ラム運営体制によるI のネットワーク型である。この事例が示すように、施設の事業プロ

グラムによってさらにまた新たな人の出会い・触れ合いが可能となり、コミュニティづく

り・まちづくりの運動の拠点ともなる。またそれらをとおして学習の機会を得てもいる、

このようにみてくると、個々人の関心に応じた活動・プログラムの運営は、組織・団体

にとらわれず「個人」の資格でも気軽に立ち寄れるサロン的様相を呈する結果を生じてき

ている。その点で従来の施設イメージを超えだしてきているといわざるをえない。

第二は、専門家による相談m 能がみられていることである。とくに、Ⅲのタイプでは、

住宅の設計・建築が本業であるため、住宅の相談機能が主要な機能になっている。また、I

のタイプでも将来的には住宅の建て替え等の相談機能を取り入れたいという。現段階の

事例では、住宅関連の相m 機能がほとんどであるが、すでに昨年度提案したような弁護士

・医師等の専門家の常駐も今後出現するのではないだろうか。このこととかかわって、こ

うした専門家集団によってまちづくりの調査・企画が担われることも考えられる。すでに

みたとおり、n とⅢのタイプでは、他方で本業としてのまちづくり・すまいづくりの調査

・設計を行い、その一方で地道なまちづくりを進めてきている。こうした組織の事業形態

は、専門家集団の常駐するような「まちづくりセンター」の実現にとっておおいに参考と

なろう。

第、三は、地域情報、コミュニティ活動情報のセンター的機能についてである。この点に

ついては他の章で検討がくわえられる「人材バンク」の事業化とも絡んでいるがヽ悄報の

交換・収集の機能がn やvIのタイプにみられている。

以上のように、昨年度提案したF まちづくりセンター」の4 つの機能 一 ①各層住民・

各層集団・組織の結節的機能、②サロン的・溜り場的機能、③専門家の常駐・相談など
の

専門的機能、④人材等様々な情報の交換・発信・ストック機能（P116 ） ― はすでにこ
こ

で紹介した事m のなかでも認められてる。むしろここで紹介した施設の動向はまちづく
り-57-
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形成にかかわる施設の新たな動向として注目され、板橋区においても早急にj建められる

き機能要件であろう。

（3 ）施設のハード面

ここで紹介した様々なタイプの施設の規模は、概して大きくない。それは、n や�o:

イプのように民家を改造したものであったり、マンションの一室であったりしている。

るいは、v のタイプのようないわゆる喫茶店やアンテナショップといったようなこじ八

りとした個人のサロンであったりした。われわれがここで参考とすべき点は、規模の7

にかかわらず、身近な日常的施設の域を超え、個々人の関心領城に見合った情報の交り

場としての施設づくりがいかになされているかであろう。つまり、個人の関心に応じト

に自由にその施設を利用できるか、いかにその施設が日常性や専門性を超え人々にひ・ミ

れているかにキーポイントがあると思われる。

そういった点から施設のハード面をみると、これらの事例に共通していえることはI

に気軽にその施設を利用できるかの雰囲気づくり、そのためのハードな而での設計づミ

がなされていたことである。マンションの一室であれ、プレハブの闘借りであれ、そ(/

で、いずれの施設も「たまり場」ともいうべき空間が用意されている。それは、サロL.

あったり、作業室であったりしている。また、普段はひっそりとしているのに、イベ。

があるときだけにぎわっていたりする。なお、こうした剽m は県外でやることら多く、

しろr 目に見えない施設j がそこに存在することになる。なお、こうした施設づくりに

とりわけ民間施設の事例に多くみることができた。また、既存のコミュニティ施設のぺ

でも、最近できたM 市の駅前に立地するターミナル型のコミュニティ施設のように、■c

立地の性格のため利用者も不特定多数で地区外の者も多く、施設のつくりも1 階にひベ

フロアーをとって住民がフラリと立ち寄れる空間づくりが工夫されていた。

つまり、要は、単にサークル団体、住民組織等への貸し部屋・集会室の確保だけで口

く、新しい出会いの場としてまた活動の拠点として自由に集うことができるサロン的f§

空間づくりができるかにかかっているとおもわれる。

なお、情報機能、相談機能の点については、人材バンクのところでくわしくふれら力

のでそちらに譲ることにしたい。

(4 ）行政側の対応

「行政側の対応」については。すでに「(1）組織・運営体制」でも述べており重複する

おもわれるが、再度ここで整理しておきたい。

I とV のタイプは、施設そのものが公設であり、とくにV の既存のコミュニティクイ

－58-

5L)



では運営においても住民組織゛の委託という形で事業費として予算化されていた・また1

タイプの場合はいまだ実験段階であるものの「基本構想」に基づいてすすめられており

行政の施策プログラムにきちんと位置づけられている。

民間のコンサルタントであるn とⅢのタイプはヽ行政からは‾定の距離をおいた活動を

展開しているが、受託事業・イベントをつうじて行政との協力関係をもっている。その占

では行政との連携化がはかられている。「まちづくりセンター」の設立にあたってはこう

した民間の専門機関・集団との連携のありかたも問われてこよう。

VTのタイプはヽ現在のところ行政と切れたところで独自の活動を展開している。むしろ

行政はこうした民間の、個人レベルのサロンの情報をいかに掬いあげ、行政の各施設とネ

ットワーク化をはかっていくかが重要であろう。

板橋区の場合、「まちづくりセンター」への行政対応は、すでに昨年度の提言のなかの

「なお、このまちづくりセンターを第3 セクター、ないしは民間非営利の施設として運営

する区市町村も少なくない。将来的には民間非営利へ移行を含むとしても、これまでの地

区センター、コミュニティ・センターとの調整という観点から、さしあたり行政系列の公

共施設としてスタートすることが望ましい。」（PIU ）というように、さしあたり現段階

ではいまだ流動的ではあるI のタイプやV のタイプの事囮が参考となろう。しかし、その

場合でも「(2)機能」のところで述べたとおり、多様な事業プログラムが自由に運営される

ことが可能とならなければならず、また施設の管理をめぐっても融通性がなければならな

い。その点では民間組織の運営体制が多いに参考となることはいうまもなかろう。

（5  ）課題・問題点、及び将来構想

課題・問題点、及び将来構想については、それぞれのタイプによって独自の問題、構想

が提起されているが、こうした点は、今後板橋型の「まちづくりセンター」を構想してい

く場合有益であると考えるので、やや詳しくみていきたい。

I のタイプは、現在行政側か謐本構想のなかで「まちづくりセンター構想」の実験拠点

として位置づけ進められているセンターづくりである。今後は区内数ヶ所に建設の予定で

ある。また、現在考えられているセンターの機能は①専門家派遣、②相談機能、③学習IS

能、教育機能、④まちづくりの芽の掘り起こし、⑤情報の収集・提供といった機能になっ

ている。しかし、問題は、施設を運営する委員会と既存の住民組織の調整をいかにはかっ

ていくかにあるという。いってみれば、板橋方式でいう「二層構造のコミュニティ組織」

の問題がいまだ残されたままになっているのである。

H と1 のタイプからは、将来構想としてまちづくり活動の拡大や近隣・県内の他組織と

のネットワーク化があげられ、ともにまちづくり活動の拡がりを志向している。すでに述

べたとおり、両タイプは地域（住民）と行政の接点的位置にあり、その点では自由な
活動-59-
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を許される立場にあるが、� のタイプから「企業活動としてのコンサルティングの現舅

公的まちづくり活動のバランスを、業務・行政との関係のなかでどうバランスして1

かj というrtri 題が提起されている。おそらくこうした点から民間非営利への法人化がつ

グラム化されてくるのであろう。

v とVIのタイプから提起された問題は、この点と係わっている。V は、公設仏設のn

への管理・委託であるが、「官製プログラム運用機m 化への懸念」と「管理体制の附

化」が提起された。この反対の極にあるVIでは、民間それも個人経営者の施設開放でよ

ために、その運営は個人の裁鼠の範囲でなされるが、運営の財源問題が常につきまとう

行政との係わりでいうと、とくに財源の問題と絡んで、この二つの反対の極にあるクィ

は、運営・活動の独立性という点て重要な問題を提起していよう。

以上のようにみてくると、「公」と「私」の中間施設＝まちづくりセンターの運営に

題は、行政からの財源的援助の問題とも絡んでいかに施設の運営・活動において自立・

由でいられるかにかかってくるといえよう。
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（ま　と　め）

これまでみてきたとおり、コミュニティ活動の拠点としての「まちづくりセン夕` 」は、

公共施設であれヽ 民間施設であれヽ それぞれの運営主体によ゜て様々なとりくみがなされ

ていた。運営主体の違いはあれヽそこでの機能はヽ住民各層ヽ諸組織 ’団体の結節機能、

ザ ン的機能ヽ専門的（相談）機能ヽ悄報的機能がいずれもみられヽ また最近の動向とし

て注目されるのは、それぞれの施設独自のいわゆる事業・イベントプログラム、及びその

作業を9 うじて住民各層、諸団体・組織のネットワークがはかられていることである。す

でに各事例でみてきたとおり、その事業、イベントプログラムはタウン、ウォチングから

民族パレードまで個々の地域特性、メンバーの要望等に応じて多様な工夫がみられるOそ

れによってそのプ・ グラムに応じた個人参加と新しいメンバーの参入する機会が確保され

ており、施護利用者の固定化の弊害が除去されることになる。さらにその作業過程をつう

じてメンバーシップが形成される。民族文化祭の場合、準備期間は実に6 ヶ月の長きにわ

たる。それ故にこそ「まちづくりセンター」は運動の拠点・学習の拠点として位置づけら

れるのである。

こうしてみてくると、板橋型「まちづくりセンター」構想の施策化においては、前述の

ような機能とワークショップ手法をもちいた様々なイベントがプログラム化される必要が

あろう。とはいえ、問題の中心は、公と私の仕組みづくりの要になる「板橋型二層構造の

住民組織」、つまり「地域を土台とした地区協議会と「人」中心の市民生活会議とのコi

性のいたばしコミュニティ関連組織への組織化」にある。おそらく、この点について参考

となる事例は、公共施設を民間組織によって運営していたI とV のタイプであろう。すで

に述べたとおり、前者は全区から募集された2   0人のボランティアから構成される運営委

員会、後者はいわゆる各団体代表者から構成されるコミュニティ協議会である。「板橋型

二層構造式住民組織」の組織化においては、まさに両タイプをつなぎうるような仕組みづ

くりが必要であるといえよう。つまり、I のタイプで今後の課題として「既存の住民副

との調整が未解決」があげられていたように、今後板橋においても同様の問題が行政内に

おいても、住民及び住民団体においても検討討論されねばならないであろう　またヽ 運営

体制をめぐっては、V の既存コミュニティセンターの事例から「官製プログラムの運用械

関化の懸念と管理体制の硬直化」が課題としてあげられていた。おそらく板橋区の場合、

昨示度の提言にあるとおり「まちづくりセンター」は公共施設としてスタートするであろ

うが、その場合前述の課題は銘記されるべき点であろう。その点でここで紹介した各民
問

施設の事例から学ぶ点は多い。

－61 －
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1. 板 橋区の コ ミュニテ ィ形成

板橋区内におけるコミュニティ形成の活動を考えるとき、見落としてならないのは、東

京の区部に共通する板橋の地域状況と板橋区独自のコミュニティ形成の側面である。

すなわち、東京の区部として共通する状況としては、都心区に多く見られる区民の減少

による“過疎化”や“高齢化”といった情勢をとおして、いわば生活空間としての地域の

活力がやや低下しつつある状況、そしてそれに付随して、住民の地域に対する関心の低減

といった傾向が見られることである。

(1） 板橋の都市性

また板橋区に特徴的な、いわば「板橋らしさ」としては、まず、6   0年代に東京区部の

「新開地」として、大量の店員、工員、学生等の若者を受け入れ、若者人口の急増といっ

た状況、さらに8   0年代においては、それら若者の地域内定住化がすすむと同時に、新し

い大規模住宅団地の形成や、既存住宅団地における落ち着きといった、いわぱ「二重の都

市化の波」である。

また東京区部の重工業地域としての板橋区の歴史を現在に残す、区部にはめずらしい工

業地域の存在、多様な施設の区内への立地、歴史的・伝統的な地域文化と新流入区民のも

たらす新しい地域文化といった、異質性、多様性を地域内に包含しているといった力強さ

も板橋の特性である。そしてこうした多様性に富んだ様々な主体を、横に結びあうネヅト

ワーキングの豊かな存在を無視することはできない。

こうした板橋区の背景のもとに最近では。東アジアを中心とする海外からの新しい流入

者といった、これまでとは異なる多様性が、地域内に登場している情勢に対しても十分な

配慮と新しい取り組みが必要とされる。生活レベルでの身近な国際化への対応でもあるO

(2) 地域を担う新世代

これらの多様な地域の成り立ちや地域の構成要素に加えて、こうした地域におけるコミ

ュニティ活動を実際に担う担い手にも、徐々に世代交代が起こりつつあることは、これま

での一連の調査において見たとおりである。

それは各種クラブやサークル活動の担い手として、戦後生まれの新世代が重要な位置を
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占め始めていることである゜-^まり団塊の世代（ 第~次ベビーブーム世代）の登場、そし

てその世代を含みつつその前後の世代における女性の積極的な活動と登場である。こうし

た女性群は都市的なライフスタイルへの志向、地域環境への関心の高さ、またそれに加j

て、比較的に高学歴、職業体験等のバックグラウンドを持って、地域の舞台へと登場をk

めている。

地域でのクラブ、サークル活動の経験を経て、それをバネとして地域政治や地域行政・ヽ

も清極的に関心を示し、議員や行政に関する委は等、さまざまな具体的場而への関与力哺

まっている。

2 . 仕組みとしてのワ ークショップ

一方、東京への諸機能の集中もあいまって、東京とくに2  3区内におけるまらづくりペ

コミュニティ形成といったこころみは、ますます市民の手から遊離していっているの力回

状である。コミュニティそのものも、不動産業者による地上げ、業務地区化、税金対策・ノ

マンション建設、旧国鉄用地や工場跡地等での大規模再開発といった大きな変化にさらj

れている。

そうしたなかで、コミュニティ形成のためには、自分違の手で自分達の生活をつくり力、

すことが、ますます必要となっている。そのための第一歩として、自分達の生活を支えイ

まちを、住みよいまちにすることがまず間われる。市民自身の、またコミュニティ自体0

活き活きとした活動が創造的なまちづくりに結びっくわけであるが、そうした仕組みのこ

とっとして、まちづくり活動にだれもが参加できる方策として、「ワークショップ」カリ

る。

(1) 新世代と地域への参加

板橋のコミュエティの多様性、また地域内における異質性の包含、新しいネットワーク

の存在やネットワーキングの動き、コミュニティ活動を担う新世代の登場といったことべ

背景として、これからの板橋区におけるコミュニティ形成に向けては、新しい側面からじ.

アプD  ―チ、そして新しい手法の開発と、それを活用した取り組みが必要となる。

とくに都市的ライフスタイルや身近な環境に関心の高い新世代は、一見、地域活動やコ

゛ユニティ形成に無関心といった姿勢がある。　しかし、図書館やコミュニティ・センター

といった施設の利用をとおして。また地域でのイベントや行事、催しもの、住民運動とい-)

たことがきっかけで、地域への関心を高め、コミュニティ活動への積極的な関与と参直

⌒`と展開するすることが多い。

-64-

524



また新しい刺激的な施設とともに、施設を活用し、生かしていくソフト面のプ。グラム

すなわち施設と人を媒介する「仕組み」やそこで展開される「出来事」をとおしてヽ地域

の人びとが参画しつつ、コミュニティ形成を図るという新展開が期待できる部分もある。

このことは必ずしも「施設」にだけかかわることではない。たとえば地域のちょっとし

た空間を公園として位置づけることから、そこにかかわる人々のあいだに、地域の子供や

教育に関することまで、はばひろい関心を生み、地域のコミュニティ形成へと拡大した活

動となっている事例や、地区住民の反対運動等によって触発され、地域活動へと進んでい

った場合もある。

このように新しいコミュニティ形成活動は、これまでのようにたんに、地域の既存の組

滋をつうじてとりおこなう、形式的なものに限られることはない。むしろ、そうした既存

’の体勢や形式にとらわれない、よりはば広い、新しい試みを媒介としてこそ、これまでに1

ないコミュニティ活動の展開が期待できる。またそこからコミュニティ問題のフロンティ

アも新たに登場してくるであろう。

I:;)コミュニティ・ワークショップの意味

そうした新しい試みのひとつとして、「コミュニティ・ワークショップ」が考えられる、

“ワークショップ”とは、もともと同一の目的に従って精力的に仕事をこなしていくため?

）仕事場とか建物といった意味であるが、最近ではその意味が拡大されて、研究集会、討u

集会といった意味あいに使われることがかえって多くなっている。

この研究巣会、討論集会といった意味が、地域レベルでのイベントとか催しものとして

泌われ、とくに“コミュニティ・ワークショップ”とは、地域の課題や特定の問題につい

て、目的をもって参加する人々の、活動をつうじての共同体験、共同創造の集会を意味し

ている。たんに座って会議をするだけでなく、互いに体を動かしたり、手を使ったりして

北同の作業をする、作業をしながら目的に近づくような提案を作り上げていく、そういう

ゾロセスがワークショップとよばれる。

こういうワークショップを展開する場合、いくつかの原則に留意しなければならない、

まず第一は、そこに参加する主体の対等性である。ワークショップに参加する人々は、地

峨の住民であれ、自治体職員であれ、諸団体の代表者であれ、日頃の立場を離れて、対等3

資格で参加し、発言し、活動をすることである。

第二は、多世代のはば広い参加を得ることである。女性、男性はもちろん、子供から青

甲や高齢者まで、多様な年代、世代の参加を得て、課題に対してそれぞれの立場からさま

ざまな視点を提出し、共同の活動を通じて提案をまとめていくことである。

3) ワークショップのイベント性と継続性
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そしてこのワークシ3  `フプの開催ヽ経過をo うじて、地域の課題への関心が高まり、地

域課題解決` の参画ヽ また他のmm 課題` の展開ヽ進展が図られることが期待される。一

回かぎりのイベントに終わる場合があるかもしれないが、そうしたイベントが、これから

地域を担っていこうとする新世代に対して、発想の転換を促したり、新しい「こと」おこ

しを企てる契機になり、そこから新しい情報発信と地域活動へと進展していくことが期待

される。

やや具体的な地域の現状の活動に関して考えてみれば、板橋区内においても、コミュニ

ティ形成に関して、さまざまな既存の集会が既に存在している。そしてそうした集会は、

ともすれば定式化した議事でものごとがとり運ばれることが多い。そうした形式的で行事

化した集会から、新しいコミュニティ形成に向けた、「こと」おこしが生まれてくること

は期待しがたい。　しかしそうした集会についても、刺激的なイベントの導入、新しい人材

や専門家の参画、新鮮な地域場面の創出等の契機を得ることによって、その集会そのもの

がいわゆるワークショップ的な意味あいを持ち、新しい価値創造のきっかけ、コミュニテ

ィ活動への進展となることは多いに考えられる。

そのためには、従来どおりの集会のとり運びではなく、集会での討論の結果を絵にする

とか、議論の経過をK  J 法でまとめるとか、それぞれの主張を寸劇にして表現するとか、

通常の集会と異なるパフォーマンス性、イベント性を取り入れることが必要である。そう

いう仕組みを導入することによって、定例化した集会の中にも“コミュニティ・ワークシ

ョップ”を導入し、コミュニティ活動を活性化することが可能となるであろう。

まったく任意に始まった形式をとるかに見えるこのワークショップではあるが。ワーク

ショップをつうじての、地域課題の解決のためには、その背景に多くの人々、多様な人々

の支持が必要とされる。またその過程の中では、多くの人々や組織の営為の蓄積がある。

そうした蓄積が受け継がれ、仕組みが出来上がる中で、責任が生まれ、それぞれの部分が

撹われ、継続的な試みとなっていく。そこでは行政との共同作業や行政の支援が不可欠と

なってくる。またある場合には、形式的に試みを永続するだけでなく、形骸化した試みと

か、不必要となった試みであれば、参加者の了解を得て終結するという自由さもある。
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ユニティ・ワークショップのこころ み

それでは具体的に“コミュニティ・ワークショップ”とはいかなるものであろうか、各

地域ですでに試みられているいくっかのワークショップの中から、杉並区と世田谷区の事

例を以下に述べる。

田　東京都杉並区　「知る区ロード」

「知る区ロード」は、中国のシルクロードに名を借りた、まちを探索するルートづくり

と、そのルートを巡って地域を身近に認識しようとするこころみである。中国のシルク。

－ドは、アジアとヨーロッパを結ぶ東西交易路であるが、杉並区で試みられた「知る区ロ

ード」は、日頃見慣れた地域を離れ、「知る区ロード」を旅してみることによって、杉並

の良さをあらためて見つーけようとする合計3  6 キロメートルのルートである。

8  8年夏、約4   0 0 0 人の区民がきままに「知る区ロード」を探検し、区内の宝物を発

見した。

杉並区では都内2  3 区と同様、区内は徐々に住宅地化し、部分的には都市業務地域も拡

大する傾向がある。そのため多くの区民にとって、杉並区はたんに住む場所としてだけの

存在となり、区民としての地域への愛着も育ちにくく、地域への関心も薄れがちとなる、

そこで区では、まず区民に地域を知ってもらおうと「まちづくりセミナー（まちを知

る) 1 を開催し、区内在住の著名人に講師を依頼し、自由にまちを語ってもらうこととし

た。詩人の谷川俊太郎、演出家の如月小春、漫画家の玖保キリコ等、多彩な講師陣が集ま

り、これまでこうした集会に参加しなかった層まで含めて、多数の区民が集まった。こう

した試みと並行して、杉並が舞台となった小説やエッセーから抜粋して「杉並散景」と題

するパンフレットも発行し、それまで住宅街やビルの中に埋もれがちであったまちの情景

や起伏を浮かび上がらせようとした。これが区民には大好評で、パンフレットはたちまち

無くなり増刷することとなる。

こうした準備を着々とすすめた上で、いよいよ「知る区ロード」の事業にとりかかる、

まず夏休みを活用して、子供たちも参加できるようにする。またすべての人が楽しく参加

できるよう、自主的に選択できる自由で簡単なテーマを設定する。こうして「知る区a ー

ド探検隊」は出発することとなった。当初は参加者に不安があったが、ふたをあけてみる

と予想外の反響で、まず3 千人の参加を得てスタートした。

区内の道路から探してきた様々なマンホールの蓋の模様、ブロック塀の穴あきブD ■タク

の模様を集めて報告した子供、若い母親が子供と一緒にハイキング気分で善福寺川を遡っ
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て自然環境を探検したり、お年寄りが区内の八十八ケ所巡りのコースをつくったり等々、

多様で楽しい「知る区ロード探検隊」となった。

こうしたワークショップをとおして杉並区では、防災上からの都市づくりという視点か

らも、道標や案内板の整備を始めとして、多様で多層な区民の参加を得て、安全で分りや

すい都市づくりに着手している。

(2) 東京 都世田 谷区　 「パ ーク ショップ」

世田谷区で は、区 民と区役所の協調によ るまちづ くりを促進していくための新しい組織

として 「 まちづ くり センタ ー」のあり 方を 調 査し、企 画するため に、「 まちづ くりハウ

スj を設け、 実験的な活動を始めた。

ここを 活用して まず取り 組まれたのが、ポ ケットパ ークの計画を 住民参加で考え るr パ

ークショップ」 や、身 近なまちの絵地図 と 住民活動 の記録づ くりを応募して もらう「まち

づくり コ ンクール」の活動で あった。

「パー クショップ 」とは、 住民 のはば広い 参加を 得て すすめるワ ークショップ形式のポ

ケットパ ーク計 画策定方式で ある。 実際に ポケット パ ークを建設する予定の敷地で計画を

考え、そ れらを もとに実際の公園を つく ることが考え られている。予定地 域は2 ケ所あり、

反子堂のr 広場Xj      （46.  3㎡）と「ア メンボ広mi    （56.6    ㎡）、いず れも地元の「太子堂

まちづ くり 協議会」の命名である。

実際 に公園 をつ くるには、①計画、 ②デザイ ン、③施工、④管理・運営という四段階に

分け られるが、そ れぞ れの 段階で住民 参加の ワークショップ方式を取り入 れてすすめる。

そうした段階のな かで まず計 画段階で のパ ークショップ が行われた。 参加者 は、地元の人

々、 学生等の約3  0 人、 それぞれ5 人の グル ープ に分かれて作業がおこなわれた。

各段階に おけ るそ れぞれの グループの詳 細な作業の進み具合は図のとおりであるが、パ

ークショップ が一 段落つい たところで 発表会が開か れた。 まず公園の模型展示、計画案に

対す る人 気投票、 模型説明 のパフ ォーマン ス、各 グル ープの計画案についての意見交換会

等々、 密度の 高いイベ ントとなった。

今後、まちづ くりハウス事務局で は、 各 グループの計画案の内容、広場づくりに対する

主張を分 析し、 広場建設の方針を 整理する。 それを もとに区公園課とt窃力して、いくつか

の計 画案 につ いての意見を 聞くワーク ショップを かさねて開催し、住民の意見を参考とし

た実施設計へと結びつけていく予定であ る。
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第lSTEP パークショップ ~-~
－

フ月30日

まちを見て歩きイメージを広げる

゛スライドを見て、みんなでパークショップについて勉

強　　　　　　　　　　　　　　　　　I-

●似顔絵を震いての自己紹介

・クループに分かれてIf画敷地周辺のまちを見て歩く

・見たこと、r.;iいたこと、5 じ たことを地図にCI
き 込む

第2STEP/ ＼ークショップ　　　　　8月口日

STEP　　　　　　　 グループ毎に計画を考える

・1 回目のスライドを見てご前回のおさらい2　i　　　　T

第3STEP パークショップ　　8 月E?日~21日
一一 一

If画 案をもとに榎型をつくる

・各グループ毎に日を決めて集まり、10分の1 の模型を

つくりました

●材料は、ベニヤ仮の台の上に、ダンボール．角材. 紙

祐土などを使い、みんな大変μつたt只型て'す

・なかには, 毎日のように、ハウスにやってきて作藍を

している人もいました

1
FI ・.’ 4　 ’..I.j` 4　　　 ゛右 記
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ミミ　　　　　 ‾　 ミ　 「　 ・ －. ・・JI ●・・●-・ II 〃・－ ・
第4STEP パ

ー
ク シ ョ ッ プ そ の2

・
計 画 案 の 発 表8

月

STEP・2

STEP・1

0  ＼} .1

?8日

回

黄砂

It画累を模型やパフォーマンスによって発表T る

・グループごとに理同をこらしてIt a只の発表モiラいま

した

・ひろば×のi 画案は, 見地に恨型をi5勣してn いまし

た　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
’

・アメンボ広場も当初現地に行く予定でしたti
＼ 人が多

すぎたので. 急iS区民広i&で行うことにしました

IL・ でど んな.＼.うにa・l;tr. μt  a つて外－T るクループ

第4STEP パークショップそのD 人気投票　日月28日

It 画累をお祭o に釆ている人に説明し、意見を聞く

・お祭りに系た人たちに、ひろば×察(3 つ). アメンボ

広－－(2 つ)から、それぞれ一累づつ気に入った案と

その哩臼を誓いてもらいました

・名グループの人たちは、目分たちのi 画累を大人やこ

ともにーΞ懸命説明しました

・投双する人も.  凧S'Jに説明を聞き、いろいろな想兄を

よせてくれました

・投震H はのぺ567慧で.予恕を遥かに上回る大臨況でし

た
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4. 板橋型 ワ ‾クシg ’タフタの指針

板m

区内において もヽ すでにい く9 かのワ ‾クシ3    "Jプとも呼べる試みが展開している。　こ れ

らの試みをコミ2 ニテ ィ形成に向け た活動としてヽ より地域に根差しヽ 地域の多様な住民

の参加を得て、展開 して いくためには、どのような「コミュニティ・ワークショップ」が

考えられるであろ うか。

剛　コミュニティ ’シンポジウムの展開

これまで板僑区内では、「コミュニティ白書」やr コミュニティ活動推進調査』の提言

を受けて、地区ごとの小規模- コミュニティ・シンポジウム”が各地区センターや集会施

設をおちな会場として開催されてきた。

そこでは、それぞれの地区における主だったコミュニティ活動団体の関係者を中心とし

て、問題提起や意見交換がなされた。会場への参加者もどちらかといえば、町会での活動

者や関係者を中心とした集会であった。そうしたこころみは、それ自体が板橋区にとって

も新しいものであり、有益な意見交換、情報交換の場であったと考えられる。

そこで、それらのシンポジウムや集会において提起されたり、話題となったことがらを、

より具体的に地域で検討したり、実施・実現に向けてのプログラムを作成していくために、

ワークショップの実施が考えられる。

実施する場所も、たんに既存の地区センター等の集会施設にこだわらず、課題となって

いる現場や公園というように、これまでの通常の会議やフォ- ラムとは状況設定も変えて

実施する。また、より多層、多世代、多種の参加者を得てコミュニティ・ワークショップ

を実施することが必要である。

（2) 専門家の参画

板橋区におけるこれからのまちづくりにおいては、東京祁区間におけるまちづくりの雛

しさ同様、地価の高騰、業務地区化、大坂m 開発、環境問題等々、通常の区民が容^,に解

決できない課題が、今後、ますます拡大していくことが予想される。しかし、より活力に

溢れヽ 多様なひとびとが息づく新しい地域社会を構築していくためには、こうした状況に

対処し
ヽまちづくりを住民レベルに取り戻す試みを常に用意しておく必要がある・

そこでこれからの地域の問題解決のためには、住民自らが参画することはもちろん、そ

れに加えて、それぞれの課題に対応した、諸分野の専門家の参加が要請される。

板橋区内にも多くの専門家が居住している。とくにこれから構築が想定されている「コ

心^ニティ人材ネットワーク」にはこうした専門家が多数登録されることが予想されるが、
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そうした専門知識や技能を有したスペシャリストをまちづくりに活用していくことは必至

である。

そうした専門家の中でも、とくに建築、都市計画、デザイン、　編集、法律、金融、医

療、教育、心理等々のスペシャリストが加わったコミュニティ・ワークショップを実施す

ることにより、具体的な進展が実質的に期待できることとなる。

(3) 人中心のネットワーク

板橋区内には多様なクラブやサークルが多数存在していることはすでに述べた。またこ

うしたクラブ、サークルが新しい世代によって担われてもいる。またそれと同時に旧来か

らの地域を支えてきた町会の存在も大きい。これからの板橋区における新しいコミュニテ

ィ形成のこころみは、こうしたネットワークをになう人々を、さらに有機的に横に結び、

ネットワーキングしていくことにある。

そのためには、そうしたネットワークの結節点としてのまちづくりセンターの構想とと

もに、ネットワークとネットワークを有機的に連結していく場としての、ソフトな目的を

持ったコミュニティ・ワークショップの構想が生まれる。そうした自由で自律的なワーク

ショップの中からこそ、人的資源を重視した、ヒューマンウェア中心の創造的な板橋コミ

ュニティづくりの発想がわいてくる。
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作付 託・骸 の翁と牡 の抑 方
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山
山

Ｗ
胚 ・骸 の翁 と今後のあり方

1 。当面の出張所・ 職員の対 応

(1)出張所からみた施策の位置づけ

板橋区では、現在、様々な新しい施策を次々に打ち出している。例えば、「板橋文化ゾ

ーン」「板橋ヒューマンネットワーク」「板橋区情報化連絡調整会議報告書」「いたばし

イメージアップ（中間報告）J 『豊かな生涯学習社会をめざして』『板橋都市整備方針ま

ちづくり2  1 j   r板橋区産業振興ビジョン』等が挙げられる。こうした施策が打ち出され、

板橋区も時代に対応した取り組みをはじめようとしているところでもある。もちろん本調

査の「コミュニティ推進調査」もその一環である。

コミュニティ推進の観点から言えば、こうした施策のとりまとめプロセスあるいは実施

の段階でもっと住民参加のしくみが採り入れられることが望まれる。幅広く、多くの意見

を取り込むまでには時間がかかるが、その後の実施の段階で大幅な効果をあげることが可

能となる。

こうした施策は、時代の潮流を踏まえ、板橋区をよりよい地域社会の形成へ導いていく

ための布石であるとも言える。そしてそれらの施策の中では新しい地域社会像を描いても

いる。むしろ住民がこの急速な都市化、アメニティ空間形成、国際化、高齢化、情報化の

時代に対応できずにとまどいをみせているのが実悄であろう。諸施策の中で、本調査は、

新しい時代に対応した住民組織づくり・支援体制・行政の対応を検討したものと位置づけ

ることができる。

本章では、住民組織である町会・自治会を中心に諸団体、クラブ・サークル等との繋が

りをもつ出張所のあり方を検討するものである。出張所の役割およびその職員の対応によ

り様々な行政施策をうける地域組織・住民が行政サービスを十分に享受できるにはどうす

ればよいかということである。

(2)当面の施策への出張所対応

現在`、出張所では、行政の地域への総合窓口として様々な行政事務の取り扱いおよび出

張所単位でコミュニティ活動の協力・支援を行っている。

行政サービスの充実一出張所コーナーの設置

前述したように、出張所でも新しい時代に対応すべく、「2   1地域行政検討会」を設置
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して検討を重ねている゜そして総合計画にもあるようにヽ板橋区のコミュニティ行政とし

ては、出張所を単位として今後とも進められることが述べてある。そうした観点では行政

事務は、より行政サ‾ビスを高めていくことが望まれる。その意味ではヽ板橋区内から都

心への通勤・通学・買い物客および板橋区区内への流入者の動きを考慮した東武東上線、

都営三田線を利用する住民へのサービスを強化する上で、各沿線の駅に出張所コーナーを

設けることが期待される゜あるいは駅近傍のビルの‾室でもよいかもしれない。こ、の3  ‾

ナーでは、既に出張所に設置されているコミュニティ・コーナーのワープロ・複写機、そ

してファックス、行政情報、住民活動の情報交換を行えるような掲示板等が設置されると

住民に活用される可能性が高いと思われる。

コミュニティメディ アターミナルへの対 応

また、「コミュニティメディアターミナル構想」との関連では、各出張所にビデオテッ

クス、パソコン通信が可能な端末を設置することが決まっている。これは行政の施策とし

ては、かなり先行する事業であるだけに、受け皿となる出張所では、事業を円滑にすすめ

ていくためには早急な対応が求められよう。

まず第丿こ、職員のコンピューターリテラシー（コンピューターへの馴れ）を十分に行

うことが挙げられる。第2 に、地域へのコミュニティメディアターミナルとは何かという

施策内容の情報提供が挙げられる。単にハードをつくり、稼働したらかといって、住民が

すぐに利用するわけではない。その前から充分な住民への施策情報を与えておく必要があ

る。第3 に、ソフトの開発である。出張所で提供すべき情報は膨大にある。それを、どの

ように整理してコミュニティメディアターミナルに入力していくか、が検討される必要が

ある。他の課の情報も入力されるわけであるが、それを利用しやすいように導いていくの

は、まさに出張所である。第4 に、メンテナンスがある。設置されたのはいいが、その後

やはり使われなくなり、埃をかぶってしまっているということになっては困る。とりたて

てニJミュニティメディアターミナルの場合には、利用の困難さが予想されるため、出張所

内でも誂論が必要である。

こうしたことに対処するには、1 つは事前の充分な検討が必要である。つまりハードが

板橋区の地域の様々な実情に対して、特にどのような住民層であるかといった点（これに9

いては第1 章参照）に適切かどうかということである。時代を先行するよい機種を導入

したからといってそれが地域でもよい機種であるとはいえない。むしろ無駄な場合さえあ

る。地域に適合性が高いかどうかを導入が決定するまえに、最終的な管理担当となる出張

所では
ヽ綿密な適性の検討の必要がある。一般的にニューメディアの導

入で今まで、問題

となっているのは、端末の形態である。住民からするとどうもとっo きにくいヽキーボー

－7  6

53o



ドが複雑でよくわからない等の難点があるがヽそれが板橋の場合にはどうかということで

ある。また検索のシステムが理解できないといった利用の仕方、便利かどうか、そしてビ

デオテックスではヽ画面の情報量が少ないヽ目的な画面までなかなか到達しないヽどのく

らいの情報があるかわからないヽスピードが遅いヽレイアウトの問題（建物のどこに設置

するか、往々にしてネットワークケーブルを敷設しやすい位置に端末が置かれることにな

る）等である。すでに設置されてからでは遅い。その場合には、ハードにあわせた形でソ

フトをつくり、それに住民があわせて使用するということになる。これでは、当然のこと

ながら、利用は制約され、積極的に興味のある住民しか活用できない。

もう1 つは、事後の検討である。これは、ハードが決まっているのであれば、それをで

きるだけ地域で活用できるようなソフトを構築していくことである。　これは、なにもコン

ピューターのプログラムに限定されるものではない。むしろ利用の構想（ソフト）を考え

るということである。これはこれからの課題亡もあり、出張所でメディアターミナルの活

用を考えながら、どの程度の位置づけをし、行政サービスの一環として役立てていくのか

検討が望まれる。当然のことながら、その地域での資源（例えばクラブ、サークル）を生

かしていくような工夫がそれぞれの出張所で望まれる。

コ ミュ ニ テ ィ 組 織 と 新 し い ルー ト づ く り

地域組織の関係では、昨年度の報告書で、コミュニティフォーラムとコミュニティ協議

会の二層性、そして様々な意味での拠点としてのまちづくりセンターの必要性を提案した、

こうした提案を実現していくためには、当面は、コミュニティ協議会を設立するために町

会・自治会へ説明を十分にしていくことと同時に他団体への参加の呼び掛けも重要である、

さらにコミュニティフォーラムをつくっていくために、シンポジウム、ワークショップ等

のイベントを行っていく必要がある（第3 章参照）。そして、できうる地域から協議会を

設立していくことが望ましい。とくに、他の団体・サークルの活動の活発な地域では、積

極的に取り込めば、比較的早いに期に可能であろう。おそらく呼び掛け方、そして町会と

のジョイントのつくり方によって組織化が左右されるであろう。大切なのは、どこかの地

域で1 つでも協議会が設立されることである。それが引き金となって周辺にあるいは検討

している地域に拡がっていくことが予想される。基本的には、町会・自治会だけでなく、

他の団体・サークルともつながりをつくり、新しい多様なチャネルをつくっていくことが

望まれる。そうすることが、協議会への第一歩である。

そのためは、長期的には出張所の新しい方向性の節で述べるが、事務連絡の詳細な見直

しが必娑である。また青対事業の見直し、特に運営・企画の事務をよりフレキシブル（柔

軟な）な形にしていくことが必要であろう。そうすることによって住民の自主的活動を育
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てていくことにもなる。煩雑な事務は実質的に活動すべき地域あるいはそれぞれの実施主

体にまかせるようにしヽはじめて新しい活動グループ` の情報収集‘ 発掘が可能となる・

青対事業そのものについては、教育委員会社会教育課を主管として実施しているので、こ

こで内容について具体的にとりあげるわけにはいかないが、他区と比較してみても、非常

に豊富な事業を行っており、実績をあげているわけであるが、その一方で事業の多さゆえ

に、事業の質が問題となってきている。この点を改善してよりよい事業を実施していくた

めには、もうすこし柔軟性のあるプログラムづくりがまず求められる。

2 . 出張所をとりまく問題状況と課題

さて、1 節では、施策の動向とそれに係わる出張所の対応点についてやや具体的に述べ

てきた。2 節では、まず出張所一般をとりまく問題状況について述べ、従って板橋区では

進んでいる点ももちろんあるが、特にいかなる問題について検討していく必要があるかを

検討したい。

出張所の目的はいうまでもなく、「区役所の総合窓口」「区行政の区民サービス」をn

う所である。具体的な業務内容としては、例えば、①所管区域内のコミュニティ意識のや

発やコミュニティ団体の育成、②区民センターとの連絡調整、③広報広聴機能（地域情n

の収槃・提供）など、様々である。

しかし事務事業を推進していく上で、現実的な諸問題を多く抱えており、それが円珊八

運営を阻害している場合がある。
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例 え ば 、 板 橋区 に限 ら ず区 市 町 村 の 出 張 所 を みる と 次 の よ う な 項目 があ げ ら れ る。

①m 域施策のタテ割化か進み、総合行政ができない。

②本庁機能の硬直化・肥大化・細分化により、総合的対応が不十分である。

③本庁への機能や権限が集中しすぎて、完結事務が少なく、取次業務だけに追われてい

る。

④地域課題を解決する機関となっていない。

⑤住民参加のしくみと出張所との関係が有機的につなかっていない。

要するに、本庁と出張所との関係において、事務、人事、予算、権限、情報連絡体制、

役割分担などが不明確、曖昧になってきている。この結果、両者間の局内各課間の連絡調

整や協力体制が不充分で、アンバランスやコミュニケーション・ギャップ、あるいはタイ

ム・ラグ（時間差遅延）などが生じている。政策事業もまた体系的・統一的、あるいは継

続的・発展的な一貫性が保持できない。出張所全体、地区全体として機能するしくみにな

っていないのである。従って、本来の事務分掌に加えて住民からの新たな行政課題に迅速、

適確に対応することができなくなっている。

また出張所と住民との関係においても、①ミニ区役所化やコミュニティサロン化か求め

られたり、②どこの窓口でも同一サービス受けられる利便化や互換性が求められている。

さらに住民に向かって開かれた「開放型行政」を推進するためには、③情報の公開や提供

をもっと積極的に進めていかねばならない。また最近の機能としては、コミュニティ活動

だけでなく、④もっとハードなまちづくり施策も期待されている。そしてこれらのトータ

ルなまちづくりを推進するためには、⑤住民や各団体を横断的につないでいく連絡協議会

などのシステムづくりにもっと積極的に取り組んでいかねばならないのである。

こうした様々な住民ニーズを実現する中間組織・中間施設として、出張所の存在と役割

が改めて大きくクローズアップ（注目）されてきた。つまり出張所は地域資源としての人

・金・物・情報・施設・事業・技術などのキーステーション（交流点）やジャンクション

（結節点）という結節点、交差点、交流点としての役割期待を担うようになってきたので

あるぷ

とりわけこれからの出張所の新しい機能として大いに期待されていることは、「コミュ

ニティ・ビジネス」の開発・育成ということであろう。コミュニティ・ビジネスとは、コ

ミュニティ活動の推進ばかりでなく、その活動を通して事業おこし（イベント）の新企画

を立てたり、ものづくり（特産品づくり）で新製品を開発したりして、地場産業や地域経

済の活性化に貢献することである。　つまり“住みよいまぢ としての快適な居住環境づく
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りだけでなくヽ“働きやすいまぢ としての経済基盤の開発や雇用機会の創出なども達

していかねばならない。つまりボランティア的発想からより現実的なビジネス的発想へ

転換を迫られている。一村一品運動や日本一運動など、「まちづくり型自治体」の先端

地としての役割を期待されるようになってきたのである。

こうした新しい役割を遂行するためには、何よりも出張所自身の自己変革が必要であ

それはひとことでいえば、「地域社会に開かれた組織や施設としてのありかた」、である

おそらく出張所は各地区の拠点として「ネットワークセンター」のような位置づけとな

ていくてあろう。つまり地域住民の仲間づくり、情報交換、問い合わせ、人材紹介など

交流の場となっていく。異なる人々、集団、団体、立場、生活スタイルなどの出合いと

びっきの場となる。そして出張所はこれらのあらゆる行政ニーズに対応して、事業間の

携や体系化を図り、あるいは重複業務をうまく調整しつつ、総合的な施策を実施する機

となるのである。

ところが、出張所がこれらの新しい事務事業を遂行していくためには、従来の機能や

制では不十分である。もっと強大な実質的権限が付与され。ねばならない。それは例えば

次のような権限であろう。

①地域内計画策定権（優先順位の選択権など）

②事務事業の主体的な執行権

③予算編成過程に参加し影響力を行使する権利

④人事管理fi （ 有能な職員の採用、ローテーション、研修などの自己決定権）

⑤契約権など先決権の大幅委譲（とりわけ係長級への権限委譲）

出張所職員を「地域づくりの実践部隊」として位置づけている以上、それに見合った

れらの新しい権限が積極的に付与されていく必要があろう。とくに自己完結型の事業遂i

のためには、何よりも権限の拡充こそが不可欠である。とりわけ地域においては、まち（

イペントづくり、まちづくり委員会（協議会）、まちの行事や各種実行委員会への参加・

どヽ住民と直接接触する機会は極めて多い。それだけに多様な住民ニーズに対応しなけ4

ばならない。単なる苦情や申請の受付役、本庁との連絡役からも脱皮しなければならなt

そして十分な責任をもって、本庁との意志疎通や情報交換を図り、住民へのフィードバヽ

ク機能（活動）を果たしてことが要求される。
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3 。 出 張 所 の 新しい 方向 性

山名玖・ネーミングの問題

出張所は、今後、住民自らが地域社会を形成していく住民自治の拠点として、あらゆる

地域質源をネットワーク化していくいわゆるリエゾン（橋渡し）機能を果たすようになる

であろう。また多様な住民参加の組織を調整しまとめていく事務局としての役割も担うで

あろう。さらにはまちづくり推進の旗手として、事務事業の実施主体へと自己変革されて

いくであろう。そして地域課題の地域内完結性をめざす新しい機能的自律性と権限が付与、

保障されるようになることが期待される。

従って、出張所がもしこのような方向に変化していくとすれば、そのイメージも自ら変

わらざるをえない。そのイメージチェンジを示すものとしては、やはりネーミングがあげ

られる。「市町村役場便覧」（昭和6   4年版）によれば、出張所の名前は「地区サービス

センター」「地域センター」「（地区）市民タンター」「住民センター」「連絡所」「地

区行政センター」「駅前行政サービスセンター」「特別出張所」「住区サービス事務所」

「区民事務所」「地域生活センター」「市民サービスステーション」「窓口サービスセン

ター」「コミュニティセンター」など、多種多様な名称を使用するようになっている。そ

の他にも、「地区ネットワークセンター」「ミニシティホール」「タウンホール」「住民

時報センター」あるいは「行政サービスセンター」などの名称もあげられる。

こうした名称変更により、新しい意味付与やありかたを探求していくことができる。も

ちろん形式だけ実行しても実質的変容が伴わなければ全く意味はないが。また出張所の由

来が昭和2   2年以来の歴史的伝統的制度である以上、その変革には時間をかけることも必

要であろう。しかし行政官僚制機構の末端機関という出張所の古くて固いイメージを一掃

していくためには、住民に親しみやすいソフトな名称や優しいコピーは、この感性の時代

において必要不可欠である。問題はそのイメージコンセプトに近づくために、どれだけ自

己変革を達成しつつあるかである。要は、現代に生きる時代的センスが問われているので

ある。

その意味で、各出張所単位のシンボルマークやシンボルカラー、イメージコンセプトや

キャッチフレーズなどを、住民提案によって決定していくのもいいであろう。また公共施

設なども、わかりやすい愛称や案内板などをつくってもよい。そのまちの地域特性を生か

した表示物を考えることである。

しかし、どんなに施設や制度や組織や名称が変化しても、究極においてそれらを支えて

いるのは人間自身であり、その人間が変化しなければ実質的有効性は生まれない。行政サ

ービスとは事務事業を媒介とするヒューマンサービス業なのである。サービス業である以
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上、人と人との望ましいリレーション（関係）づくりに最大細心の関心と注意が払われね

ばならない。市民ニーズにいかに柔軟にかっ適切に即応できるかという観点から、出張所

の新しいイメージづくりが着手されねばならない。

(2)板橋方式の実現に向けて

さて、現在の区の課題は、住民と行政をつなぐものとして、従来の町内会・自治会を中

心とした事業から、あらゆる職種、団体、代表、機関、個人などを統合した住民参加型の

コミュニティ組織を創出していこうというテーマに取り組んでいる。とりわけ「いたばし

方式」としては、「人」中心のネヅトワーク化を図っていく「市民生活会議」や「コミュ

ニティ・フォ―ラム」と、地域横結的な単位集団・組織の連合形態をめざす「地区協議

会」や「コミュニティ協議会」という、「二層性」のモデルが提示されている。

一方、区民部地域振興課内にはプロジェクトチームが設置され、先程、「2    1世紀を展

望した出張所のあり方」という答申書も提出されている（昭和6  3 年1 1 月2   2日）。こ

れを見ると、今、区が真剣にかつ大胆に取り組んでいる姿勢が如実に反映、表現されてい

る。例えば、「新しい行政サービスの〇Λ機器による充実」「コミュニティ推進組織づく

りや推進機関の設置」「人材バンクの創設」、あるいは「出張所の地域情報ブランチとし

ての情報の収集・提供機能の充実」「コミュニティ形成のための支援体制の強化」など、

新規事務事業がふんだんに盛り込まれている。とりわけ顕著な項目は、「地域に関する区

の政策決定過程に関与できる位置づけを行い」「地域振興施策について、独立の企画立案

および実施の機能を有した組織にする」と一歩踏み込んで提言している箇所である。各種

マスタープランへの参画、政策決定過程への影響力の行使、あるいは実施過程への関与な

ど、いわゆる「職員参加」の試みが意欲的に謳われている。これは極めて画期的な提言で

あるといえよう。

一般的に、出張所をとりまく住民参加の多様化、住民組織自体の高度化はどんどん進行

しているといえよう。前者の住民参加の形態は、秋元政三氏によれば「i 開発建設縮小・

阻止型～抵抗・交渉、n 行政サービスの拡充型～要望・陳情、i 政策形成参画型～提言・

建議、ivボランティア・まちづくり参加型～協動・自治型」と、極めて複雑かつ困難にな

ってきている。しかも前提はあくまで住民主体の、開かれた、民主的、自主的な組織形態

でなければならない。職員先行型、事務局主導型、行政主導型の限界と排除を厳守してゆ

く必要がある。

こうした動向下にあって、とにもかくにも板橋区は動き始めた。そして、ここでは出張

所問題に限定していえば、「行政の先端基地と住民のコミュニティ組織との結節機関」と

して位置づけられ、『まちづくりセンター』のようなトータルな（ソフト＆ハード）地域
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活性化を推進していく新しい機能が模索されている。それは端的にいえば、コミュニティ

活動の活性化や地域社会全体の活性化を通して、最終的には住みやすい「まちづくり」を

実現することである。これをさらに換言すると、従来の行政サービス機能に加えて、地域

振興の創造的サービス機能を担うということであり、その中心・中核として出張所がク。

－ズアップ（注目）されてきたのである。

しかし、こうした目的を達成するためには、実体面で、それに見合うだけの十分な新し

い機能が制度的に保障されていなければならない。新しい職務内容の拡充には、それを遂

行できるだけの実質的な地位・役割関係の変化・変革が随伴される必要がある。つまり、

変革の前後で、何か変わり、何か変わらなかったかが明確に提示されねばならない。それ

は新しい業務が単純に労働過重と受苦的イメージで受けとめられないためである。逆にい

えば、「よくなった」「よりやりやすくなった」というプラスイメージを強調することで

ある。こうした観点から、先の答申書に対して、さらにいくつかの検討事項を指摘するこ

とができる。

改革へ向けて、一般的長期的には、次のような課題をより詳細に検討し、何が板橋区で

足りないかについて議論していく必要がある。

①職務内容の問題

さらに業務の本庁所管と出張所所掌とのm 確な逃別を図り、できるかぎり完結業務を

増大する。オンライン化の促進、事務皿が軽減した分でまちづくりをやる。本庁―極

集中から地区に多極分散して、出張所の機能的自律性を確保する。これは、窓口・現

場・実践の場において、区民の立場からどれだけメリットがあるかにより判断・優先

すべきである。

②権限委譲の問題

出張所の判断で処理できる権限の拡充。勧告・作成・指導・助言・採用などの自己決

定権、自由裁量権の範囲の拡大。先決権の大幅アップ。責任所在の明確化など。

③予算編成の問題

財政措置、予算執行権の大幅委譲、原案づくりの編成隆および発言権の強化など。

④処遇上の問題

職位を本庁の同等職より数ランクアップする。

⑤人事移動の問題

まず人員増、キャリアコースと位置づけ、優秀な職員から出張所にはりつける。ロー

テーションの自由性、本人の自由意志の尊重など。

⑥職員研修の問題
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自己学習・能力開発の機会の増加。派遣の優先楡。政策研究型ワークショップの導入

など。

⑦社会的評価の問題

専門職としての高い社会的認知。プライドの問題など。

日常的職務実践レベルにおいて、こうした課題が同時にかつ早急に改善されていかねば

ならない。つまりもう少し職員の胴に引き寄吐で詰めていく作t が残されているように思

われる。担い手は誰よりも職昌自身なのである。　自分にとって属心地のよい職川環境とは

いかにあるべきかが、さらに検討されてちよいであろう。なぜなら、もちろん最終的な決

定賤関は首長と議会にあるが、その決定過fSに少なからずの影響を与えることができると

いう実感や達成感や充足感こそ、職員のモラル向上にとって最も大切なものだからである

つまり職業人としての喜びはやはり、自己決定性、自己完結性、仙人責任性などによって

果していく仕事の成就感こそ至高のものであると考えられるからである。

また、このような変革過程の中にあって、町内会・自治会との関係はより一層緊密に大

きくなるであろう。決して両者のパイプが解消するわけではない。むしろその「役割期什

の相補性」の内容が時代のニーズに対応して質的に変化していくということである。では

どう変わるのかといえば、それを判断し選定するのは関係する主体としてのあなた自月

口主民）なのである。またどのような方向に変えていきたいのか、その理想モデルをどう

したいのかを決定するのも、そこに住みかつ利用する当事者たちなのである。変化の達6

には両者の相互的同時的自己変革こそが必要である。

しかしこの時に、相手にばかりより多くを期待してはならない。むしろ自分の方から寸

なわち行政サイドから自己変革していくべきであろう。以って率先垂範すべきである。j

なわち行政マン、公務員の新しいイメージチェンジをいかに図っていくか、新しい人材て

くりに着手しなければならない。それでは一体いかなる能力や資質が求められているのて

あろうか。

4 。 出 張所 職 員 の あ り か た

田新しい行政マン素描

新しい出張所職員は、政策形成などへの十分な職員参加があって、しかも行政マンとし

ての能プJと士気 も十二分に発押されることが期待されている。まさに“あれもこれも'   0

能力開発が求められているといえる。これは非常に高き困難な理想なのかもしれない。 t

かしこの到達目 標ぱ 顧客”としての住民ニーズであるため、行政職員はできるだけ努フ
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していく必要がある。このような職員の理念像を総称的にいえば、まちづくりのプ・デュ

ーサー、団体や人々のオルガナイザー、あるいは利害対立のコーディネーターなどとして

の役割期待がかけられているといえよう。これは明日の行政を担う出張所職員像といえる

かもしれない。

こうして、住民と行政とをつなぐ新しい行政マンという新しい人材（仕事人、専門家、

演出家、仕掛人、牛－マン、キーパーソン、まちづくり名人など）が登場することになっ

てきた。その主体は自治体職員のうち、とりわけ出張所職員に期待されている。この新し

い行政マンとは、必ずしも「職務の専門家」であるだけでなく、「自治体の専門家」さら

には「地域の専門家」になることが要請されている。地域の専門家とは、まず何よりも

「このまちが好きだから」「地域とー緒になって活動し、地域住民から大いに信頼・されて

いる人」「住民の目や心で、物事を考え行動している人」「生活者の立場に立ち、共感し

あえる人」などである。さらには「市民とともに歩める職員」からr 地域を燃やせる職

員j へと自己成長した人である。地域現場こそ学習の場であると考え、住民との地域懇談

会や共同の学習会に意欲的に参加している人でもあろう。そして、小さな部課のセクショ

ナリズムや組織を越えて、自分たちの住むまちを本当に暮らしやすいようにつくりかえて

いく人材のことである。

このような職員像は、「住民の行政参加」を呼びかけていくだけでなく、むしろ職員の

副から積極的に地域参加しているといえよう。つまり「職員の地域参加」の体現者である

ということである。彼はその地域の実態に詳しく、常にタウンウォッチングしている。そ

して地域活動に参加することによって、市民感覚として「その都市をよく知っている」、

住民との交流や対話を通して、地域のぬくもりも冷たさも感じとっている。そうした日常

的営為を通して、新たな政策づくりや主要事業を掘り起こしているのである。

スローガンは「職目よ、まちへ出よう」　というコピーである。まず歩くこと、そしてヒ

アリングを行い、現実をmm しよく考えること、そうして行政課題として企画立案すると

いうチャンスを与えるのである。とかく区内在住職口の減少化に伴い、地域への安首心や

探冒精神が希薄itしている現状において、新しい行政マンは敢えて自ら進んで「まちの

中」「まらの中で」をモットーとする。

従って、このような新しい行政マンとしての出張所職員は、「ライブリー　ロvely」（

「生活」「生きる」「生き生き」など）な生き方を自ら自己実現しているという意味にお

いて、「ライブリーなプロフェッション」（生活者の専門家）といえるかもしれない。生

き生きとしたプロフェッションとは、強いられた職務という受動性を克服して、自主的自

発的であるだけに、“住民とともに喩しむ”という精神的ゆとりをもっている。つまり仕

事が決して苦痛にならない。彼の表貌には好きで好きでたまらないといった者のみがもつ
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あの充実感に満ちている。むしろ嬉々として黒子役、裏方、下支えに徹しているのである。

いま、出張所職員に問われている能力とは、武田昌弘氏によれば、「自治の原点に立っ

て、的確に問題をとらえる物の見方や感性であり、市民を理解し、市民とともに考え、歩

み、地域を燃やせる熱意と行動力だといえるのではないだろうか。」とりわけ璽要な能ブJ

は、問題発見能力や課題解決能力であり、情報分析力や専門知識であり、また政策判断

（立案）能力や政策実施能力などである。さらには人間関係の説得技術も大いに必要とさ

れているであろう。

これらの能力と意欲と機会とに恵まれている世代は、3  0 歳代、4   0歳代の青壮年層で

あり。いつの時代も新しい運動の旗振り役は彼らであった。従って、何かをやるに可能性

とファイトと新しい価値基準とを持った若き有能な職員から真先に出張所に配置すべきで

ある。そうして現場重視、住民主体、外部志向といった生きた体験学習を積み重ね、自治

体本来のミッション（使命）を知るのである。そのような地道な努力を支えるものは、ま

さにまちの危機感や飢餓感への感性そのものである。そしてその感性をもつ者は「しなや

かなに、かっしたたかに」生きることができる若者たちであり、「ゆらぎに耐える」柔軟

性と「バカになる」愚直性とを兼備した人間なのである。

(2)ソフトなプロフェッション

このような新しい行政マンのイメージを、ここでは仮に“ソフトなプロフェッション”

と規定しておこう。　この概念は、「2    I世紀の生活産業融合都市をめざす」と宣言した

「板橋区産業振興ビジョン」で述べられている行政への役割期待と意味内容において極め

て合致している。ここでは、「区の果たすべき役割」として、「望ましい方向を提示する

とともに、それに向けての有効な協力の仕組みを創ること」「民間の豊かな活力や知恵を

開き活用するように“柔らかぐ 開かれること」、あるいは「“新たな縁" を結び合い、

そこから生活のための豊かな価値を、絶えることなく創り出していくこと」などがあげら

れている。これらの基本方針は、これからの住民と行政との新しい関係のありかたを志向

していく上で、確かなある方向性を示唆してくれているように思われる。

ソフトなプロフェッションというのは、官僚・役人といった旧来のハードなイメージを

一新するために、また三ズ主義的事務処理的サラリーマンといったオーガニゼーションマ

ンのイメージを打開していくために名づけられたものである。しかもその背景には、参加

住民層の質的変化という問題があげられる。つまり参加する住民はかってのように名望家

や団体代表や運動家、あるいは漠然とした匿名の数量的大衆一般ではなく、自己責任性を

もつ個人参加が目立って多くなっている。その有力な一翼を担い始めたのが、いわゆる在

野のプ。フェッション（専門職業人）たちである。医師、弁護士、税理士、建築家、都市

86-
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計画家、僧侶、教師、作家、看護婦、銀行マン、ソーシャルワーカー、アーチスト、デザ

イナー、プランナー、ジャーナリストなどが、その専門的技能や英知を生かして参加し始

めた。さらには公務員自身も一市民・一生活者として、自分が住むまちのありように対し

て発言し行動してきたのである。とりわけ「まちづくり市民会議」や「専門調査委員会」

（気仙沼市）、「百人委員会」などには、こうしたプロフェッションたちが、多く自薦他

薦で結集してくる。彼らは確かに行政のシロウトであり、専門的知識や技術を有するづけ

ではない。しかし、各界の名士が多数選任され集合してくると、大変大きな実力を発揮す

るようになる。

そしてこれらのプロフェッションと職員との間で、接渉し、討議し、合意事項が練られ

ていくのである。この調整過程において、ある場合には担当者よりも市民のプロとしての

プロフェッションの方がはるかに総合的判断能力において優れていることもでてこよう。

ある市では、コミュニティセンターの建設をめぐって、周辺住民から審査会に弁護士を立

てて反対された事例もある。しかもかかる市民のプロが複数加担することによって、両者

の力関係が逆転する場面もあり得るかもしれない。民間活力の方が自治体職員以上に、時

報力・企画力・執行力・資金力などにおいて、はるかに高水準にある場合もあるのである。

ともあれ、ここで確認しておきたいことは、交渉相手は、無知・無名・無関心な一般住民

ではなく、もっと有能・有資格・有名なプ・フェッションたちであるという観点である。

典型的には奈良まちづくりセンター（第2 章参照）などに見られるように、とりわけま

ちづくりへの関与者はこうしたプ・フェッションが参加するようになってきた。それゆえ、

こうした住民の中のプロフェッションに対応しては、行政サイドの担当者もまたより高度

なプロフェッションでなければならなくなってきたということはいうまでもない。このよ

うな意味において、行政サービスの前線にたつ出張所職員のソフトなプロシェッションと

しての、意識変革や能力開発が改めて注目されるようになってきたのである。

ここで、ソフトなプロフェッションヘの役割期待を箇条書に列挙しておこう。

①住民と行政との関係において、政策の合意形成過程（＝決定への参加）の重要な調整

機能を担う。両者の関係はもはや上下の権力関係としてではなく、横並びの対等な協

働関係であると認識されている。そこで、多様な利害関係を総合化したり、代弁的・

助言的・架橋的・側面的な相談役・パイプ役を果たすのである。つまり両者の距離関

係は、協力もし、抵抗もし、場合によってはアクションも行うという柔軟性をもって

いる。

②制度化すればそれは必ず硬直化・形式化・保守化・閉鎖化・特権化などの宿命は逃れ

られず、従って、できるだけインフォーマルでダイナミックでボランタリーなソフト

8卜
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・プロフェッションのありようを目指している。それはいわばボランティアの精神と

活動を具現しているともいえる。ソフトなプロフェッションは住民との人格的交流や

出会いやふれあいを大切にし、現場・実践の場で相互学習し、そこから地域課題を発

見したりあるいはその解決方策を開発していくのである。つまりできるだけ官僚主お

化（＝ハード化）の弊害を除去し、“制度の活力や人間化”を図っていこうという{;

のである。

③ソフトなプ・ フェッションは、基本的には自由性と主体性とが確保され、ある部門C

セクショナリズムを超えて自治体や地域社会全体がかかえる危機的な重要課題、より

大きな行政課題であると論理展開していく役割を果たす。つまり行政に対して積極:'f

敢に提言したり、制度化・施策化を求めて活動したり、あるいは厳しく行政批判し六

りする。その判断基準は、「いま住民にとって何か一番必要であるか」という根拠` で

ある。そして住民の自治能力を育成すると同時に行政の開放政策をも推進していこj

というものである。

④(i民ニーズの高水準化に対応して、より高度な行政サービスの提供を担う。ニーズじ

専門性・複雑性・安心性・公正性などを考慮に入れて、個人職員が責任をもって実M

し、住民の満足する評価をうるように努力する。m 議性による六任回避に対して、J

ちんと責任の所在を明確にする。かくして行政への信頼をうるように努める。とりj

け専門的業務に対しては、職員の能力・技能・知識・体験などのより一層の資質向_

能力開発が求められている。

(3)それを支える制度

このようなソフトなプロフェッションは、西尾勝氏によれば「外向」（アウト・リー

チ）や「案内」（ガイダンスやオリエンテーション）の行政サービス機能をもっている、

いえる。つまり、「総合的な案内」窓口の案内係や外交員のように人間的接触の機能を1

たすのである。彼らは住民との直接的対話や交流を通して、住民の切実な声を吸収し行j

に反映させるべく努力している。もちろんそのサービス対象や業務内容にはー定の限界・

ある。そこでソフトなプロフェッションは、もう少し大所高所に立ち、本庁事業課ともi

挑してこれらの職員の活動を支持・協力することである。

在来の制度としていえば、「訪問担当制」「地区担当制」あるいは「住区担当チーム

のことである。地区別に職員をはりつけ、大幅な責任と権限を付与してまちづくりに専J

させている。その意味で、地域担当者はまちづくりの総合サービスを担うプロフェッシ

ンである。彼らは住民との直接対応関係において、資料づくりから課題説明、計画素案-

くり、政策実施など、一連の行政過程の循環構造の、フィード`バック機能までも全Hf壬;

－88 －
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任せられるということになる。事例をあげると、習志野市の地域担当制が地域予算会議に

相当の影響を及ぼしたり、神戸市丸山地区のコミュニティの住民会議で、一市民として参

加した公務員の役割が大きかったりしている（「コミュニティ活動推進調査丿参照」。あ

るいは、三郷市企画課における職員と市民の共同参加による地区計画づくり、中野区のま

ちづくり相談室の相談員の派遣なども実施されている。

もちろんこの「地域担当制」も、現実には様々な問題が生じている。例えば、担当者は

自分の担当地区内の住民や団体として日常的接触を保ち、絶えず住民の理解と支持と協力

を求めるものであるが、しかしそれゆえに、職場を離れても2  4時間勤務体制で疲れぎみ

であるという不平不満も聞かれる。また実際に計画づくりや予算編成への関与や反映が弱

く、伴っていないとうい意えもある。さらに住民染会や活動に漬極的に山席する職はとそ

うでない職員との格差も徐々に拡がっているという。これらの問題点は再検討し改善すべ

きであろう。

しかしこれらの問題はかなり克服していける内容であり、制度そのものの存在意義（よ

さ）を減殺するものではない。要は、制度の運用や人材の適正配置などが見直されるべき

である。趨勢としてその導入の必要に変わりはないであろう。

さらに、ソフトなプロフェッションのイメージをもう少し具象的・制度的レペルでとら

えると、「まちづくりアドバイザー」「まちづくりプランナーJ　rコミュニティ・プラン

ナー」などといえる。ここでは仮に「まちづくりアドバイザー」と総祢しておくと、その

役割は、まちづくりの専門的助言者・相談員ということになろう。彼らはまちづくりアド

バイザーとして、地域全体の問題に対して懇切丁寧に回笞、助言する。受付、問い合わせ、

案内、苦情、要望、仲介、調整など、区民の相談業務を一手に引き受け、自己責任性にお

いて対応する。対応しきれないものについては、本庁との橋渡役としてその具現化に誠心

誠意努力する。申請を受理したら、必ず一定期間内にその結果を伝達し、さらなる解決へ

の尽力をおしまない。

最後に、将来的に重要と考える支援制度としての「まちづくりアドバイザー制度」を提

案しておきたい。以下、いくっかの条件整備のためのポイントをあげる。

①アドバイザー制度を担当する課では、制度が十分に機能するように配慮すること。

②住環境整備計画、地区計画、まちづくり協定、まちづくり構想など、マスタープラン

づくりや提案権などの権限がはっきりと明記されていること。

③住民参加型協議会の場であるまちづくりシステム（まちづくりセンターやまちづくり

協議会など）の事務局のような役割を果たすこと。

④各種まちづくり事業を推進していく上で、基本原則は「住民主導・行政補完（後援

- ≪9 －
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）」あるいは「住民と行政との共催」という立場に立つこと。側面的な支援という行

政の限界を確認しておくこと。

⑤行政のプロと生活のプロとの総合的判断能力をもつこと。すなわち生活のプロとは、

組織を超越してひとりの市民・生活者という観点にこだわってみることである。

⑥行政側からの指導ではなく、フレキシブルな相互扶助的・共助的・相互規制的な観点

から専門処理すること。それはすなわち「互報性・互恵性の原理」を前提とする。

とちあれ、先の「2 1 世紀を展望した出張所のあり方」の中で、次のような文章が見受

けられる。「巡回相談n や専門相談n による相談コーナー（係）」［区民相m 車を配置し。

“待つ相談”から“地域へ出かける相談”への脱皮を図る……］I") 題は、こうした自分た

ちのことばへの責任をどうとるかである。そしてどう制度として生かしていくかである。

最後に、住民参加型の組織においては、ソフトなプロフェッションとしての出張所職員の

果たす役割期待が今後ますます大きくなっていくであろうことは確かである。今後の課題

は、本提案と答申書との重ね合わせ、困難な現状を踏まえつつ、一歩づつ前進して望まし

い方向に向けて突き進んでいくことである。

-90 －
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はじめに

東
京
都
板
橋
区

板橋区では、現在区民の方々が、より豊かな生活をして

いただくためにコミュニティ活動の推進を図っておりま

す。

昭和61年度には、財団法人日本地域開発センターと協

力して『地域からのメッセージ・いたばしコミュニティ

白書』と題するコミュニティ活動に関する報告書を発行

いたしました。そして62年度には、地域で具体的にコミ

ュニティ組階づくりをすすめていただくためにコミュニ

ティ組織のあり方について同センターに協力を依頼して

検討をかさねてまいりました。その結果、同機関から提

言を受け、調査報告書としてとりまとめました。本冊子

は、その概要を説明したものです。

板橋区では、引き続きコミュニティ活動を推進してい

くために、コミュニティ組織の結成に向けて努力を続け

ていく予定です。同時にこのコミュニティ組銘12づくりを

支 えていくための支援機関も現在検討を続けております。

この町子が、区民の方々の活発なコミュニティ活動の

展開に役立つことを期待いたします。

昭和63年7 } ＼

なぜコミュニティ組織づくりが必要か

コミュニティ活動を支えてきた「町内会・自治会」

「町内会・自治会」の現在

「町内会・自治会」の周辺と後続グループ

コミュニティ組織の位置づけ

いたばし方式のコミュニティ

今後の方向について

1
1

2
3

4
6

8
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そもそもニ2ミニニ ティとはヽ ‾体何でしょうか。 ニフミュニテイと

い うに葉はさ まざ まな使 われ方をしてお りますが、ここでは、「さま

ざ まな意味での異質 ゜多様 陛を認め合って相互 に折 り合いながら築

いてい く・尨 束された新しい共同生活のルール、様式」 と表現してお

きましょう。こうしたコミュニ ティづ くりやコミュニティ活動を展開し

ていくこ とは、区民の生活をより豊かな もの にしていくためにも欠

かせない ものです。

なぜコミュニティ組織づくりか必要なのか

それでは、なぜいまコミュニティ組織づくりが必要とされている

のでしょうか。まず、転出・転入といった地域間の移動は非常に頻

繁になっています。毎日の通勤。通学、買い物などをとってみても、

その行動圏域が広域化しています。そうしたことを背景に、地域社

会では従来の連帯感や相互扶助といったことが希薄になり、地域社

会そのものが危機にひんしているという場合も起こっています。

また、情報化の進展、生活時間の構造変化、核家族化そして住民

意識や価値観が多様化してきています。そこでは従来からの伝統的

な地域活動の枠にとらわれない、住民の自山で創造的な活動が多様

に展開し、新しい住民の紺琳tやこれまでにない解放的な施設等の模

索といったことが検討される必要があります。

このことこそ、これからの都市型コミュニティの形成にむけて不

可欠のことだといえます。

報告書の目次

この冊子のもとになる報告書は、( 財)日本地域開

発センターの板橋コミュニティ活動推進調査委員会(

委員長 奥田道大立教大学教授) により作成されま

した。報告書は、「調査報告書」と資料編 として「 町

会 自ヽ治会長へのアンケート調査」、「婦人の地域活動

に関す るアンケート調査」、「 コミュニティ施策に関

する自治体アンケート調査」からなっています。「調

査報告書j の目次は右のとおりです。

第i 部　コミュニティ活動を支える組織と人

1. 「町内会・自治会」をめぐるうご き

2. 「町内会・自治会」後をめぐるうごき

第II部　 コミュニティ活動 と行政をつなげるもの1.

コミュニティ活動を支える中心組織の変化2.

行政 と地域を結ぷ中間組織のありかた

3. 行政 と地域を結ぶ中間施設のありかた

第11 部　 コミュニ ティ活動を進める上での行政指針1,

東京のコミュニティ行政：課題 と展望

2. いたばし方式に向けての提案

3. コミュニティ形成とワークi/ a ップ
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コミュニティ活動を支えて
きた町内会・自治会

-^  I.   I   i-‘“^- ゛ “
―■■≪^-
   -

－=-- ・a・J -
ミ~ －・～・- ・肖s-- ・-- ・ ミW ＝・．~--- ．● ～ ● ●・4 ＝ ．・ ＝---~

剛

「町内会・自治会」が果してきた役割を見ていきましょう。

・ 〃 . － ミ － 4

江戸時代→1: 活共同の契機として（自治のllii|)!i;ir圈 ）

自治行政制度 としての五人組により火の界・夜川り、下水・井パ

の管理が行われ、また、町内に慶弔等があると向こう三好両隣で共

同で協力してとり行われていました。

明治近代の公共的自治意識（公共精神）

小学校学制への協力として、校舎の選定、教員の採川、授業料そ

の他管理・運営等を町会が遂行している例が多くみられました。

都市化の契機― 環境問題と災害（地域共同の要素）

町会の前身のひとつとして衛生組合があげられます。ここでは、

塵芥掃除、消毒、予防＼禎 、蝿とり等の事業が行われていました。

関東大震災を契機に「隣保団結」がはじまり、夜警や米の配給から

火の川心、術生の世話さらに文化事業へと進展しようとしていまし

た。

戦争の影響一 官製糸旧制ヒの弊害（画一化と末端機構化）

戦時行政体制にとりこまれるなかで市町村の補助的ド部糾版とし

て位置づけられ、上位ド達的な側面を強くし、人政翼持会のド部組

織という性格も担っていきました。

戦後の町← 廃止と復活

戦後、町会・部落会及び隣組が一斉に廃止となりました。その後、

昭和27年町会廃止の政令が失効するのに伴い、生活上の必要性とい

から復活していくことになりました。戦後の生活混乱期は防

境、・衛生などの問題が多く、それを共同で解決していく地域

同組版がかつて以上に求められていたのです。
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『町内会・自治会』の現在
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町会・自治会災（平均年令） �63.7 歳
ノ300
万円前後

ノ

!l-|政規模（一一町会・自治会当たり）

４

．
j

55:')

兵,卜-■-
■* I   .?
丿A'j/

…
……,;iJミ

.;t:

R

一 一 一

現在板橋区内にはヽ 町会 ’自治会が229団体ありヽ 防災ヽ防犯、防

火、清掃、青少年の健全育成等地域社会に多大な貢献をしてきてい

ます。

さて、それではヽ 町会 ’自治会の活動はどのようになっているの

でしょう。町会・自治会長への意識調査の結果をみると、まず、町

会・自治会の日常的活動には主に以下のような項目を回答として選

んでぃます。行政連絡め周知徹底、町内の美化・清掃、募金、防犯・

防災、青少年対策、旅行等の親睦ミ町内のもめごとの調停などがあ

げられています。

次に、現在重点をおいている活動には、青少年対策、防犯・防災、

旅行等の親睦、募金、清掃等があります。

さらに、将来重点をおきたい活動は、一人暮らしの老人のお世話

等の福祉活動、外国人を受け入れる活動、各種グループ・団体・人

のまとめ役的な活動、婦人を中心とした学習、公園づくり、環境問

題への対策、PTA や市民サークノレとの共同 イベント等があげられ

ています。

町会・自治会の平均像は？

板橋区内には、さまざまな町会・自治会が

活動しています。 そこで、アンケート結米か

らその・I'-均匝をとってみると………
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『|町内会・自治会』の周辺と

後続グループ
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今まで、「町内会・自治会」について述べてきましたが、地域における活動はそれだけ

ではなく、さまざまな数多くの活動が展開されています。それでは、その周辺の活動を

意識調査の結果をもとに述べてみます。

周辺として、板橋区婦人団体協議会、板橋区婦人学級連合会に所

属する団体があげられます。

女t生の活動は、特定の婦人活動のみならず、町会活動の実質的な

部分を占めています。町会の現在の重点活動のひとっであるボラン

ティア活動や町会のサークル活動は、女性の参加によって多くが担

われています。

さて、それではどのような目的で活動しているのでしょうか。

町会運営への協力、地域の親陸、婦人意識向上、、学習、啓蒙、ボラ

ンティア活動といったところがあげられています。

活動のテーマは、家族の謝礼 環境問題、高齢化社会における婦

人の役割、高齢者問題等が多いようです。

また、実際の活動内容は、町内の防犯・防火活動事業への＼l,h力、

祭や盆踊りや運泗丿会 といった親陸活動へのI迄力、映画会、講演会、

バザーの開催、地区パトロール等多彩な分野に及んでいます。
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さらに、コミュニティ活動としての後続グ片－プとして新m 代が

担う各種のグループ・サークル活動、PTA があげられます。こう

したグループはどのような活動をしているのでしょうか。

(1)PTA

FfA 絹Mm 地ヽ域と深く結びO ゛`ておりヽ ボランティア活動や福

祉活動など本来の守備範囲を越えた活動への志向性もみられます。

また、PTA 活動の修了者にはヽ町会婦人部で活動する人々が多く、

その意味でもPTA 活動の持つ意義は大 きいものがあります。

活動の内容としては、児童の校外生活の充実と地域環境の向上に

努力、登校指導、交通安全活動、夏休みの学区域のパトロール、会

員相互の研修と親睦、成人教育、夏休み地区別子供会、レクリェー

ション企画等があげられます。

また、活動の場としては、各学校の教室や図書館、出張所、集会

所を利用しており、活動の施設難もあげられています。

(2)ボ ラン タ リー ア ソシエ ー シ ョン

区内には、様々な文化、趣味、スポーツ、レクリェーション団体

等の各種グループ・サークルが活発に活動しています。活動の担い

于は、2o歳代・io歳代の新吐代の女性たちも多く、人と人とが活動

そのものでっながっている「ゆるやかな結びっき」であり、地域へ

目が向けられ、地域白治参加への意欲もみられます。

活動としては、消費者運動、福祉、児童教育、自然保護、レクリ

エーション、絵画・手工芸、各種スポーツ、俳句・詩吟・和歌、各

種公害対策、古典芸能・史跡保存等と幅広い分野に及んでぃます。

ボ ラ ン タ リ- ア ソ シ エ ー シ ョ ン と は ？
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コミュニティ組織の位置づけ

ここでは、 コミュニティ組織を一般的にみた場合、 どのように整理することがで きる

かに二）いて考えてみたい と思います。

コミュニティ組織を大きく分けると理念モデルとして3 つに分けることができます。た

だ、これはあくまで理念モデルなので、現実のmm. 化の状況 と必ずし も一致しているわけ

ではありません。重要なことは、このような観点からコミュニティ紐織をみることです。a

地区包括型（硬い紐版,

このタイプは、全戸自動加入という自治体的特質、行政の末端機構としての役割をもち

ます。法的には、民間の任意団体のひとっでありますが、一枚岩的な組織として動員・統

率力が強く、組織や活動が安定的・継続的に展開できる性質を持っています。しかし、住

民の自由で創造的なコミュニティ活動を引き出しにくいとか、行政経費節減のための下請

け末端機構とも受け取られやすい等という性質もあります。

^　　b 住民自治協議会型（柔らかい 讃k、人と組織）

、。　　　 町会など核となる中心組織があるわけではなく、どの任意団体も同等の責任と発言権を

・もつヨコ並びの協議体であり、団体に属さない住民についても個人としての参加が認めら

れます。住民の多様な関心や自由な創造性が発揮され、住民自治の育まれる可能性が人き

いが、自治意識の定着が必要です。

i c 人とネットワーク型 組m の脱構築） 。

個人は、いずれの団体にも固定的に組織化されるわけではなく、そのときどきで必要な

組織活動に参加できるような人と情報のネットワークを持ち合わせて、各々が各々の判断

と責任においてコミュニティの組織化に流動的かっ持続的に参加できます。

他 地 区 の 事 例 ………貳 鳶区-こは、コミュニティ活動をすすめていくために推進母体としての組織と

。　　　　　　　
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次に、行政 と地域を結ぶ「中間組織」「中間施設」について考えてみます。

コミュニティ活動を考えていく場介には、住民みずからが主体になって結成する組織あ

るいは自覚的な活動が必要とされます。その際に行政側と住民側を取り結ぶ、言い換えれ

ば公と私の間をつなぐ「共」の領域を豊かにしていくことがコミュニティ活動を活発にさせ

る素地となります。その意味で「共」の領域にたち、行政と住民の間の「中間組織」、そして

活動の拠点となる「中間施設」の持つ意味を熟慮することが重要ではないでしょうか。

中問組胤 中間施設には、前述のa.  b.  cに対応した形で、3 つに分けることができま

す。 そして、趨勢としては都巾型社会に変化していく地域ほどa →b →c という移行が見

られます。

＼中間組織　i

a 地区町会連合会方式

「行政一町会迎介仝一町内会丿ド民」という　莞 のたてわり型の糾織構造が成立してい

る場合、町会連合会が「共」となります。この場合、伝統的な近隣環境維持 システムとし

て有効な機能を発揮します。

b 地区協議会方式

地区ごとに協議会すなわち町内会・自治会を含めて個々の団体がよこ並びの同じ立場で

地域の問題を協議していきます。

c センター方式

「共」を住民をまとめる組織としてみるのではなく、人と情報を連環する結節点 として考

えます。後で提案する?「市民生活会i義」‥もその一つです。

丿郷呻吟］

a;出張所中じ'ダ

中間組織 をささえる中間施設として、出張所を位置づけています。出張所的機能を中心

にして地区内の各施設を結びつけます。なお、施設は公共施設だけには限りません。

b 地区 七以タ加 齢ばミ・ユニデ^ センター中心r

いわゆるコミュニティセンター、区民センターを中心にして活動を行います。

(ジま'ちづ1く‥・り'センター中心'

まちづ くりセンターは、施設的意味あいもさることながら、メディアとしてのセンター

として位置づけ ます。各層住民・組織の結節点であり、地域に開かれた「市民サロン」的'i

■川等をもちます。
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いたぱし方式の
コミュニティ組織
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Q 都市型社会の自治
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板橋区は23区の中で も地域行政の展開に熱心に取り組み、実績を

あげてきました。地域のレベルでも、、1987年に発表された「地域か

七らのメッセージ・いたばしコミュ平テイ白書J'で̂明らかなように、

各世代にわたる住民が、地域を舞台にさまざまなコミュニティ活動

に参画しています。例えば若い世代の家庭の主婦を中心とした読書

グループやボランティア活動は、在米の重厚長大型の町内会・自治

会活動からすれば、軽薄短小型に映るかもしれません。しかし地域

に未だ馴染みのない団地住まいの主婦が、たまたま立ち寄った公共

図書館が縁で読書サークルに仲間入りをして、その読書サークルが

やがて点字や手話を勉強する場をひらき、主婦がひとりのボランテ

イアとしての役割を自覚するというケースも少なくありません。多

様な生活の背景と劃丿機づけをもつ住民が、背仲びや無理をせず、身

の丈に合ったコミュニティ活動に参画すること力r望ましいのです。

地域全体に影響力のある町内会・自治会活動を中心とすると、小さ

なサークルやクラブ活動は周辺とか、背後にあって目立だない存在

となりますが、地域に目をこらして見ると無数の多様なー「草の根」

、.1舌̂動が息づいていることがわかります。ひろい意味
でのコミュニテ

イ活動の裾野の拡がりと言えます。
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Q 板橋区の町会・自治会

商工業系の既成市街地を初めとして、町会・自治会がコミュエテ

ィ活動を支える中心組織として、大きな役割を果たしてきました。

また、行政組織と結ぶ住民組織 として、実績において最右翼の位置

にあります。

しかし、アンケート調査等からみると、住民の町会に期待する比

重は低下しつつあり、また、地域問題の複雑さに加えて。問題解決

の団体組邱kやルートも多様化し、さらに、町会の制度的慣行や町会

長の高齢化に伴う統治能力が衰退してきています。

町会・自治会の全区レベルでの活動実績をもつ板橋区においても、

時代の大きな流れ、地域社会の大きな変化にあって、町会・自治会

のありかたを住民自治のコミュニティ活動の原則に照らして抜本的

に見直す峙機にあることは、確かです。

Q 住民自治協議会型への移行

行政と地域を結ぶ中間組織のありかたとして、地区協議会方式が

すすめられます。

同方式は、地域に根ざす多様な住民自治組織の生成・展開を背景と

しています。各集団・組織が横に結び合うなかでどのような洗練さ

れた新しい協働のルールと仕組みを築くかが、重要です。町会・自

治会も、この協働の一翼を担うときに、地域の運営と調整能力にお

いてそのストック＝蓄積を発揮できるはずです。
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L

Q 新世代に見るネジトワーク組織とは

レフ戸以 ワヽ“L- ブ

ヘの昨-:)

y ・:
引

第一次ベビーブーム世代以降の新吐代においては、「町会」ばなれ「PTA 」ば

々回 善 奏 姐 浄 ）気分がつよいと言えます。かれら新世代は、一定の地域。s

●’
一定の組織に縛られないで、自らの関心・興味、あるいは生きかたと共感のも

て る複数のサ¬クノy、、そして人 と人との結びつきを求めています。このような

「人」冲心のネットワーク型のコミュニティ活動においては、活勁を支える組

織のありかたよりも、1人やサr クノレが直接に接触をもつコミュニティ・センダ

ン¬等の「施設・装置」の問題が、浮き彫りされてくることになります。
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Q「いたばし方式」をどう 考えるが

「いたばし方式」としての中間組織は、町会・自治会の活動実績

および地域運営の調整能力に期待して、町会・自治会が主要なー翼

を担いつつも、コミュニティ関連組織の地域横結的な連合・協議会

方式を提案しますj

「人」中心のネットワータ」協議会との繁峠りを求めるには、各

協議会を構成する単位集団・組版、及び関連集団・糸図kのリーダー

/り口当り やしら、v 驚

卿1:い い 僕 力持 が

リ
升ヽ/ぐり/I 江口・'り

謳階 七半

叶川ぺ 冷貼
≠L付こ乍

かv吟伊̂

格を含めメンバーシップをもつ住民が、一旦、所属の集団・組織の

立場を離れて、ひとりの「個人」「市民」の資格において横割の人的

ネットワークに参加します。地元の町内に帰哨βΥ仝の会長とかPTA

、フイ共会、 地域生＼ii,の役員であっても、この人的ネットワーク

では、あくまでもひとりの「市民」-として地元の集団的利害や枠組

みに縛られません。ひろい視野と柔軟な行動の幅で、個人と個人と

の自由な結びつきの図られることが、当の個人にとっても新しい市

民感覚を身につける好機会となります。

人々にとっての一種の「たまり場」「市民サロン」では、個人と個

人との面識による親交機会とともに、さまざまなテーマをめぐって

情報の交換が可能です。学習仝、公開シンポジウム、広域にわたる

住民運動への参加、福祉ボランティア活動への応援その他、さまざ

まな「こと」おこじを通じて、コミュニティ活動の環境づくりと活

劇訪目互の連携化も可能となります。

肺 公式七;ク舛 分mi-oj^ 肺 副 自 涜 議ニの場似、人を通じてや

や硬直化しがちの「協議会」方式を刷新化することになります。地

域に必ずしも根をおろしていない公式モ^n-夕` とててのこ£協議 舗

政蘇ど）存在は、やや中宙り状態の『市民生活会議
』に安定的な

基礎

を提供することになります。
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一 一

S

Q「いたばし方式」に向けての提案

「いたばし方式」のコミュニティ関連組織としては、最終的に、組織中心の

地区住民協議会＝公式セクターと、「人」中心の市民生活会議＝非公式セクター

とのゆるやかな二層性において捉えます。新世代を中心とする自発的なサーク

ル活動およびそのネットワーキングについては、新しい装いをもつコミュニテ

ィ・センター等の施設・装置を回路として、さしあたり市民生活会議への接続

が可能となります。
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Q コミュニティ推進策

地域を土台 とした地区協議会 と「人」 中心の市民生活会議 との二

層性
ヽ
この: ■.oの独自の組み合わせが

ヽ ゆるやか
なニ2ミュニティ関

連組織の釧 本像 とな ります。

伝統的商業地 などで、町会 ・自治会、商店仝 組織が全体 のイユシ

アチブ をとっ てい るところで は、地区協議 会の土台の比重が高くな

るで しょう。団地や新興住宅地域では「人」 中心のネットワーク、

市民牛活会議 方式 に比重 をかけ る方が無理がないで しょう。

新 旧

議会の 他の単位集団 ・組 織と同列に横並びす るのは、新 吐代の価値

意識 からしても未だ無理があ ります。 新吐代の一つの根拠地 として

は、 コミュニ ティセンター、 まちづ くりセンターを回路 として、「人」

中心の市民生活会議、コ ミュニティ・フォーラムに「個人」 として

参加す るこ とが望 ましいのです。

市民生活会議のた まり場、市民サロンがコ ミュニティ・センター

等 におか れる場合には、新吐代を中心 とするネットワーク型のサー

クル とも相互 に結び合 う機会が、 よりひらかれることになるで しょ

う。

ネットワーク型の新 住民が、市民生 活会議 の住民 と、やはりひと

りの「市民」 として人間関係の調整が可能な場合、 間接的 ながら地

域に根 をおろす住民組 織のプ ロジェ クトに参加す る機会 も無いとは

い えません。

町合・自治会等の住民組 織に とって も、二重、三重の回路を通じ

て、これまで無縁と思われた新匪代との連携化の道がひらかれるに

りません。このような川路が有効に機能するためには。;=2

イ環境条件の設鴬が町会・自治会等に求められています。

k
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Q まちづくりセンターと地域担当職員、
コミュニティ・リーダー

糾 廿 丿万犀 参

か
こ
妙

。

●　　　 ＼'、`

ま ち づく り セ ン タ ー 構 想 づく り

広い意味でのメディアとしてのまちづくりセンターは、施設自体

のありかたはもとより、出張所、コミュニティセンター、図書館、

ボランティアセンター、各種民間施設・機関との有機的連携化が求

められます。「私」と「公」を結ぶ巾問施設としての性格をもちます。

したがって、かりに行政系列の公共施設としてスタートしても、住

民自治のコミュニティ活動の原則にてらして、公私の闘助のしかけ、

仕組みづくりが必要です。

地区担当の自治体職員、コミュニティ・リーダーのあり方

職員のありかたとして、外向方式と言われる、地域を現場とする

総合サービス業務、とくに対人サービスの対応能力が必要です。

j竺j

て　 乱 綸　　 コ.ミ-^.平ティ・リーダ ー について も人間関係の調整能 力 とか，人

二.　　I
    沁 ズ丿 ，や組 織を結ぶ総 合的 な視野や行動力「ヽパ

― ソナリティ」「個性」の魅

り..., ∧` ダ
・り守こ　 力が求 められます．

ii  - ?ぐ・りか
こ

(7<i^ 疼
な＼f^　　　　　　

行 政 と 民 間 と を 仲 立 ち す る 第3 の 分 野<7) リ- ダ ニm 門 家! ↓こ団)

！ かr -z ,J < た ノ　　　　　　　
八V をβ=1　.'13 ` lltih・It/lZ Lタ1.1111 + .'.Iし<l!ll y、1・1・I こ　I.   -   I - ナ. h　t.-4-　　 ～ ぶ、J　〃'.ぼ,逞 加

y か・川川'£
の登録、派遣制度がk り な役涜||を担うようになります。こうして、

人材バンク、リ頁脳バン列圓度の創設が求められるようになってきて

いるのです。

｀　　　　　　＼1……='、………i.七、こ、・オ>' -   ' で'ク

ま ち づ く り セ ン タ ¬ ◇A

い　 雨 ……
……1
・、
フ上卜 ………7・・'f-

まちづ くt) ムセジタニ は
・
、
八 乱V})・る コ ミュニ テ ィセン

タ- や 区民セン ター といっt: 辿 設 と同義 で はない。 ま

ちづくりセン ターは
、 よ りがま

‘ざ まな機 能 を もっ てい

る。例 えば専門知 識 を もつ 公‘ミュニ ティ ・ リ ーダ ーの

蓄積、
、
地域情 報の提供 。問題解決 能力、レシ調査機 能、・ ま

へ　　　 ：　　　　　　 ≒　　　　":"■,■'■■     '・　 ．．

で　　　　　　　　 バブ …… 、・・.jy`

”　　 二　　 ｀　’　 ・I 「レI**-'-・・・ ブ́ ．

報 を も つ表 白 換 蒔h しr の 機 能6 求 めプら れs 。

こ う し た 機 能 を も つ ひ と つ の 例 を あ げ る な ら 、（ 社 ）

奈 良 ま ち づ く り セ ン タ ー が 参 考 に な る ． こ の セ ン タ ー

の 目 的 は 、 地 域 の 中 で ま ち づ く り を 進 め る こ と の で き

る 人 材 を 発 堀 し 、ダ その ま ち づ くごり を 支 援 す る こ と で あ

たヽ 集命機能 と（ で＼i下駄履 が感覚φ^ 谷でIよなく気 心．すなb ち沁 摂 匈 啓 黒坪制 を̂中心と
に 細 査研・

持ちを一新する市民サロン等 もあげらぶる．プ ランナs 鳶 機能,m 夕く尤ぶΞ池� 機能芦 を持つ． ‘……j

・ ●・　ぐ.
，　’“
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Q コミコニテで形成への―z)の試み

としてのワークショップ

今までコミュニティ組織のあり方について述べてきました。最後

にこうしたコミュニティ組織を形成していくための1 つの方法とし

て「ワークショップ」を紹介しておきましよう。

ここでぃうワークショップとは、作業を什う集会の意味ですが、

この方法はコミュニティ活動を活性化するうえで大変有効であると

考えられています。　というのは、ワークショップ自体が定式化され

ない部分での活動を重視するからです。このワークショップの役割

を整理すると、

ア。ワークショップにより、参加者の相互理解をすすめ、これに

より良い人間関係を創り出すこと。

イ。ワークショップにより、体験の共有や共同による創造的活動

を行うこと。

ウ。コミュニティ活動の中に、以上のようなワークショップの機

能を活かすことにより、コミュニティ活動の円滑化や、活性化

に役立つこと。

となります。

板橋区で63年度に「コミュニティマップ作成」’事業を予定してい

ますが、この事業にワークショップの手法を活用してみることも可

能です。　しかし、実施には受入の素地も合わせて必要な条件と言え

ます。

ワークショップは、単に合意形成の技術的方法として捉えるだけ

でなく、ひとびとがいかに俐造的にコミュニティに参加しうるかを

さぐる方法としてとらえることがより大切です。

ワ ー ク シ ョ ッ プ と は ？

workshop  とは、 もともと工場、仕事場、研究集会、 など身体による表現をしたり、何らかの活動が中心を・

討論会を意味する。しかし、ここで取り上げるワーク　 占める点であ る。'それらの活動は、広い意味でwork

ショップは、目的をもって参加する人々の活動を通じ　　と呼ばれるものであ り、 それを行う集会 という意味
で、

て共同体験、共同創造の集会を意味している。　　　　 ワークショップ と名づけられたとも言える。

このワークショップには、固定した集会の形式があ　、 ワークショップには、r演劇ワ÷クジョップy 街の点1

るわけではない。座うて討議をする通常の討論、集会^ 検ワーク・> a ップ' 身体表現ワークショップなど様々

と異なる点は、絵を描いたり．KJ 法を行ったり、寸劇　 な方法が開発されてきている。
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板橋区では、今回この「いたばし方式に向けての提案」を受け、

今後板橋のコミュニティの推進のために、全庁的に取り組みます。

コミュニティ活動を擢進していくためには、幅広く住民の方々に参

加、協力していただくことが必要です。

区としても、区内の様々な団体や刄門家とともにコミュニティ活

動の推進のための住民組織の設置に向けて研究していきます。

また、コミュニティ活動の基盤は地域社会であり、身近な地域の

方々とともにコミュニティについて語り介い、考えることが入りJで

す。区内の18出張所を中心に、地元の町会・自治会、各種サークル、

グループ等に呼び掛け、コミュニティについ乙副義を深めていきま

す。

さらに、- 一般の区民の方々に参加いただき、コミュニティの意識

を鳥めていただくため、コミュニテf ・ ミニ・シンポジウム竹も開

催いたします。

是非、それぞれの場で区民の皆様の積極的な参加により、板橋の

コミュニティの推進にご理解とご協力をお願いします。

5,iJ



第H 部　 参 考 資 料 集



卜 集 まちづくり・地方自治制度年表

4
　

●
船
協
市
、
婦
人
に
閔
す
る
施
策
を
総
合
的

汁
画

的
に
推
進
す
る

た
め
、
「
女
性
担
当

帛
‘
を
設
置

1
宮
城
県
．

ス
パ
イ
ク
タ
イ
ヤ
対
策
条
例
制

定

6
　

●
大
阪
巾
、
大
阪
湾
で
令
国

初
の
ダ
ブ
ル
ハ

ン
ド

ー
レ
ー
ス
、
大
阪
湾

メ
モ
リ
ア
ル
・

ヨ
ッ
ト
レ
ー
ス

ー
F
妨
心

ご
フ
ン
ド
サ
ッ
ト
を
利
用
し
た
緑

の
火
態
調
査

H
　

●
冲
戸
巾
、
フ
ィ
ラ

デ
ル
フ
ィ
ア

と
経
済
文

化
協
定

1
2
　●
柏
巾
、
市
民
向
け
条
例
集
を
発
行

‐

｝
九
八
七
年

3
　
●
艮
叫
巾
．
イ

ベ
ン
ト
企
画

で
商
工
振
興
公

杜
没
吹

●
岡
岫
巾
、
岡
崎
記
念
吽
開

幕

●
米

凪
祁
府
中
市
、
円
高
差
益
全
額
か
巾
民

に
還

几

●
災
野
心

、
円
高
差
益
で
小
学
校
の

パ
ソ
コ

ン
等
購
入

4
　
●
岫
台
巾
．
イ

ベ
ン
ト
誘

致
で
「
仙
台
コ
ン

ペ
ン
シ
ョ
ン
ビ
ュ
ー
ロ
ー
」
発
足

●
福
川
巾
、
国
際
交
流
協
会

が
発
足

●
］陥
島
山
、
白
鳥
の
里
親
制
度
を
創
設

●
川
崎
巾

、
ワ
ン
ル
ー
ム
マ
ン
シ
ョ
ン
の
建

築
指
導
要
綱
制
定

5
　

●
札
帆
市

、
国
際
交
流
基
金
を
設
置

6
　

●
高
映
巾
、
奈
国

初
、
民
間
の
協
力

で
「
森

林
銀
行
」
創
設

●
神
戸
山
、
産
業
・
業
務
用
地
．
コ
ン
ペ
方

式
で
分
讃

●
n
砺

巾
、
土

地
信

託
で
東

京
寮
建

て
悸

・
疋
．
巾
町
村
で
初

I
岐
り
県
、
「
地
域
活
性
化
ア

イ
デ
ア

事
業

昭
和
六
二
年
■
6

●
外
国
の
地
方
公
共
団
体
の
機
関
等
に
派
遣

さ
れ
る
一
般
職
の
地
方
公

務
員
の
処
遇
等

に
関
す
る
法
律
制
定

12

●
第
二

一
次
地
方
制
度
調
を
会
「
地
方
行
財

政
に
関
す
る
当
㈲
の
措
置

に
つ

い
て

の
答

申
」

コ
ン

ペ
’
を
開

催

7
　
・
 
!
g
片
巾
．
民
川

の
イ
メ
ー

ジ
ア
ッ
プ
事
業

に
補
助

8
　

●
j
i
.
!
I
.
-
=

廸
築
デ
ザ
イ

ン
相
談
□

を
配
置
9

●
神
戸
市
、
余
叫
初
、
七
人
ホ
ー

ム
火
災
通

報
シ
ス
テ

ム

●
川
‐

市

、
ま
ち

づ
く
り
基
本
条
例
制
定
へ
1
0

●
埼
玉
県
、
令
川
初

の
埼
玉
県
シ
ル
バ
ー
サ

ー

ビ
ス
情
轍
公
社
を
設

立

H
　
I

京
都
巾
、

「
匪
界
歴
史
都
市
会
議
」
開
催

●
高
松
市
．
「
国
際
赤
潮
シ
ン
ポ
」
開
佻

1
2
　●
横
浜
市

に
国
立
国

際
会
議
場
の
建
設
決
定

■
一
九
八
八
年

3
　

●
埼
玉

県
、
「
さ
い
た
ま
は
覧
会
」
開
催
、

各
地
で
地
方
厚
ブ
ー
ム

4
　
●
神
奈
川
県

・
熊
本
県
、
職
貝
の
相
互
交
流

を
開
始

5
　

●
新
潟
県
中
条
町
、
ア
メ
リ

カ
の
巾
イ
リ
ノ

イ
大
字
ｔ
誘
致
、
開
設

●
島
根
・
鳥

収
両
県
の
中
海

・
穴
遊
湖
ト
拓

事
業
凍
結

●
横
浜
市
、
全
国

で
初
め
て
ア
ス

ベ
ス
ト
除

去
の
指
針
を
発
表

●
広
島
、
松
山
、
大
分
の
各
市
間
、
コ
ミ
ュ

ー
タ
ー
航
空
か
ス
タ
ー
ト

7
　

●
鹿
児
島
市
、
「
国
際
火
山
会
議
」
開
催

●
練
馬
区

、
有
料
会
員
に
よ

る
相
皿
扶
助
シ

ス
テ

ム
導
入
の
「
練
馬
区
福
祉
公
社
」
設
立
8

●
横
須
賀
市
、
鳥
校
生
向
け

に

’
エ
イ
ズ
読

本
．
　
^
作

成

●
松
山
市
．
令
圃

公
募
の
「
坊
っ
ち
ゃ
ん
文

学
賞
」
を
制
定

●
武
蔵
野
市
、
長
期
計
画
で

タ
ウ
ン
ウ
ォ
ッ

チ

ン
ク

●
福

岡
県
山
川
市

、
政
治
倫
理
条
例
町
決
、

資
産
公
開
を
家
族
ま
で
広
げ
る

昭
和

六
三
年
－
4

●
地
方
自
治
法
施
行
令
改
正

合
築
制
度
の
対
象

拡
大
、
収
納
代
理
郵
便

官
署
及

び
収
納
事
務
取
扱
機
関

制
度
の
削

設
、
退
職
手
当

の
小
切
手
払

5
　

●
第
二
一
次
地
方
制
度
調
査
会
「
地
方
公
サ

団

体

へ
の
権

限
委

譲
等

に
つ

い
て

の
答

巾
」

「
地

方
行

財
政

と
税

制
改
革
の
あ

り
方
に

つ

い
て

の
意
見
」

「
社
会
経
済
情
勢

の
変
化
に
伴
う

基
礎
的

自
治
体
（
地
方
公
共
団

体
）

の
あ
り
方
に

つ

い
て

の
小
委
貝
会
報
告
」

9
　

●
仙
台
市

を
指
定
都
市
に
指
定
す

る
政
令
閣

議
決
定

今
国

で

一
一
番
目
、
施
行

は
昭
和

六
四

年

四
月

一
日

5Vi



一 一

興
協
4
ぷ

発
足

1
広
島
市
、
中
小
企

業
経
営
指
標
を
作
成

●
北
九
州
市

、
技
術
開
発
振

興
肌
令
を
削
設
6

●
山
口
県
、
産
業
デ
ザ
f

ン
振
興
M
会

か
発

●
プ 北 足
海
道
夕
張
市
、
「
石

炭
艇

史
村
」
オ
ー

ン

8
　

●
埼
玉

県

神

泉

村
、

空

き
缶

川

収

デ

ポ

ジ

ッ

ト

方

式

を

導

入

9
　

●
富

山

県

、

今
国

で

初

め
て

職

業
訓

練

校

に

メ

カ
ト

ロ
機

導
入

H
　

●
大

阪

府

狭

山

町
、

ゲ

ー

ム
セ

ン
タ
ー

規

制

条

例

を

施

行

一

一
九

八

四

年

3
　

●
鹿

児

島

県

与

論

町

、

。
な

ん

で

も

一

番
■＊

を

認

定

、

英
国

ギ
ネ

ス
ブ

ッ

ク

に
な

ら

っ

て

、

町

内

な

ん
で

も

一

路

奮

眼

め
た
I

∃

ロ

ン

ー
ギ

ネ

ス
」

制

度

を

発
足

4
　

●
岩

手

県

ご

二
陸
沿

岸

市

町

村
、

第
三

セ
ク

タ
ー

方

式

に

よ

っ
て

黛

国
初

の

マ
イ

レ
ー

ル

「
三

陸

鉄

道
」

間

欠

●
熊

本
県

、
U

タ

ー

ン
ア

ド

バ
イ

ザ
ー

制

度

を
開

始

7
　

●
福

岡

県

春

日
市

議

会

で

プ
ラ

イ

バ

シ
ー

保

護
条

例

が
成

立

8
　

●
京

都
市

、

占

都
保

存
税

で

自

冶
人
一
り
…に

許

可

申

請

9
　

●
三

鷹
市

、

武

蔵

野
市

．
I
N
S

の
実

験

開

始

1
0
　
●
福

岡
県

春
‐

市

で

プ
ラ

イ

バ

シ
ー
保

直

条

例

施
行

●
神

戸

市

、

神
戸

ワ

イ

ン
売

り

出

生

、
「
株

式

会

社
陣

戸

ワ

イ

ン
‘

の
設
ｙ

に

と
む

な

っ

て
地

場

産

業

の

青

成

●
伊

丹

市

、

祁
巾

景

観

に

デ

ザ
イ

ン
審
か

制

が
登

場

H
　

●
伸

戸

市

、

小
学

校

拠

い‥
に
7

缶
川

収

”
ノ
、

12

巾
町
‐

の
ぱ
随
、
広

収
右
岬
‐
i

や
こ
入

り
染
、
事
務
の
共
同
処
理
体
制
の
充
実
に

つ

い
て

報
告

昭
和
五

九
年
一

●
第
二
〇

次
地
方
制
ぼ
調
査
会
「
地
方
行
財

政
に
関
す
る
当
面
の
措
置
に
つ
い
て
の
答

・
r

ム
4

一
7
、
タ

ー

ト

1
2
　

●

横

浜

巾

、

街

づ

く

り

コ

ン

サ

ル

タ

ン
ト

を

派

地

、

快

適

な

街

づ

く

り

か
干

す

め

る

巾

民

運

動

を

支

援

■

一

九

八

五

年

2
　

●

仙

台

巾

、・

道

路

粉

塵

で

全

国

初

の

住

民

検

診

3
　

●

高

知

市

．

都

市

美

デ

ザ

イ

ン

賞

を

設

に

●

岡

山

県

．

暴

騒

音

規

制

条

例

を

制

定

4
　

●

摂

沖

巾

、

パ

ー

ト

タ

イ

マ

ー

退

職

令

共

済

条

例

を

制

定

5
　

●

岡

崎

巾

、

我

が

国

初

の

匪
5
f
c子

供

笑

術

は

物

館

オ

ー

ブ

ン

6
　

●

川

崎

市

、

プ

ラ

イ

バ

シ

ー

オ

ン

ブ

ズ

マ

ン

を

条

例

化

へ

●

川

崎

市

、

個

人

情

報

保

護

条

例

が

成

立

、

政
<
f
p
-巾
で

初

の

条

例

化

●

京

祁

巾

、

古

都

保

存

協

力

条

例

の

施

行

川

日

を

ト
〕
月

一

〇
‐

と

決

め

る

9
　

●
横

浜

市

、

全

国

初

の

「
地

盤

沈

下

対

政

指

導

要

綱

」

制

定

●
宮

城

県

気

仙

沼

巾

、

令

同

水

産

地

城

シ

ン

ポ

ジ
ウ

ム

開

催

H
　

●
横

浜

巾

、

ゴ

ミ

収

集

に

全

国

初

の

ぶ

ミ

収

腿

世

気

自

動

車

」

を

試

川

1
2
　

●
千

葉

巾

、

い

じ

め

一

一

〇

番

を

設

置

、

い

じ

め

川

題

の

電

話

相

談

を

充

実

」

一
九

八

六

年

3
　

●
逗

子

巾

艮

リ

コ

ー

ル

不

成

立

●

和

歌

山

市

、

全

国

公

募

で

川

端

竜
f

賞

展

、

自

治

体

で

日

本

画

の

全

国

公

募

艇

を

開

く

の

は

奈
国

初

●
危

沢

巾

、

外

国

人

観

光

客

対

策

で

、

イ

ン

フ

ォ

メ

ー

シ

ョ

ン

セ

ン

タ

ー

や

案

内

標

識

の
J
j

．

外

国

譜

の

ベ

ン

ソ

レ

ッ

ト

宛

行

り
　

’
り

、

い
L
、
E
ー
t
q
y
R
4
7

蝸
川

」
l
．・
一
りヌ

312

昭
和
六
〇
年
－

●
地
方
公
務
は
定
年
制
強
行

●
地
方
公
彷
U
I

玖
済
組
べ
‥
泌
界
の
改
正

基
礎
年
盆
制
度
の
導
入

入

∵

川
・
一

施
行
）

昭

和
六

一
年
■
2

●
第

二

〇

次

地

ぢ
制

度

調

だ
公

「
機

関

委

任

事

務

等

に

係

る
小－
面

の

措

＞
"に

つ

い
て

の

答

申

」

機

関

委
～
‐
″
彷

の

整

理
ぺ
‥
川

化

、

地

方
議

会

及

び
監
＾
v
<：
z
の
関

リ

、

職

務

訣
行

命

令

訴
訟

制

度

の

改
竹

等

に

っ

い
て

衿

巾
5
　

●
地

方
［

治

泌

改

ぷ

ふ
に
I
胞

ヽ

り
ｔ

巾
汀
日
6
川
ｔ

り
Q
y

地方自治職目研修isss.  i　AH

5花



地方自治卵咬年喪まちづく り ・1≫隼

■
一
九
七
九
年

4
　

●
岐
Q
県
阿
児
町
、
町
政
人
材
銀
行
方
式
で

仕
事
分
町
民

に
灸
託

●
静

岡
県
掛
川
市
、
「
生

涯
学
桝
祁
市
」
亡

真
一［

●
大
分
県
、
一
村
一
品
運
動
開
始

●
神
奈
川
県
、
文
化
の
た
め
の

　　
％

シ
ス
テ

ム
を
導
人

5
　

●
北
海
道
苫
小
牧
市
に
、
野
鳥
の
聖
域

（
サ

ン
ク
チ
ュ
ア
リ
）
が
建
設

6
　

●
川
崎
巾
、
自
治
会
の
財
産
管
理
で
「
市
民

自
治
川
団
」

が
発
足

9
　

●
愛
媛
県
内
子
町

、
町
並
保
存
事
業
を
開
始

一

一
九
八
〇

年

3
　

●
愛
媛
県
西
条
市
、
市
民
手

づ
く
り
広
報
を

開

始

5
　

●
神
奈
川
県
、
県

の
施
設
か
市
民
に
開
放

●
神

戸
山
、
海
洋
放
牧
場
オ
ー
プ
ン

7
　

●
滋
買
県
、
琵
琶
湖
富
栄
養
化
防
止
条
例
施

●
北 行
海
地
夕
張
市
．
「
石

炭
の
博
物
館
」

オ

I

プ

ン

8
　

●
大
阪

市

、

自

治
休

単

独

で

は
じ

め
て

コ

ミ

ュ

ニ
テ
f

道

路

を
設

置

9
　

●
宮

城

県
ヒ

ヶ
浜

町

、

民

間

企
茫

と

共
同

で

日
本

切

の

ボ
ン

エ

ル
フ

道
路

を
設

置

1
0
　
●
都

、

ア

セ

ス

メ

ン
ト

条

例

を
制

定

●
愛

媛

県
内

子

町

、

町

並

保
存

条

例

を
制

定

■

一

九
八

一
年

2
　

●
宮

城

以

中
新

田

町

．

バ

ッ
ハ

ホ
ー

ル

誕

生

●
埼
K
1
0　
I占
陥
岡

市

、

令
岡

に
先

が
け

て
．

福

吐

バ
ン
ク

制

度
を

制

定

3
　
1

冲

戸

巾

、

ポ

ー
ト
ア

イ

ラ

ン
ド

陣
覧

会
川

催

4
　

●
武

蔵
町

市

、

福

祉
公

社

設

立

昭
和
五
四
り
■
4

●
自
治
省
「
折
広
域
市
町
忖
圏
計
画
¨

の
吊

定
要
綱
を
祁
直
町

県
知
慨
に
通
知

7
　

●
国
ヒ
庁

、

－
モ
デ
几
定
住
圈
計
山
’
の
吊

定
要
綱
會
通
知

9
　
●
第

　　
じ
次
地
方
制
度
馴
だ
会

『
新
し

い
旺

会
経
済
情
勢
に
川

応
し
た
今
筏
の
地
‐

け

財
政
制
度

の
あ
り
な

に
つ

い
て
の
答
巾
’

12H

昭
和
五
五
年
－

●
第

一
八
次
地
方
制
皮
調
在
会
「
地
万
‐

川

政
に
関
す
る｛

面

の
措
置
等
に
つ

い
て
の

答
巾
し

昭
和
圧
六
年
度
の
地
万

行
川

政
対
策
の
れ

本
的
な
を
え
方
、
当
而
の
諸
問
題
、
地
心

公
共
団
休
に
お
け
る
監
介
制
度
の
整
圃

昭

和

五

六

年

塵

●

地

方

公

傷
U

法

改

ぶ

地

方

公

務
U

に

定

乍

制

度

か
秀

人

●
第

一

八

次

地

方

制

度

調

＾

■
i
-
A
　
"地

方

り

川

政

制

皮

の

あ

り

力

に

つ

い

て

の

小

委
U

介

恨
4
)；

H
;
s
:^

s
:
-
5
F
;
c£
-
:
5
r
_
4
:
:
E

：
'
i£
:　
s

…

地

方

″

～

●
s
;＝
=
;
i
;

＝
＝
T
*
;屋

市

、

巾

力
圈

交

流

セ

ン

タ

ー

設

立
．

か

ら

い
し

交

流
開

始

8
　

●

中

野

区

、

自

治

体

初

の

「
非

核

部

巾

し

を

宣
一一［

1 0
　

●

東

大

阪

市

、

令

国

初

の

「
ラ

ブ

ホ

テ

ル

建

築

規

制

条

例

」

を

制

定

■

一
九

八

二

年

1
　

●

山

杉

県

西

川

町

．

ふ

る

さ

と

ク

ー

ポ

ン

版

売

事

業

開

始

2
　

●
札

幌

市

、

北

方

都

市

会

議

開

催

4
　

●
山

形

県

金

山

町

で

情

報

公

開

制

度

ｔ

実

施

●
京

郎

市

、

「

空

き

缶

回

収

条

例

」

施

行

7
　

●
會
…
山

県

利

賀

村

．

世

界

演

劇

祭

を

開

佻

●
静

岡

市

、

五

五

年

八

月

の

地

下

街

ガ

ス

爆

発

事

故

を

契

機

と

し

て

地

下

道

管

理

要

綱

ま

と

め

る

●
名

占

屋

市

．

街

路

灯

に

張

り

紙

防

止

の

特

殊

塗

料

●
鳥

知

県

窪

川

町

、

原

子

力

発

電

川

建

設

の

是

非

を

住

民

の

直

接

投

票

で

間

う

、

我

が

国

初

の

条

例

が

成

立

9
　

●
滋

賀

県

、

琵

琶

湖

研

究

基

金

を

創

設

●

浦

和

．

千

葉

、

前

橋

．

宇

郡
｛
呂
、

水

戸

巾

で

酋

都

県

都

市

市

長

懇

話

会

発

尾

へ

●
北

海

道

斜

里

町

で

「

日

本

に

お

け

る

ナ

シ

ョ

ナ

ル

ト

ラ

ス

ト

を

考

え

る

」

シ

ン

ポ

ジ

ウ

ム

開

催

1
2
　

●
大

阪

府

千

早

赤

阪

村

、

定

年

制

条

例

が

成

立

■

一
九

八

三

年

3
　

●
三

重

県

、

ま

企

業

技

術

者

の

国

内

留

学

制

度

を

創

設

●
堺

巾

．

今
国

で

初

め

て

の

政

治

倫

理

条

例

を

制
｛
疋
．

市

長

及

び

議

貝

の

資

産

公

開

4
　
1

陣

奈

川

県

で

情

報

公

開

制

度

ス

タ

ー

ト

5
　

・
-
K
i
J
^
-
J
l
l
I
n
n
m

…
J
f
c
i≪
p
4
n
i
B
^
E
;
i

ノ

フ

ト

？

工
t
^
　
'
.
1

＾

の
機
能
分
担

、
地
方
公
務
H

の
定
U

竹
理

及

び
給
ソ

水
準
の
適
小
化
、
鵬
た
制
度
及

び
関
連
諸
制
度
、
府
県
制
度

の
改
革
他

昭
和
五
七
年
－
9

●
第
一
九
次
地
方
制
度
調
査
会
「
地
方
行
財

政
と
行
政
改
革
の
あ
り
方
に
つ

い
て
の
意

ぎ

昭
和
五
八
年
■
5

●
地
方
公
務
n

等
共
済
組
か
法

改
正

地
方
公
務
u
共
済
組
合
連
合
会
設
立
、
定

乍
等
退
職
片
の
艮

期
綸
け
特
例

H
　
●
第

｝
九
次
地
方
制
度
調
在
会
「
広
域
行
政

制

度

の

あ

り

方

に

関

す

る

小

委

貝

会

報

h
3
‘
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

｛

5石



－

一
九
七
四

年

1
　

●
三
鷹
市
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
f

・
セ
ン
タ
ー
の

管
理
運
営
を
住
尺

に
委
託

3
　
●
江
戸
川
区

、
古
川

親
水
公
園
完
成

4
　
●
三
重
県
ご

二
年
計
画

で
環
境
調
査
、
私
曲

評
価
か
呆
几
取

り

5
　
●
冲
戸
市
、

わ
が
国

初
の
消
費
者
ぼ
I
果
例

制
定

7
　
●
北

海
道
池
田
町
、
ワ
イ
ン
城
完
成

8
　
●
や

莱
市
、
民
間
と
提
携

の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

・
セ
ン
タ
ー

一

一
九
七
五
年

4
　

●
人
村
市
、
四
〇
歳
以
上

の
未
亡
人
の
医
療

を
無

料
化

5
　

●
栃
木
県
茂
木
町
、
農
家
の
空
き
家
で
ほ
し

別
荘
事
業
を
開
始

7
　
●
姫
路
市
、
全
国
初
の
物
価
安
定
協
定
調
印

‐
I
　
●
岩
手
県
、

地
熱
発
電
で
全
国
初
の
公
害
協

定
締
結

圖
一
九
七
六
年

2
　

●
草
加
市
、
議
場
を
使
っ
て
巾
民
と
と
む
に

考
え
る
「
市
民
協
議
会
」
開
催

5
　

●
摂
津
市
、
「
住
民

自
治
課
」
を
新
設

6
　
1

神
戸
市
、
民
間
企
業
の
体
育
施

設

の
開
放

を
呼

び
か
け
、
実
施

1
0
　●
福
井
県

、
令
国

初
の
原
発
対
象
の
法
定
外

普
通
税
を
新
設

－

一
九
七
七
年

3
　

●
岩
手
県
遠
野
市
、
ト

オ
ノ

ピ
ア

プ
ラ

ン
を

打
ち
出
す

（
同

名
祢
は
、
昭
和
行
六
年
三

月
の
総
合
計
画
仙

隻
本
店
想
で
1
1
0
八
に
便

川
さ
れ
る
）

な
女
付
脱
の
あ
り
ぢ
に
つ
い
て
冷
申

昭
和
四
九
年
■
6

●
地
ぺ
自
治
法

改
ぶ
L

巾
氷

収
耶
特
別
区
長
公
選
制
の
採
川

②

祁
と
特
則
区

の
I
励

削
分
、
i
i
S配
属
職

口
削
ぼ
の
庭
止

③
山

か
収
拐
組
合

の
副

設

昭
和
五
〇

汪
－
3

●
地
万

悦
法
改
正

t
t

所
斑
の
創
設
等

S
巾
町
村
の
合
併
の
特
例
に
関

す
る
法
津
改

削灯
効
間
限
を

て
O
弟
川
延
艮昭

和

五

一

年
‐
6

●
第

∵
（

次

地

方
制

度
馴

だ

会

「
住

民

の

自

論

意
識

の

向
し

に
資

す

る

た

め

の
方

策

に

関

ず
る

冷

巾

」

地

方
議

会

議
員

の
選

挙

期
‐

の
統

一

、

半

数

改
選

制

、

コ

ミ

ュ

ニ
テ
f

対

策

の

推

進

等
圧

民

自

治

意

識

の
向
L

の

た

め
の

方

策

に

つ

い
て

答

申

昭
和

五

二

年
■
I

・
‐
目
冶
肖

「
人

祁

巾
川
四
辺

地

域

振

興
咽

域

」

川

度
開

始
、

四

圏

誠
1

定

S
　

●
地

り

白
柚

法

改

ぷ

咄

廠

余

廠
口

宝
履

り
よ

蜜

数
い
・
川

㈲

●
‥
も
1　
県
川
野
畑
忖
．
ア
ラ

ー
ム
人
学

テ

メ
リ

カ
ー
と
交
流
、
教
育
立
付

を
目
指
す
6

●
北

海
道

斜
坐
町
、
コ

○
○
平

ぢ
メ
ー
ト

ル
運
動
」
（
ナ

シ
ョ
ナ

ル

ー
ト
ラ
ス
ト
）

を
開

始

●
釦

歌
山
県
、
ス
ポ
ー
ツ
マ
ス

タ
ー

バ
ン
ク

を
発
足

7
　

●
川
崎
市
、
念

国
初
の
環
境
影
響
評
仙
条
例

を
緩
行

1
2
　一
兵

庫
県
四
脇
市
、
自
然
か

生
か
し
た
「
ク

ラ

ス
タ
ー
方
式
」
に
よ
る

ニ
ュ
ー
タ
ウ

ン

完
成

■

一
九
七
八

年

I
　
I

埼
玉

県

畑

和

知

事

が

「
行

政

の

丈
化

化

」

を

提

唱

4
　

●
藤

沢

市
、

財

団

法

人

「
生

き

か

い
福

祉

収

業

団

」

誕
生

●
郡

山
市

幟
員

の
自

宅

を
利

用

し

巾
民

と

の

連

絡

役

●
埼
玉

県
、

一
〇
市

町
村

で

株

式
公

社

を

般

立
し

ワ

イ

ン

づ
く

り

5
　

●
埼
玉

県
、
「
行

政

の
文

化
化

」
を

推

進

6
　

●
神

戸

市
、

巾

バ
ス

に
昼

間

割

引

定
期

券

発

行

7
　

●
秋

田
巾

が

シ
ン

ボ
ル

カ
ラ

ー

を
制

定

●
ク
ｙ

ン
ボ

ジ
ウ

ム

地
方

の
時

代
」
横

浜

市

で

開

催
、

長

洲

こ

一
神

奈

川

県

知

事
提

唱

．

「
地

方

の

時
代

」
が
流
一
U
m
と

な

る

9
　

●
横

須

賀
市

、

無
年

金

者

救

済

に
融

資

制

ぼ
1
0

●
群
馬

県
人

田

市
、

資

源

ご
み

回

収
報

償
金

制

度

を
開

始

1
2
　
●
宅

地
開

発
要

綱
無

視

の

マ
ン

シ

ョ

ン
建

設

紛
争

で

武

蔵

野
市

艮

起

訴

さ

れ

る

●
4

敷

市

、

南

ド
イ

ツ

の
城

塞
戌

し

た

街

づ

く

り

「
駅

前
再

開

発

嘔
ｔ

ご

人
ア

ー

ト

e
k
1
　八
川
中

叫
区

議

ペ
ベ

靫

打

か
‥‥
ぺ
の
県

公

議

決
を
暖
れ
る
契
約
の
塔
準
金
糾
石
州

に

引
L

げ

昭
和
五
三
年
‐
6

●
地
方
公
務
口
法
改

ぷ

職
貝
団
休
の
隅
成
以
の
範
囲
明

碓
化
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地方自治制度年表t ちづくり・特集

－

一
九
七
〇

年

I
　

●
神
戸
市
で
日
曜
市
民
相
談
室
開
設

2
　

●
長
岡
市
で
広
報

文
書
配
布
に
専
門
サ
ー

ビ

ス
貝
制
度
を
採
用

●
武
蔵
野
市

、
市
民
参
加

に
よ
る
艮
期
計
画

を
発
表

●
兵
庫
県

で
地
方
自
治
休
初
の
大
型
油
回
収

船
を
建
造

6
　

●
帯
広
市
で
買
物
公
園
を
棚
設

●
福

岡
市
で
夜
間
、
休
日
の
巾
民
苫
悄
相
談

に
「
夜
の
市
民

ダ
イ
ヤ
ル
」

を
開
設

7
　
●
神
戸
市
、
住
民
参
加
を
織
り
込
ん
だ
公
害

防
止
協
定
だ
仰
戸
製
鋼
と
締
結

8
　

●
札
幌
市
、
住
宅
公
団

と
巾

が
提
携
し

た
全

国

初
の
げ
た

ば
き
福
祉
施
設
完
成

1
0
　●
鹿
児
島
県
、
公
有
水
而
川
め
立
て
免
許
等

の
事
務
処
理
要
領

を
策
定

1
2
　●
岡
崎
市
で
七
〇
歳
以

上
の
す

べ
て
の
老
人

の
医
療
費
を
無
料
化

■

一
九
七
一
年

2
　

●
茨
木
市
長

の
リ
コ
ー
ル
成
立

3
　

●
東
京

都
教
育
庁
、
全
国

初
の
公
害
教
吋
‥書

を
作
成

●
大
阪
府
．
市
共
同
出

資
で
奈
国

初
の
産
業

廃
棄
物
処
理
公
社

が
発
尼

4
　
●
北

海
道
の
北
方
圏

セ
ン
タ
ー

が
北
方
圏
交

流
か
』ス
タ
ー
ト

6
　
●
四
日
市
市
．
条
例
で
モ
ー
テ
ル
建
築
物
規

制
を
実
施

7
　
●
岐
阜
県
松
野
町
、
モ
ー
テ
ル
規
制
条
例
を

制
定

咽
川
指

　
1
　拓

1
0
　●
第
一
三
次
地
方
制
度
調
だ
会

・
広
域
市
町

村
咽
及

び
地
方
公

共
団
休
の
連
合
に
関
す

る
答
申
」
「
都
巾
制
度
に
関
す
ろ
中
川
報

杵
」

昭
和
四
五

年
－
3

●
地
方
自
治
法
改
正

市
制
施
行

の
人
目
基
準
を
三
万
人
以

上
と

す
る
二
梁
間
の
時
限
法

4811

●
地
方
財
政
法
及

び
公
営
恥
盾
金
融

公
庫
法

の
改
正

公
営
競
技

の
売
上
金
の
一
郎
を
公
庫
に
納

付
さ
せ
、
公
庫
賢
金
の
利
ド
げ
を
行
い
、

公
営
競
技
収
益
の
均
て
ん
化
と
地
方
公
営

企
忿

の
経
営
旅
盤
の
強
化

を
図
ろ
。

●［

治
竹
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
構
恕

を
兌
表

●
第
一
四
次
地
方
制
度
調
在
会

・
人
部
市
制

度
に
関
す
る
答
申
］

大
祁
市
制
度
の
改
革
の
坊
本
的
ぢ
向
、
当

面

の
改
革
等
に
つ

い
て
答
申昭

和
四
六
年
■
4

●
自
治
竹
「
コ
ミ
ュ
ニ
テ
f

対
策
安
綱
」
を

発
尖

5
　

●
自
動
巾
雅
量
譲
与

脱
法
制
定

8
　

●
自
治
汽

奈
国
「

几
地
区
を
モ
デ
ル
コ
ミ

ュ
ニ
テ
f

に
指
定

（
昭
印
川
六
一

四

八
年

度
で
八‐
計
八
三

地
区

が
指
竃
さ
れ
る
）

8
　
●
枚
有
巾
、
全
固
抄
の
光
化
学

又
モ
ッ
ク
咳

書
者
へ
の
治
療
賛
市
費
負
担
を
実
施

1
0
　●
武
蔵
野
市
、
日
照
権
で
今
園

初

の
中

’凹
川

建
築
物
に
関
す
る
指
導
要
綱
策
定

●
八
王
子
市
、
全
国

初

の
ノ
ー
カ
L

ア
ト
火

施

ロ
ー
　
●
盛
岡
市
、
自
然
環

境
保
全
条
例
を
施
行

■

一
九
七
二
年

I
　

●
愛
知
県
、
今
国

初
の
半
ド
ン
廃
止
に
よ
る

隔
週
二
日
制
害
厖

6
　

●
旭
川
市
で
、
道
路

が
公
園
に
変
身
、
旭
川

平
和
通
り
買
物
公
園

の
開
園
宣
言

●
新
居
浜
市
、
公
害
協
定
に
オ
キ
シ
ダ
ン
ト

基
準

7
　

●
館
山
市
、
我

が
国
初

の
本
格
的
C
A
T
V

が
放

送
開
始

●
神
戸
市
丸

山
地
区
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ

イ

ー
ポ

ン
ド
目
標
達
成

●
滋
賀
県
山
東
町
で
ホ
タ
ル
保
護
条
例

●
東
京
都
品
川
区
、
区
長
準
公
選
条
例
可
決
8

●
川
崎
市
、
市
内

六
企
業
と
令
国

初
の
工
場

緑
化

協
定
を
締
結

■

一
九
七
三
年

1
　

●
北
海
道
池
田
町
営
C
A
T
V

ス
タ
ー
ト
3
　

●
福
岡
市
、
休
日
急
思

診
療

セ
ン
タ
ー
一
〇

大
都
市
で
初
め
て
開
設

●
仙
台
市
、
杜
の
都

の
環
境
を
つ
く
る
条
例

を
制
定

7
　

●
陥

島
県
三

島
町
．

ふ
る

さ
と
公
社

を
設

立
、

ふ
る
さ
と
運
動
を
開
始

9
　

●
宇
都
市
市
、
今
国

で
も
初
め
て
緩
衝
緑
地

帯
を
生
産
緑
地
に
活
用

昭
和
四
七
年
幽
1
0

●
第
一
五

次
地
方
制
度
調
査
会
「
特
別
区
制

度
の
改
革

に
関
す
る
答
巾
」

区
長
の
公
選
制
度
の
採
用
及

び
こ
れ
に
あ

わ
せ
て
措
置
す

べ
き
事
項
を
答
申

昭
和
四
八
年
■
3

●
地
方
税
法
改
正

住
民
税
の
減
税
等

の
ほ
か
、
特
別

土
地
保

有
税
か
創
設
さ
れ
た

7
　
●
地
方
公
営
交
通
事
業

の
経
営
の
健
全
化
の

促
進
に
関
す
る
法
律
制
定

公

営
の

バ
ス
几

び
路
面
電
車
事
業
の
財
政

再
建
、
再

建
債
の
発
行
を
認
め
、
四
ヒ
午

度
末
の
不

良
債
務
を
た
な
上

げ
す

る
。

11

●
第
一
五

次
地
方
制
度
調
査
会
「
今
後

の
地

方
行

財
政

の
あ
り
方

に
関

す

る
中

間
芥

申
」
土
地
対
策
、
コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
及

び
住
民
参

加
、
地
ぢ
公
侈
け
制
度

、
地
万
硯

放
ぴ
地

57.i



■
一
九
六
六
年

4
　
・

埼
玉

県
川
口
市
、
令
国

初
の
交
通
災
巾
‥共

済
制
度
を
発
足

5
　
●
武
蔵
野
市
、
住
民

の
直
接
請
求
に
よ
る
議

貝
等
の
報
酬
引

き
下
げ
条
例
案
可

決

6
　

●
大
阪
市
で
不

在
家
庭
児
童
会
を
結
成

●
兵
庫
県
で
不

法
建
築
に
給
水
制
限

1
0
　●
北
海
道
池
田
町
、
十
勝
ワ
イ
ン
か
缶
…販
H

］
　
●
横
浜
市
、
全
国
初
の
障

害
者
福
祉
セ
ン
タ

ー
業
務
開
始

1
2
　●
横
浜
市
、
市
民
生
活
白
書
を
発
表

■
一
九
六
七
年

9
　
●
神
奈
川
県
葉
山
町
で
八
〇
歳
以
上

に
国
民

健
康
保
険
一
〇

割
給
付

地
方
団
体
か
国

の
出
光
機
関

と
辿
絡
ほ
調

を
保
ち
つ
つ
地
心
に
お
け

る
広
域
行
政
を

総
合
的
に
火
柚
す
る
た
め
衆

旧
几
ブ
ロ
ッ

ク
に
地
り
行
政
連
絡
会
議
を
設
け
る
。
5
　

●
地
方
公
務
μ

法
改
正

I
L
o

八
じ
り
条
約
批

准
に
伴
う
改
正
6
　

●
地
方
公
民
団
体
の
誠
会

の
解
散
に
関
す

る

特
例
泌
制
定

9
　

●
第

一
〇
次
地
心

制
峻
調
だ
会
1

府
以
ぺ
ぼ
ほ

に
関
す

る
跨
巾

｀
「
行
政

事
務
肖
配
分

に

関
す
る
第
二

次
答
申
」

府
県
介

併
問
題

に
関
す
る
基
本
的
な
考
え

方
及

び
ぺ
は
い
の
F
続
等
並

び
に
行
政
事
務

再
配
分
及

び
関
り
是
正
の
輿
体
的
措
は
に

つ
い
て
芥
巾

1
0
　
●
地
方
公
営
へ
L隻
制
度
調
査
会
答

申

地
方
公
営
介
叉

の
改
み

に
関
す

る
答
巾

詑
　

●
石
油

ガ
ス
岨
り
税
法
制
定

昭
和
四

一
年
■
3

●
庄
民
れ
帳
制
皮
介
理
化
馴
だ
会
答
申

市
町
村
に
お
け

る
化
民
れ
帳
制
皮

の
ぺ
‥
理

化
に
つ

い
て
答
申

4
　

●
地
方
交
付

税
法
改
正

地
方
交
付
悦
の
棟
人
率
を
三
二
％

に
引
土

げ
る
。

7
　

●
地
方
公
営
介
裟
法
改
ぶ

一
股
会
計
と
の
a
担
区

分
の
明
確
化
、
管

理
噺
の
地
位
の
強
化
、
財
務
制
皮
の
＜
;
：
理

化
、
財
政
。
 
-
I
S
.

措
置

昭
和
四
二
年
－
7

●
住
民
括
乍｛

帳
泌
制
定

市
町
H

に
お
け

る
什
沁
の
外
種
の
川
川

に

関
す
る
制
度
及

び
そ
の
川
出
に
関
す
る
各

種
の
μ

帳
川

ぼ
を
一

■
J化

8
　

●
地
方
公
務
‐

災
I

岫
は
泌
川
定

/
^

 
-
.
l
y
*
-

―

 
.

一
j

』

一

一
九
六
八
年

3
　
●
仙
台
市
、
杜
の
都
の
環
境
を
つ
く
る
条
例

を
制
定

4
　
●
金
沢
市
、
伝
統
環
境
保
存
条
例
を
制
定

●
堺
巾

高
屑
市

営
住
宅
を
建
設

1
2
　●
車

示
都
．

中
期
計
画

（
い
か
に
し
て
シ

ビ

ル

ー
ミ
ニ
マ
ム
に
到
達
す
る
か
）
を
発
表

■

一
九
六
九
年

5
　

●
堺
市
で
、
。
町
を
美
し
く
す

る
運
勁

”
の

促
進
の
た
め
草
刈
り
条
例
制
定
へ

9
　
●
千
葉
県
、
条
例
で
宅
地
開
発
事
業
の
基
準

を
設
定

1
0
　●
千
葉
県
松
戸
市
、
市
長

直
属
で

。
す
ぐ
や

る
課
”
を
設
置

●
熱
海
市
、
市
立
昼
夜
保
育
園
設
置

1
2
　●
嘔

訊
都
、
公
害
防
止
条
例
を
制
定
、
法
律

の
基
準
以
上
の
規
制
で
問
題
を
呼
ぶ

補

償

の

た

め
、
地

方

公

共
同

体

に
代

にり

て

納
償

を

行

う
基

金

の
川

皮

を

設
け

る
。

●
道

路

交
通

法

改
正

道

路
交

通

法

の
反

則

行

為

を
し

た
者

が
納

付

す

る
反

刈

金

は

、

地

ぢ
公

北
ハ
同

体

の
設

置
す

る
交

通

安
全

施

設

設

備

の

た

め
の

咄

川

に
充

て

ら

れ

る

。

昭
和

四

三

年

■
3

●
地

方

税
法

改

正

道

路
目

的

財

源

と

し

て

自
動

巾

収

得

税

の

創

設

等

を

定

め
る

6
　

●
第

二

一
次
地

方

制

度

調

査
会

「
行

政

事

務

再

配

分

に

伴
う

財
源
再

配

分

に

関

す

る

答

申

」

8
　

●
第

二

一
次

地
方

制

度

調

査

会

「
駁

近

に

お

け

る

社

会

経
済

情

勢

の

雀
化

に
け

う

地

方

行

政

の

変

ぼ
う

に
対

処

す

る
行

財

政
L

の

方

策

に

関
す

る
中

間

答

巾

」昭

和

四
四

年
自
3

●
地

方

自

治
法

改

正

①
市

町

村

に
基

本

構

恕

の
策

定

義

筋

づ
け

②
選

挙
巾

の
直

接

請

求

の

た
め

の
署

れ

炳

動

を

禁
止

4
　

●
地

方

税
法

改

正

宅

地
開

発

税

の

新

設
等

●
消

防
法

施

行

令

改
f

人

口
三

万

人
以

上

の
巾

に

救

急

業
彷

ダ
義

務

づ
け

5
　

●
広
域

市

町

村

圏

構

想
の

推

進

自

治
省

｛

広

域
市

町

村

咽

振
興

整
備

措
}
M

要

綱
」

を

通

知

6
　

●
建

設

省

「
地

方

生

活

咽

の
設

定

に

つ

い

て
」

を

通

知

●
自
治

省

。

広

域
市

町

村

圈

に

つ

い
て

弟

　
1

次

と

し

て
三

三

府
M

川
‥
一

圏

誠
A
＞
j
i ＝定

（
沼

川

四

川

よ

,981   I　44
地方自治職員研m

で
U
？に
J



Ml   まちづくり・地方自治制度年喪

－

一
力
戸

】
肩

3
　

●
人

阪

巾

。
八

尾

巾

で

広

域

祁

市

行

政

に

。
行

政

協
定

″
方

式

4
　

●
亀

山

市

、

奈
国

初

の

交

通
安

全

祁
巾

、‐
三
‥
6

●
立
川

市

議
会

に
女

性

議

長
誕

生

7
　

●
山

口
県
宇

部

市

、

野
外

彫

刻

展

を
開

佻

、

彫

刻

の

あ

る
ま

ち

づ
く

り
を

闘

始

■

一
九

六

二

年

1
　

●
大

分
県

大

山

村

、
第

一
次
N

・
P

・
C

運

動

を
展

開

。

（
現
大

山

町

）

1
1
‥
　

●
鹿
沼

市

で

初

の
記

号

式

投

票

実
施

c
S
v
*
^
'ニ

．ノ
7
E
‐

6
　
・

地
方
議
会
議
員
皿
助
弟
命
法
制
定

H
　

●
町
名
地
番
制
度
1　
議
会
答
申

地
番
制
度
を
街
区
片
弐

と
す
る
。
市
街
か

整
理
さ
れ
て
い
れ

ば
、泣
路
万

式
と
す
尽

昭
和
三
七
年
■
I

●
第
八
次
地
方
制
度
調
在
会
「
地
方
開
兄
陥

巾
の
建
設
に
関
す
る
意
見

（
中
同

報
告
に
3

●
地
方
財
務
会
計
調
在
会
答
巾

地
方
公
共
団
体

の
財
務
会
計
制
度
に
つ
い

て
具
休
的
な
改
革
案
を
答
巾

●
地
方
交
付
税
法
等
改
i

臨
時
地
方
特
別
交
付
金
制
度
の
廃
止

、
地

方
公
務
貝
に
対
す
る
共
済
制
度
の
実
怖
に

伴
い
、
地
方
交
付
脱
の
繰

人
率

が
二
八
・

九
％

に
引
き
上
げ
ら
れ
る
。

5
　

●
小
の
合
併
の
特
例
に
関
す

る
法
律
制
定

北
九
州
五
市

の
合
併
を
契
機
と
し

て
巾
の

合
併
を
円

滑
な
ら
し
め
る
た
め
、
町
吋
八
‥

併
促
進
法

、
新
市
町
村
建
設
促
進
法

と
吋

様
の
特
例
ダ
宛

め
る
。

●
住
居
表
示

に
関
す
る
法
什
制
定

合
理
的
な
住
居
表
示
制
度

（
街
区

方
式
・

適
路
方
式
）

の
確
立
と
そ
の
実
施
手
続
き

に
つ

い
て
定

め
る
。

910

●
地

方

公

務
貝

共

済

組

合
法

制

定

●
第

八

次

地
方

制

度

調

た
会

「
地

方

開

発
部

巾

に

関

す

る

答

申
」
「

‐`
祁

制

度

当

而
の

改

革

に

関
す

る
答

申
」

巾

町

村

の

連
合

休

及

ぴ
地
方

開

発

事

災
川

の
設

置

等

、
地

方

開

発

祁
巾

の

建

設

と
祁

及

び
特

別
区

の
制

度

の
八
‥
理
化

等
'
　
f
c
s

制
度

当

而

の

改
や

に

つ

い
て
答

申

1
2
　●
補
助
公
等
合
理
化
審
議
会
答
申

－

｝
九
六
三
年

―
　
●
大
阪
府

が

。ス
モ
ッ
グ
情
報
″
で
人
気
汚

染
防
止

●
1
葉
県

の
週
休
二
日
制
、
一
週
間
で
中
止
3

●
郡
特
別
区
、
地
方
公
共
団
体
と
は
い
え
な

い
と
最
高
裁
で
判
断

6
　

●
北
海
道
池
田
町

。
仝
国

で
初
め
て
の
ワ
イ

ン
醗
造
試
験
免
許
取
得

e
奈
良
県
、
た
め
池
条
例
事
件
、
条
例
で
財

鹿
唱
を
制
限
で
き
る
と
最
高
裁
が
判
断
1
0
　

●
艮
岡
市
で
消
雪

パ
イ
プ
敷
設

で
無
雪
都
市

官
冒

－
　

一
九
六
四

り
I
　●
横
浜
市
で
公
害
防
止
協
定
に
横
浜
万

式
登

場

圖
　

一

九
六

五

年

―
　

●
陣

奈
川

県

で

公

害

防

止
条

例

の
基

準
-
*＞
-
)
上

回

る
四

工

場

に

公

害

認
定

4
　
1

埼

玉
県

妻

沼

町

で

令
国

初

の
障

害

れ
咄

祉

年
金

制

度

を

新

設

5
　

●
名

占
屋

市

で

全

地
下

式

の
下

水

処

理
場

完

成

金
制
度

の
改
稗
か
理
化

に
つ
い
て
芥
申

昭
和
三
八
年
－
6

●
地
方

自
治
泌
改
正

地
方
川
務
会
計
制
度
の
幣
備
と
特
別
地
方

公
共
川
休
と
し
て

の
地
方
開
発
心μ
業
団
の

制
皮
を
設
け
る

8
　

●
臨
時
行
政
馴
在
会

「
詐
郎
行
政

の
改
革
に

関
す
る
意
見
」
答
申

1
2
　●
第
九
次
地
方
制
度
調
査
会
「
行
政
事
務
阿

配
分
に
関
す
る
答
申
」

行
政
事
務
の
阿
配
分
の
基
本
方
針
、
地
方

公
共
団
休
の
連
介
制
炭
等
に
つ
い
て
答
申

昭
和
三
九
年
■
4

●
地
方
交
付
税
法
改
正

巾
町
村
分
に
つ
い
て
基
小

財
政
収
人
額
の

算
定
を
標
準
税
額

の
七
〇
％

か
ら
じ
五
％

に
引
き
上
げ
る

7
　

●
地
方
自
治
法
等
改
正

部
の
事
務
の
一
部
を
特
別
区

に
移
譲

9
　

●
臨
時
行
政
朋

在
会
「
行
政
事
務
の
配
分
に

関
す
る
改
革
症
け
ぴ

H
　

●
地
方
公
営
企
業
制
度
調
在
会
答
巾

地
方
公
営
企
業
の
財
政
再
建
の
方
策
に
つ

い
て
答
申

昭
和
四
〇
年
■
3

●
地
方
交
付
税
法
改
正

地
方
交
付

悦
の
繰
入
率
を
二
九
・
五
％

に

引
芦
上

げ
る
。

●
市
町
村

の
か
併
の
特
例

に
関
す
る
法
け
制

定合
併
促
進
措
置
、
二

乍
間

は
人

目
四

万
人

で
巾
に
坏
恪
で
き
る
。

4
　
e
地
方
行

政
迎
絡
会
議
法
制
定

5祐



1
大
分
県

と
埼
玉
県
蕨
町
で
敬
老
～

制
度

を
開
始

7
　

●
栃
木
県
、
文
書
事
務
の
集
中
竹
川
を
実
辿
9

●
長
野
県

、
押
売
り
条
例
4
　施

行

－

一
九
五
七
年

3
　

●
仙
台
市
、
ア

メ
リ
カ
カ
ル
フ
4

ル
ニ
ア
州

リ
バ
サ
イ
ド
と
姉
妹
都
市

提
携
、
全
国
で

初
め
て

4
　
●
茨
城
県
小
川
町
に
全
国
初
の
女
性
町
艮
誕

生

地
方

交

付

税

の

繰
人

率

を
「

八
％

か
ら

．

斤
％

に
引

き

卜

げ

る

．

●
地
方

財

政

の
．心

往
ｗ

の

た
め

の
公

共
‐
μ
吠
、

に
係

る

国
川
a

相

等

の

臨

時

特
例

に
関
r

る
法

障

制
定

地

方

川

政
叫

建

の

た
め

、

昭
旬

三

～

度

か
ら

昭

和
～

二
叫

度

ま

で

の
三

乍

川

．
山

の

公

比
ハ
事
某

に

つ

い
て

の
川

川

岫

助

几

相

率

が
引

き
卜

げ

ら
れ

る

．

6
　

●
地

方

自

治

法
改

ぶ

①
県

と

市
町

村

間

の

地

位

機

能

の

明

確

化

、

⑦
議

企

の

定

例

会

と
常

任

委

口

分

数

の

制

限

、
③
県

の
部

岫

の

制
限

、
雨

内

閣

総

理

大
H
H
     ≪
:道

府

県

知

淑

の
適

ぶ
な
ｔ

務

処

理

の
確

保

措

置

に

関

す

る
規

定

．

⑤

指

定

都

巾
制

度

削

設

●
地

方

教

育

忖
政

の
組

織

及

び
運

営

に
関
1
　

る
法

律

制
定

教

育

委
□

の
公

選

制

か

廃

山
し

、

艮

が
廠

会

の

同

意

を

得

て

任

命

す

る

こ

と

と

す

る
．

●
新

市

町

村
姓

設

促

進

法

制

定

ご

川
村

は

併

促

進

法

妬
行

以

米

昭

和

ご
二

年

じ
H

一

目

ま

で

に

町
村

瓦

、

川

六
四

減
少

、

新

市

．
一

一
〇

誕

生

昭

和

三

二

年
■
1

1
特

別

と

ん

譲
7

悦

法

制

定

5
　

●
地
方

交

付

税

法
改

ぶ

地
方

交

付

税

の
繰

人

串

を
二

万
％

か
ら

く

六
％

に
引

き
ト

げ

る

・

国

有

提

供

施

設

等
所

在

巾

町
村

助
成

交
付

金
に

関

す

る
泌

体
制

定

n

●
第
四
次
地
方
制

度
調
た
公

「
地
方
制
度
の

改
革

に
関
す
る
衿
申
」

府
川
制
度
の
改
位
に
・つ
い
て
「
地
り
詞
’

■
一
九
五
八

年

9
　
1
F

妬
県
、
全
国
に
先
駆
け
て
県
費
負
担
の

ヴ
ン
診
療
・
鯉
康
相
談
を
実
J
T

‐

一
九
五
九
年

4
　

●
広
島
県
芸
北
町
、
国
保
医

療
費
を
1　
割
給

付
●
隔
ル

県
上
中
町

で
、
役
場
を
「
住
民

セ
ン

タ
ー
」
と
改
称

5
　

●
咆
沼
巾
偉

吹

日
曜
サ
ー

ビ
ス
始

め
る
7
　

●
凧
片
県
武
生
市
、
競
艇
か
ら
延
力
団
か
締

め
出
す
た
め
の
予
想
屋
条
例
施
行

H
　

●
水

小
都
、
緑
の
お
ば
さ
ん
、
交
通
整
理
を

始
め
る

■
一
九
六
〇
年

3
　

●
山
‐

県
で
巾
小
企
業
優
遇
の
工
場
誘
致
条

例
を
制
定

●
…
U
F県
沢
内
忖
、
六
五
丿
以
上

の
老
人
の

医
療
費
無
料
化
令
国

で
初
め
て
、
三
六
年

三
り

に
は
六
〇
才
以
L

に
引
き
下
げ
た
6
　

●
ｙ

川
巾
、
砂
川
訴
訟
、
幟
務
執
行
命
令
訴

ぷ
に
お
い
て
職
務
執
行
の
実
質
的
審
査
権

ダ
行

す
る
と
最
高
我

が
判
断

。

7
　
1
心

収
郎
で
公
害
対
策
の
機
構
を
一
本
化

ソ

≫
　
X
-
-
:
;
-
"

地
ド
以
一
い
り
線

‐
浅
リ

ー
ト
町

開

昭

型

一
三

年
麟

－
　

●
選
挙

制

度

馴

＾
■
C
-
＆
；
i巾

那
辺

府

以

議
公

議
口

の
況

や
区

の

介
理

化

専

に

つ

い
て

冷

申

4
　

●
地
方

自

治

法

改

ぶ

町

忖

議

会

の

淑

務

局

含

任

心

設

置

と

す

る
。

市

の
人
‐

広
一
準

五

び
人
以
L

を
、

ご
。

三
年

九

リ

ー
。い
‐

ま
で

は
三
万

人
以
L

と

す

る
、

5
　

●
地
方

交

付

悦

法

改
正

地
方

交

付

悦

の
繰

入

率
を

二

七

・
五
％

に

引

き
上

げ

る
。

特
別

交
付

税

を

総

飢

の

六

％

に
引

き

下

げ
る

。

昭

和

三
四

年
－
2

●
第
五

次

地
方

制

皮
訓

査
会

「
地

方

公

務
‐

の

辿

職

乍

分

制

度

の

改

。
1
1
L

に

関

す

る

答
4

●
地
方

交

付

税

法

改
正

地
方

交

付

税

の

繰
入

率

を

二
八

・

斤
％

に

引
き

上

げ
る

‥‥‥一
　

●
自

治
庁
7

し
ぽ
力
年
計

画

で

町
x
:
地
番

の
整

理

を
行

う

と

発

表

昭
和
三
五
年
－
4

●
臨
時
地
方
特
別
交
付
公

に
関
す
る
法
印

住
民
税
の
誠
税
に
げ
う
減
収
を
考
慮
し
、

国
税
三

税
の
O

∴
ニ
％

椙
も
釦
を
地
方
公

共
団

体
に
臨
峙
地
方
川

政
特
別
父
付
令

と

し
て
交
付
j

る

421989.    I
地方自治凧M 研修
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特集 まちづ くり・地方自治制度年表

－

一
九
五
二
年

6
　

●
堺
市
、
奨
7　
条
例
を
つ
く
る

7
　
●
広
島
巾
、
驚
政
歪
口
賞
じ
ゅ
つ
条
例
制
定
、

警
寂
火
口
の
士
気
高
揚
を
図

る

1
0
　●
神
戸
市

、
民
意
を
反
映
し
た
都
市

建
設
を

開
始
、
新
設
今
希

輦
す
る
施
設
の
計
画
を

市
民
か
ら
募
槃

■

一
九
五
三
年

6
　
●
岐
阜
市

、
母
子
福
祉
命
庫
設
置

79

●
静
岡
県
沼

津
市
、
芙
観
地
区
条
例
を
制
定

●
徳

島
県
、
町
村
公
平
委
員
会

の
事
務
委
託

一
括
条
例
化

5

わ
政
洲
査

委
‐

公
J

は

当

L
り
四

川
廃

昭
和
二
七
年
－

a

担

す

る

こ
と

を

認

め
る

も

の
。

7
　

●
化

民

登

録
令
図
コ

斉

に
害

川

・

地

方

公

営
企

業

労

働
関

係

法

制
定

8
　

●
地
み

公

営
企

業

法

制
定

●
義

務

教
1
7
双

国
庫

負
担

法

制
定

小

ｙ

甲
学
校

等

の
義

彷

敦

育

費

に

つ

い
て

教

職
‥‥ハ
給
与

賛

の

突
支

出

額

の
以
り

教

材

費

の

一
部

を

国

が
負
川

す

る
。

●
地
力

自

治
法

改

正

巾
郎

直

府

県

。

巾
町

村

の

帆
行

胤

関

の

組

織

を
簡

素

化

し

、
②

屑
ｕ
り
な
共

同

処

理

方

式

を

導
人

し

、
③

内

閣

総

理
人

臣

・

都

道

府
県

知

事

に

勧

告
際

ど
7

え
、

印
将

別
区

長

の
公

選

を

廃
止

す
る

。

●
地
方

制

度

調

査

会
設

置

法

制
定

昭
和

二

八

年
■
7

●
洲
防

施

設

強

化

促

進
決

制

定

巾
町

村

の
消

防
施

設

の

強

化
拡

充

を

図

る

た

め

の
施

設

購
入

の
哺

助

貨
な
’電

め
る

。
8

●
地
方

財

政

法

改
正

公

紅

ほ
ｔ

叩
心

に
地

方

債

に
関

ず

る

規

定

を
整

備

9
　

●
町

村

介

併

促

進
法

制

定

一
こ
年
間

に

町

村

数

を
お

お

む

ね
三

分

の

一

に

減
少

す

る

こ

と

を
目

途

と
し

て

よ

併

を

陪
匝

的

に
促

進

す

る
。

町

村

介
併

推

進

本

部

が
設
け

ら

れ
る

（
昭

和

三

一

価
几

月
三

〇
‐

ま

で

の
時

限

逆
法
一

■

一
九
五
四

年

612

●
三
原
市
公
安

条
例
を
廃
止

●
岐
ヴ
県
、
郡
道
府
県
初
の
議
U

定
数
を
縮

滅

■

一
九
五
五
年

267
1012

●
弘
前
市
で
飛
地
か
併
の
新
例

●
岐
ヴ
県
で
県
職
貝
を
市
町
村

に
派
遣
千

る

条
例
を
制
定

●
埼
玉
県

で
知
事
減
給
条
例
を
吋
決

●
兵
庫
県
で
令
国

初

の
海
岸
保
全
条
例
制
定

●
長
崎
市
で
初

の
姉
妹
都
市
提
携

■
｛

九
五
六
年

3
　

●
北
海
道
音
更
町
で
町
有
林
の
保
全
に
条
例

制
定

4
　
●
小
F

谷
占
で「
罹
災
救
助
資
兪
蓄
積
条
例
L

1
　
1
2

’
↓
、
j’
J

’ノ
a

り

才
陳
i『
I
2
　
カ

ノ

市
M

ノ

改

革

に

関

す

る

衿

申

』

郎

道

府

県

と

市

町

村

の

機

能

の

区

分

、

地

方

公

共

団

体

の

規

模

の

合

理

化

、

驚

察

制

度

．

教
1
7

委

貝

会

制

度

の

改

革

そ

の

他

地

方

行

政

の

簡

素

化

・

運

営

の

能

率

化

作
丿
片

而

と

る

べ

き

措

置

に

つ

い

て

答

申

昭

和

二

九

年
－
5
　

●

地

方

税

法

改

正

道

府

県

民

税

．

不

動

産

取

得

税

．

た

ば

こ

消

費

税

の

創

設

、

入

場

税

の

国

税

移

代

附

加

価

値

税

の

廃

止

●

地

方

交

付

税

法

制

定

地

方

財

政

平

衡

交

付

金

制

度

に

代

人

地

方

交

付

税

制

度

を

創

設

．

交

付

税

の

総

額

は

、

所

得

税

、

法

人

税

、

洒

税

の

二

二

％
6

●

警

察

法

全

部

改

正

国

家

地

方

警

察

と

自

治

体

警

察

が
廃
i

か

れ

．

都

道

府

県

警

察

に

一

元

化

さ

れ

る

．
7

●

市

町

村

職

貝

共

済

組

合

法

制

定

昭

和

三

〇

年
－
8
　

●

地

方

道

路

譲

与

税

法

制

定

1
2
　

●

地

方

財

政

再

建

特

別

措

置

法

制

定

昭

和

二

九

年

度

の

赤

字

団

体

は

．

財

政

丙

建

計

画

か

定

め

自

治

庁

長

官

の

承

認

を

得

て

、

赤

字

を

闇

上

げ

す

る

た

め

歳

入

欠

陥

補

て

ん

債

（
総

額

四

二

三

億

川

）

を

起

こ

す

こ

と

か

で

き

．

国

は

そ

の

償

還

に

つ

い

て

一

定

の

基

準

で

利

子

補

給

す

る

こ

と

か

で

き

る

等

．

財

政

再

建

の

た

め

の

特

例

措

置

が

講

ぜ

ら

れ

る

．

昭

囮

二
一

年

圃
4

●
国

布

資

産

等

所

在

巾

町

村

交

付

金

及

び
納

付

金

に

関

す

る

法

律

制

定

5
　

●

地

方

交

付

税

法

改

正

5い



7
　
1

売
春
罰
則

に
体
刑
。
宮
峨
以

が
独
自
の
条

例
●
大
阪
市
議
会
で
提
案
、

デ
モ
、
集
会

に
初

の
市
条
令

‐
　

●
群
馬
県
、
教
育
長

を
公
球

劃
一
九
四

九
年

5
　

●
仙
台
市
、
初

の
名
1　
盾
民
条
例
制
定

●
船
橋
、
横
浜
市

に
給
料
の
遅
配

に
悩
む
勤

労
者
に
対
し
て
、
主
食
費
を
立
て
替
え
る

新
機
関
登
場

■

一
九
五
〇

年

4
　
●
宮
崎
県
で
地
方
事
隋
所
I

廃

^
.
T
i
n
u
i
i
m
i
'
i
   
n
o
'
n
P
K
J
m
l
t
.
M
.
n
'

      
-
-
i 。
^
^
:  
i　
。        。    
 。
     
 。

郎
道
府
以
税
と
し
て

漑
業
税
・
特
別
所
得

税
・
鉱
産
挺

・
酒
消
費
税
・
電
気
が
又
脱

・
木
材
収
引
税
・
人
場
税
、
巾
町
H
税

と

し
て
接
客
人
税
・
使
川
人
税
新
設

・
地
方
自
治
法

改
正

山
地
方
公
共
川

体
の
事
務
の
範
囲
を
り
八休

的
に
例
示
し
、
②
長

の
議
会
に
対

す
る
一

般
的
拒
否
隔
を
与
え
、
③
地
方
税
、
分
抑

公
、
使
川
料
、
手

数
料

の
賦
課
徴
収
は
条

例
改
廃
の
砲
接
請
求

か
ら
除
外
。
①
戦
時

中

の
市
町
村
の
配
む
分
合
を
址
正
す

る
こ

と
を
認
め
る
、

●
消
防
法
制
定

予
防
消
防
を
大
き
く
採
り
入
れ
、
消
防
行

政
の
基
盤
を
確
立

昭
和
二
四
年
■
9

●
シ
ャ
ウ
プ
税
制
改
革
勧
告
発
衣

①
地
方
税
制
の
自
主
性
強
調
、
地
方
税

収

入

の
拡
充
、
②
地
方
税

の
合
理
化
と
均
衡

化
、

③
祁

道
府
県

税

と
市
町

付

税
の
分

離
、
④
市
町
村
優
先
主
義
に
基

づ
く
則

都
道
府
県
、
市

町
村

の
事
務
叫
配
分

1
2
　●
地
方
財
政
法
改
正

ぬ

せ
ん
金
付
証
票
の
発
売
を
内
閣
総
理
人

臣
の
指
定
す
る
戦
災
都
市
に
認
め
る
。

●
地
方
行
政
調
査
委
員
会
議
設
｝心
法
制
定

シ
ャ
ウ
プ
勧
告
に
基

づ
き
、
国
、
郡

心
府

県
及

び
市
町
村
相
互
間

の
事
務
。叫
舵
分

に

関
す
る
計
画
に
つ
き
立
案
し
、
そ
の
結
果

を
内
閣
経
由
国
会
に
勧
告
す
る
も
の
、

い

わ
ゆ
る
神
戸
委
貝
会

昭
和
二
五
年
－

5
　

●

地

片

‐

柚

法

改

正

り

他

り‐
μ

り
F

‘屁
乃

μ
Fμ
川

詑
　

●
布
施
巾
、
市

議
公
議
輿
数
の
削
減
を
断
行

－

一
九
五
一
年

3
　

●
京
祁
巾
で
地
方
税
未
納
者
の
川
給
差
し

押

さ
え

具
聞
休
海
に
川
定
し
た
財
政
礎
要
加
と
財

政
収
人
飢
と
を
比
較
し
て
、
そ

の
需
要

額

が
そ
の
収
人
細
を
超
え
る
額
を
岫
て

ん
し

よ
う
と
す

る
力
式

7
　

●
地
方
税
法
制
定

課
税
標
準
、
税
率
に
関
す
る
地

方
公
共
1
1

体
の
臨
限
を
拡
充
し
、
道
府
県

税
と
巾
剛

村
税
と
を
分
離

9
　

●
シ
ャ
ウ
プ
第
二
次
税
制
勧
心
‥
発
衣

【
課
税

技
術
拿
中
心
と
し
た
も
の
】

1
0
　●
地
方
行
政
調
査
委
‐

会
破
、
国
庫
哺
助
令

制
度
改
正

に
関
す
る
勧
告

を
行
う
。

1
2
　●
地
方
公
務
口

法
制
定

●
地
方
行
政
調
査
委
は
会
議
、
行
政
収
務
吋

配
分

に
関
す
る
勧
告
を
国
会
・
内
閣

に
提

出
（
第
一
次
）

シ
ャ
ウ
プ
三
原
則
を
一
般
桁
針

と
し
て
。

国
と
地
方
公
共
川
休
と
の
川

に
お
け
る
小

務
配
分
、
府
以

と
巾
町
忖
と
に
お
け
る
恥

務
配

分
に
つ
い
て
勧
什

昭
和
二
六
年
■
3

●
地
方
税
法
改
正

第
二
次

シ
ャ
ウ
プ
仙
告
に
よ
る
改
ぶ
。
巾

町
村
民
税
に
法
人
割

が
設
け
ら

れ
、
給
り

所
得
の
特
別
徴
収

が
認
め
ら
れ
る
。
川
民

健
康
保
険
税
の
創
股

6
　

●
警
察
法

改
正

町
村

に
つ
き
自
治
休
a
察
の
存
廃
再
設
置

を
住
民
投
票
で
決
定
す
る
こ
と

と
す
る
。
9

●
地
方
行
政
簡
素
化
本
部
設
ぶ

地
方
行

政
機
構
の
改
耀
Lと
職
U

の
削
減
に

つ
い
て
検
討
す
る
も
の

一

地
方
行
政
調
介
委
口
介
議
第
二

次
勧
心
‥

第
一
次
勧
告
に
つ

づ
き
、
服

務
附
舵
分
に

関

す
る
人
祁
巾
、
牡

い
邸
。
北
海
道
な
ど

I*

l
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まちづくり・地方自治制度年表林集

ｑ

ぐ

｀

！
i

■
一
九
四
五
年

9
　
●
祁
、
機
構
改
革
を
発
表

、
住
宅
課
や
外
事

係
等
を
新
設

●
神
奈
川
県

、
建
築
費
前
払

い
の
住
宅
供
給

を
決
定

●
盛
岡
市
で
大
好
評
の
市
営
球
場

1
0
　
●
幟
後
初
の
民
間
知
事

登
用

（
京
都
）
（
山

梨
）
（
宮
城
）
（
和
歌
山
）

●
郡

建
築
制
限
を
緩
和

国
一
九
四
六
年

1
　

●
朗
木
県

に
民
主
村

4
　
●
沖
縄
で
幟
前
の
市
町
村
長
を
そ

の
ま
ま
市

町
村
艮

に
任
命

S
沖
縄
民
政
府
発
足
、
初
代

知
事
に
志
μ

屋

孝
信
氏

が
任
命

1
2
　
●
郎
で
復
興
宝
く
じ
．
年
末
イ

ン
フ
レ
に
貯

蓄
運
動

一

東
乙示
都
職
労
結
成
大
会

－

一
九
四
七
年

4
　
1
叫
内
会
・
部
落
会
廃
止

昭
和
二
〇
年
圖
6

●
地
方
総
監
府
官
制

今
岡

を
八
地
力

に
分
け
、
地
方
総
監
町
殺

置

H
　

●
令
国

八
地
方
総
監
府
廃
止
、
地
方
行
政
嘔

務
局
設
置

昭
和
二

一
年
－
9

●
地
方
税
法
、
地
方
分
与
税
法
改
正

府
県
民
税
の
創
設
、
府
県

に
法
定
外
独
妬

税
設
定
の
搦

能
付
ソ

、
配
付
税
の
剛
設
等

●
車

示
部
則

府
県
則

市
則

町
村
制
改

正北
海
f火

ぶ吠

北
沁
道
地
方
賞
法
廃
止

①
臣

民
の
選

挙
権

．
肢
選
挙
出
が
拡
允

②
郎
道
長
官
・
府
県

知
事
・
市
町
伺
艮
の

公
選

③
議
会

の
怖
限
強
化

④
議
会

の

解
敞
怖
を
廿
長

に
付
与
　

⑤
護

挙
竹
理
匂

貝
会
、
監
た
委
U

の
制

度
の
創
設
　
⑥
直

接
岫
求
制
度

の
剛
設
　
両
而

町
村
に
月
L

る
許
認
可
事
項
大
帆
整
理

10

●
ボ
ヱ
ー示
部
官
制
他
川
件
改
正

東
京
咄
艮
官
・
束
E尽
郎
区
長
・
北
海
地
几

官
・
府
県
知
唯

は
公
選
に
よ
り
W
'出

さ
わ

た
片
に
つ
い
て
9　　八
｀

1
地
方
制
度
訓
だ
会
設
置

地
方
自
治
制
度
企
般
を
頑
す
る
改
眼
に
つ

い
て
答
巾
二

二

・
二
五

）、
こ
の
答
申

に

坊

づ
い
て
地
方
自
治
法
案
の
作
交
開
始

昭
和
二
二
年
譜

3
　
●
地
万

分
7
税
法
企
面
改
ぶ

●
飯
川
市
で
大
火
。
巾
民
に
よ

る

・。り
ん
ご

並
木
道
」
運
動
開
始

5
　

●
東
京
、
第
一
回
鄙
民
公
聴
会

H
　

●
F
葉
県
に
「
組
合
警
察
」
生

ま
れ
る

－

一
九
四
八
年

I
　

●
滋
貿
、
八
日
市

町
議
会
リ
コ
ー
ル
成
立

●
東
京
部
教
組
婦
人
部
男
女
同
一
賃
金
を
溥

得
。
以
後
五
二

年
ま
で

に
全
国
で
教
師

の

男
女

の
貫
金
差
が
解

消

3
　

●
東
京
都
、
異
常
渇
水
で
一
日
二

時
間
の
時

間
綸
水
を
開
始

5
　

●
山
梨
県
旭
村
。
会
国

初

め
て
の
村
長
リ
コ

ー
ル
、
投
票
の
結
果
留
任

6
　

●
秋
田
県
子
村
、
初

の
村
長
リ
コ
ー
ル
成
立

還
伺
規
制
度
を
廃
止
．
配

付
税
を
分
与
担

と
改
弥
、
総
額
を
増
加

●
東
京
祁
二
二
区
制
実
施

4
　
●
地
方
自
治
法
制
定

塞

泉
部
制
・
府
県
制
・
市

制
・
町
村
制
を

統
合
し
．
知
事
以
下
の
都
道
府
県
職
貝

の

身
分
ち
烹
且
史
か
ら
地
方
公
務
貝

と
す

る

5
　
●
町
内
会
部
落
会
又

は
そ
の
連
合
会
等
に
関

す
る
解
散
．
就
職
禁
止
そ
の
他
の
行
為

の

制
限
に
関
す
る
政
令
制
定

町
内
会
、
隣
組
の
廃
止

1
2
　●
地
方
自
治
法
改
正

①
地
方
公
共
団

体
の
権
能

が
行
政
事
務
に

及

ぶ
こ
と
と
し
、
②
条
例
、
規
則
に
罰
則

を
認

め
、
③

議
会

の
増
額

修
正
権

を

認

め
、
④

マ
ン
デ
ィ

マ
ス
プ
ロ
シ
L

ア
イ

ン

グ
の
制
度
を
採
用
し
、
⑤

都
道
府
県
の
局

部
を
法
定

●
腎
察
法
制
定

国
家
地
方
警
察
と
自
治
体
腎
察

（
市
及

び

人
口
五
．
O
O
O

人
以

上
の
町
村
）
を
置

く
●
消
防
組

織
法
制

定
．

自

治
体

消
防

の
兌

足
、
国

家
公
安
委
員
会
に
国
家

消
防
庁
設

置

昭
和
二
三
年
－
7

●
地
方
財
政
法
制
定

地
方
財
政
運
営
の
基
本
原
則
、
国

と
地
方

公
共
団
休
・
地
方
公
共
団
休
相
互
の
財
政

調
整
に
つ

い
て

規
定

●
地
方
配
付
税
法
制
定

地
方
分
与
税
法

に
変

わ
る
も
の
で
配
付

悦

の
税
腫
を
所
得
税
及

び
法
人
税
と
し
て
配

付
の
標
準
算
定
方
法
を
改
正

●
地
方
祝
法
改
正

6鉦



市

町
村
会
議
員
、
道
府
県
会
議
□

に

勺
い

て
普
通
選
挙
制
導
入
、
選
挙
制
皮
・
選
挙

手
続
き
に
関
す

る
規
定
を
整
備

市

長
は
市
会

に
よ
る
選
挙
に
よ
り
逃
任
、

町

村
長
選
任
時
の
府
県
知
事
の
認
可

眺
山

道
府
県
及

び
市
町
村
に
対
す
る
国
の
監
竹

権

緩
和
、
各
種
許
認
可

事
頭

整
理

●
地
方
官
官
制
全
文
改
正

府
県

の
組
織

は
知
事
官
房
・
内
務
部
・
学

務
部
・
警
察
部
を
原
刈
と
す

る

郡
役
所
廃
止

■
一
九
二
九
年
　
　
　
　
　
　
　
　

昭
和
四

年
■
4

●
府
県
制
、
市
制
、
町
村
制
、
北
海
適
公
法
．

北

海
道
地
方
費
法
改
正

道

府
県

に
条
例
・
規
則
制
定
晦
付
ソ

、
議

貝

に
発

案
権
及

び
議
会

招
集

請
求
脇
付

与

、
知
事
の
原
案
執
行

橋
の
制
限
強
化
、

議
会

の
知
事
に
対
す
る
権
限
委
任
川

定
整

備
、
各
種
許
認
可
事
項
整
理

市

町
村
会
議
貝
に
発
案
脇
付
与
、
巾

川
忖

会
・
市
参
事
会
の
意
見
提
出
権
拡
ぺ

市

参
事
会
の
構
成
変
更
．
市
町
村
長
の
川
案

執
行
権
の
制
限
強
化
、
議
会

の
市
川
村
長

mm
　

一
9
8
9
.
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一
ま
ち

づ
く
り

に

封
す

る

権
限

委

任

規

定

盤

備
'
   
-
-
4
:

様
許

認
可

事

項

整
理

■

一
九

三

五

年
　
　
　
　
　
　
　

昭

和

一
〇

年
■
7

●
府

県

制

、
市

制

、

町

村

制

、

北
海

道

会

法

改

正

地

方

議

会

議

員

選

挙

に
関

す

る

規

定

整

哨

参
事

会

に
対

し

議
会

閉

会

中

の

軽
5

事

項

に
関

す

る
議

決

権
付

与

■

一
九

三

六

年
　
　
　
　
　
　
　

昭

和

一

一

年
■
1
0

●
臨

時
町

村

財

政

袖

給

金

規
則

制

定

財

政

窮
乏

町

村

に

対

し
二

、

〇

〇
〇

万

円

の

岫

給
金

支

出

、

初

の

財

政
調

整

制

度

■

一
九
三

七
年
　
　
　
　
　
　
　

昭

和

一
二

年
■
7

●
臨

時

地

方

財
政

袖

給

金
規

則

制

定

道

府
県

に
対

し
二

、

七
五

〇

万
円

．

市
町

村

に
対

し

七

、
二

五
〇

万

円

牝

父
付

、
税

負

担

の
軽

減
を

目

的

1
2
　
●
臨

時

地
方

財

政

補

給

金
委

貝

会

官

制

制
定

■

一
九
三

九

年
　
　
　
　
　
　
　

昭

和

一
四

年

■
4

●
警

防
団

令

制

定

■

一
九
四
〇

年
　
　
　
　
　
　
　

昭
和

一
五
年
－

三
　

●
地
方
税
法
、
地
方
分
与

税
法
制
定

地
租
、
家
屋
税
、
営
業
税
は
国
税
と
し
て

徴
収
し

道
府
県

に
還
付

（
還
付
税
）
、市

町
村
民
税
創
設
、
雑
種
税
・
市
町
村
特
別

税

整
理
．
目
的
税

整
備
拡

充
．
配
付

税
（
所

得
税
・
法
人
税

・
入
場

税
・
遊
興
飲
食
税

の
一
定
割
合
を
課
税
力

・
財
政
需
要
に
応

ヒ
地
方
公
共
団
体
に
配
分
）
創
設

9
　

●
内
務
省
、
部
落
会
・
町
内
会
・
隣
保
班
・

市
町
村
常
会
整
備
要
綱
を
府
県

に
通
達

■

一
九
四
二

年
　
　
　
　
　
　
　

昭
和
T

も
年
■
5

●
人
政
4

賛
会
に
町
内
会
・
部
落
会
等
指
導

の
権

能
を
付
与

す
る
閣

議
決
定

■

一
九
四
三
年
　
　
　
　
　
　
　

昭
和
一
八
年
－
3

●
府
県
制
、
市
制
、
町
村
制
、
北
海
道
会
法

改
正
市
町
村
及

び
市
町
村
艮
等

に
対
す
る
国
又

は
道
府
県
等
の
事
務
委
任
根
拠
を
法
律
勅

令
か
ら
法
律
命
令
に
拡
大

市
艮

は
市
会
の
推
薦
を
受
け
て
内

務
大
臣

・
地
方
自
治
制
度
年
表

ま
ち
づ
く
り
・
制
度
中
心

が
選

任

、
町

村

．艮

は
町

村

会

に

お
い
て

選

唯

し

府
県

知

事

認
可

、

市

町
‐

．艮

に
市

町

村

内

の
団

体

等

に

対

す

る
指

示

仏
付

ソ

、

参

ひ

制

創

設

町

内

会

・

部

落
会

を

法

文
上

明
定

冊

町

付

艮

の
支
配

下

）

市

町

村

会

の

議
決

事

項

制

限
列

挙
、

帷

易

淑
項

の
議

決
不

要

道

府
県

に

つ

い
て

も

法

律
4
i
＜
:＝
に
よ

る
新

た
な

淑

務

委

任

を
認

め

る

等
同

趣
旨

の

改
1

6
　

●
火

京

祁

制

、

東
丿凧
都

官

制

制
定

東

京

府

・

東
京

市

・
区

が
成

し

、

事

斌
都

設

置

、

旧

束
京

市
の
区

域

に
法

人

桁

を

有

す

る
三

五

の
区

設

置
．

都

の
改

艮

と
し

て

坐

示
郡
艮

官

設

置

7
　

●
地

方

行

政

協
議

会

令

、

地
方

参

事

穴

臨

時

設

置

制
制

定

地

方

行

政
総

合

調

整

の

た
め

全

国

を
九

地

方

に

分
け

、

地

方

行

政

協
議

会

設

置

、
同

協

議
会

設

置

県

に
勅

任

官

た

る

地
方

参

事

官

設
置

－

一

九
四

四

年
　
　
　
　
　
　

昭

和

一
九

年
－

［
編
　

集

部
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自治制度年表まちづくり・地方
特集

明

治

一
三

年
■

4
　

●
区
町
村
会
法
制
定

区
町
村
に
公
選
議
貝

か
ら
な
る
区
町
村
会

を
設
け
．
公
共
に
関
す

る
事
件
及

び
そ
の

経
費
の
支
出
・
徴
収
方
法
の
議
定
権
付
与

■

一
八
八
二
年
　
　
　
　
　
　
　

明

治
一
五
年
■
2

●
開
拓
使
を
廃
止
し

、
北
海
道
に
三
県
を
設

’置

■
一
八
八
六
年
　
　
　
　
　
　
　

明
治
一
九
年
1
1
　

●
北
海
道
三
県
を
廃
止
し
、
北
海
道
庁
を
設

置

7
　
●
地
方
官
官
制
制
定

府
知
事
・
県
令
の
名
称
を
知
事
に
統
一

■

一
八
八
八
年
　
　
　
　
　
　
　

明

治
二
一
年
■
4

●
市
制
町
村
制
制
定

市
町
村
に
独
立
の
法
人
格

を
認
め
、
公
共

事
務
・

委
任

事
務
を

処

理
す
る
も

の
と

し
．
条
例
・
規
則

の
制
定
権
付
与

市

町
村
会
は
公
民
の
等
級
選
挙
制
に
基

づ

く
公
選
名
誉
議
貝
で
構
成
し

、
市
町
村
に

関
す
る
一
切
の
事
件
及

び
委
任
さ
れ
た
事

件
を
議
決
、
議
貝
定
数
は
人
口
段
階
に
応

じ
決
定
（
条
例
で
増
減
可
）

執
行
機
関

は
．
市
に
あ
っ
て

は
市
長
及

び

市

参
事
会
（
市
長
・
助
役
・
名
誉
職
参
事

会
貝
で
構
成
）
、
町
村
に

あ
っ
て
は
町
村

長
と
し
、
市
長
は
内
務
大
臣

が
選
任
、
他

は
市
会
、
町
村
会
で
選

挙

1
2
　●
香
川
県
設
置
を
公
布

現
在
に
至

る
府
県
名

確
立
（
一
道
三
府
四

三
県
）

圃
一
八
九
〇
年
　
　
　
　
　
　
　

明

治
二
三
年
－
5

●
府
県
則

郡
制
制
定

公

共

団
体

と
し

て

の
府
県

・
郡

に

つ

い
て

規

定

府
県

会

は
、

府
県
内

部
巾

の
限

選
制

選

挙

に

よ

る
名

誉

職
議

貝

で
構

成

し

、
予

算

決

定
．

決

算

報

告
認

定

等

六
件

及

び
他

法

令

に
よ

る
事

項

を
議

決

府
県

参

事

会

は
、

知

事

・
高
I

‐

・
名

件

職

参
事

会

貝

で
構

成
し

、

府

県
会

の
委

任

事
件

・
魯

厖
事

件

等
を

議

吸

知

事

諮

問

事
項

等

に

つ
き

意
見

陳
述

府
県

の

執

行
機

関

は
知

事

（
川

の
機

関

内

務

大

臣

の
指

揮

監

督

下

）
．

府

県

会

及

び
府

県
参

事

会

の

議
決

を

執

行
．

財

産

を

管

理

、
府

県

費

支

弁
工

事

忿

躇
行

郡

会

は
町

村

会
選

出

議

貝

と
人

地

主

互
選

議

貝

で
構

成
し

．

郡

参

事

会

は
部

艮

と
名

誉

職
参

事

会
貝

で
構

成

郡

は
課

税

権
を

も

た
ず

、
他

は
府

県

と
同

様

1
0
　
●

府
県

税

徴

収
法

制

定

府

県

税

は
市

町

村

か

徹

収

し

府

県

に

納

付

、

徴

税
手

続

に

つ

い
て

規

定

－

一
八

九

一
年
　
　
　
　
　
　
　

明

治
二

四

年

■
6

●
府

県
会

議

貝

定

数

規
則

制

定

人

口
七

〇

万

ま

で
三

〇

人

、

一
〇

〇

万

ま

で

五
万

に

一

人

、

一
〇

〇
万

以

上

ヒ

万

に

一

人
増

、

人

口

に

応
じ

郡

市

に
剛

当

選

挙

■

一
八

九
七

年
　
　
　
　
　
　

明

治

二
〇

年
‐
5

●
北

海
道

区

則

北

海

道

｝
級
町

村

則

北

海
道

一

級

町

村
制

制

定

文

化

・
財

政

の

程
度

等

に

よ

り
区

別

－

一
八

九

九
年
　
　
　
　
　
　
　

明

冶

二
二

年
■
3

●
府

県

制

、
郡

制

全

文

改
正

直
川
県

の
本

質
む
丘
汰
人

と
明

定
し

、

官

の

監

＾
^
T
^
r
-
T
: 
-
 
J
.
L
~

      
Z
: ・
       ＼

。　
t
m
- 
'     。 
 

   ■

。

。’
4
。

事

務

・

委

任

事

務

を

処

理

す

る

も

の

と

規

定府

県

会

は

各

選

挙

区

選

出

議

貝

で

構

成

（

限

逃

制

廃

止

）

府

県

知

事

は

府

県

を

統

括

・

代

表

す

る

と

明

定

し

、

そ

の

担

任

事

務

の

概

‐

を

規

竃

権

限

を

強

化

、

補

助

執

行

・

委

任

’

臨

時

代

理

の

制

度

を

規

定

財

務

に

関

す

る

規

定

整

備

拡

充

郡

会

議

貝

の

複

選

制

・

大

地

主

議

員

制

廃

止

■

一

九

〇

一

年
　
　
　
　
　
　
　

明

冶

二

四

年

－
3
　

●

北

海

道

会

法

、

北

海

道

地

方

費

法

制

定

北

海

道

に

自

治

制

朱

施

■

一

九

〇

五

年
　
　
　
　
　
　
　

明

治

三

八

年

■
4
　

●

地

方

官

官

制

、

北

海

道

庁

官

制

全

文

改

正

組

織

改

正

一

一

九

〇

八

年
　
　
　
　
　
　
　

明

治

四

一

年

－
2
　

●

府

県

制

改

正

沖

糾

県

に

関

し

勅

令

で

特

別

規

定

設

定
3
　

●

地

方

脱

制

限

二

関

ス

ル

法

律

制

定

地

方

悦

の

課

税

限

度

を

設

定

一

一

九

一

一

年
　
　
　
　
　
　

明

治

四

四

年

■
4
　

●

市

制

、

町

村

制

全

文

改

正

市

町

村

の

法

人

性

・

そ

の

権

能

・

負

担

の

範

囲

の

明

確

化

、

市

の

執

行

機

関

を

独

任

制

の

市

長

と

し

、

市

参

事

会

は

副

議

決

機

関

化

、

巾

参

与

制

度

設

置

、

市

町

村

会

議
n

・

財

務

に

関

す

る

規

定

の

整

唄

市

町

村

机

合

制

度

創

設

I

一

九

一

四

年
　
　
　
　
　
　
　
　

大

正

三

年

嘸

4

●
R

正

貝
の
定
数
・
任
期
・
選

挙
方
法
改
正
、
府
県

組
合
制
度
創
殷
、
主
務
大
臣
の
監
秤
緩
和

■
一
九
一
八
年
　
　
　
　
　
　
　
　

大
正
七
年
朧
4

●
郡
制
改
正

郡
会
に
お
い
て
行
う
選

挙
等
に
関
す
る
規

定
改
正

－

一
九
二
一
年
　
　
　
　
　
　

大
正

一
〇

年
－
4

●
市
制
、
町
村
制
改
正

直
接
市
町
村
税
納
税
者
を
公
民

と
し

（
公

民
権
拡
張
）
、町
村
会
議
貝
の
等
級
選
挙
を

廃
し
、
市

を
二
級
選
挙
制

に
改

め
、
議
只

選
挙
の
規
定
整
備

●
郡
制
廃
止

二
関
ス
ル
法
律
制
定

地
方
公
共
団
体
と
し
て
の
郡

を
廃
止
し
。

地
方
公
共
団
体
を
二
階
胴
化

、
郡

は
純
然

た
る
国
の
行

政
区
画
と
な
る
。

■
一
九
二
二
年
　
　
　
　
　
　

大
正

一
一
年
譜
3

●
六
大

都
市
行
政
監
督

二
関
ス
ル
法
律
制
定

六
市

の
一
定
の
事
務
に
つ
き
府
県
知
事
の

許
可

・
認
可
を
免
除

4
　
●
府
県
制
改
正

府
県
会
議
貝

の
選
挙
権
・
被
選

挙
恨
か

府

県
内

の
直
接
国
税
納
入
者

に
拡
大
、
府
県

知
事
の
権
限
及

び
財
務
に
関
す

る
規
定
を

整
備

■

｝
九
二
六
年
　
　
　
　
　
　
　

大
正

一
五
年
■
3

●
地
方
税
二
関
ス
ル
法
律
制
定

地
方
税
規
則
廃
止
、
府
県
税
と
し
て
家
屋

税
、
特
別
地
税
等
、
市
町
村
税
と
し

て
家

屋
0
　
加
税
・
特
別
地
付

加
税
等
設
け
税
‐

整
理

6
　

●
府
川

制
、市
制
、
町
村
則

北
海
道

会
法

、

北
海
道
地
方
賢
法
改
正

り^　W'-fc
≪ii:j,a≪・auuA　lnon ・

boj



み
き
わ
め「
一
世
紀
に
わ
た
る
我
が
市
の
成
果
と
個

性
」
を
集
約
す
る
よ
う
な
形
に
し
た
い
。
そ
の
こ
と

を
最
後
に
強
調
し
て
お
き
た
い
と
思
い
ま
す
。

西
尾
　
私
も
最
後
に
一
言
。
最
近
は
、
コ
ニ

世

紀
の
地
方
自
治
」
を
模
索
す
る
試
み
も
あ
ち
こ
ち
で

始
ま
っ
て
い
ま
す
。
そ
し
て
、
そ
の
論
議
の
中
に
連

邦
制
へ
の
章
回
を
提
唱
す
る
も
の
が
チ
ラ
ホ
ラ
現
れ

て
き
て
い
る
。
そ
し
て
、
そ
れ
は
巫

示
へ
の
一
極
集

中
現
象
に
対
す
る
解
決
策
と
考
え
ら
れ
て
い
る
フ
シ

が
あ
る
。
ロ
ン
ド
ン
、
パ
リ
、
東
京
と
、
単
一
主
権

国
家
の
首
都
へ
の
一
極
集
中
が
続
く
が
、
連
邦
制
を

と
る
ア
メ
リ
カ
、
西
ド
イ
ツ
な
ど
は
そ
う
な
っ
て
い

な
い
と
み
る
か
ら
の
よ
う
で
す
。

し
か
し
、
い
う
ま
で
も
な
く
、
連
邦
制
へ
の
移
行

は
憲
法
改
正
を
前
提
と
す
る
話
で
す
し
、
日
本
の
政

治
体
制
の
現
状
か
ら
み
れ
ば
、
距
離
の
大
き
す
ぎ
る

夢
物
語
で
す
。
地
方
へ
の
大
胆
な
権
限
委
譲
を
要
求

す
る
主
旨
は
、
わ
か
ら
な
い
こ
と
は
あ
り
ま
せ
ん

が
、
こ
の
議
論
は
、
分
権
論
者
が
期
待
す
る
も
の
と

は
全
く
違
う
と
こ
ろ
に
帰
着
す
る
お
そ
れ
が
強
い

と
、
私
は
み
て
い
ま
す
。

明
治
以
来
百
年
の
間
に
形
成
し
て
き
た
市
町
村
自

治
の
着
実
な
蓄
積
を
踏
え
て
、
こ
れ
を
伸
ば
し
展
開

し
て
い
く
方
策
を
探
っ
て
い
き
た
い
で
す
ね
。

5㈲

一

一
9
8
9

一
f
l
＾

　
n
m

　
t
<
m

ま
ち
づ
く
り
・
地
方
自
治
制
度
年
表

制
度
中
心

一

八

六

八
（
慶

応

四

）
-

一

九

四

四
（
昭

和

一

九

）

［
編
　

集
　

部

］

〈
注
）

地
方
自
治
体
制
厦

に
つ

い
て
は
、
学
陽
書
房
発

行
「
地
方
自
冶
小
六
冰
ご

昭
和
六
三

年
版
（
自
治

貨

打
政
局
監
修
）
の
付
録
「
史
料
地
方
自
治
法
施

行
四
〇
周
年
、
自
治
制
公
布
一
〇
〇
年
」
ご

ニ
～

五
' 
"■
'
。■
"
*
'

を
転
載
し

た
も
の
で
あ
る
。

■

一

八
六

八

年

6
　

●
政
体
書
制
定

慶
応
四
年
■

旧
幕
領
を
府
県
と
す
る
府
藩
県
三
治
の

制
、
知
府
事
・
諸
侯
・
知
県
事
配
置

■

一
八
六

九

年

7
　

●
版
籍
奉
還

諸
侯
を
知
藩
事
に
任
命

－

一
八
にじ
I

ｆ

明

治
二

年
■

月

台

円

乍

●

5
　

●
戸
籍
法
制
定

全
国

に
区
設
置

（
行
政
区
画

、
そ
の
後
大

区
小
区

に
分

か
れ
一
般

民
政
司

る
）
、
戸

長
・
副

戸
長
配
置

8
　

●
廃
藩
置
県

知
藩
事
の
職

を
免
じ
、
藩
を
廃
し
、
全
国

に
三
府
三
〇
二
県
を
設
置

‐
I
　
●
府
県
官
制
制
定

府
県

に
知
事
・
権
知
事
を
置
く
（
県
知
事

は
す
ぐ
県
令

と
改
称
）

■

一
八
七

六

年

48

●
府
県
統
合

（
三
府
三
五
県
）
明

治

九
年
■

■

一
八

七
八

年
　
　
　
　
　
　

明

治

一
一
年
－
7

●
三
新
法
制
定

（
郡
区
町

但
編
制
法
、
府
県

会
規
則
、
地
方
税
規
則
）

郡
区
町
村

編
制
法
に
よ
り
、
大
区
・
小
区

を
廃

し
、
府
県

の
下

に
郡
区
町

村

を
設

－
4

－
l
l
l

l
f
l
l
l

‐
i
r

・
1

ざ

府
県
会
規
則

に
よ
り
、
府
県

に
公
選
議
員

か
ら
な
る
府
県
会
を
設
置
し
、
地
方
税
弓

よ
り
1　又
弁

す
べ
き
経
費
お
よ
び
そ
の
徴
収

方
法

に
つ
い
て
の
議
定
権
付
与

地
方
税
規
則
に
よ
り
、
三
種
の
地
方
税
及

び
地
方
税
を
も
っ
て
支
弁
す

べ
き

こ

　　の

経
費
設
定
、
会
計
手
続
を
規
定

■

一
八

七

九

年
　
　
　
　
　
　

明
治

コ

ー年

■
4

●
琉
球
藩
を
廃
し
沖
縄
県
と
す
る
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